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調査資料 日本における情報技術関連研究開発プロジェク ト

1.調 査 目 的

今 日、コンピュータ、ネットワーク等の情報技術は急速に進歩 しており、様々な研究開発 プロ

ジェクトにおいて、多かれ少なかれそうした情報技術を活用することなしに成果 を上げることは

不可能となっている。従 って、情報技術の更なる躍進 とその成果の普及は、研究開発 プロジェク

トの効果的な推進のために不可欠である。同時に、研究開発 プロジェクトの様々な局面で情報技

術が導入 され、先進的な活用のニーズが生み出されていくことは、情報技術自体の進歩を促す原

動力 となる。

ところが、一般に我が国の研究開発プロジェク トは、技術開発で一定の成果を上げても、複数

省庁間にまたがる共同事業が興 しにくい、的確なユーザを見つけられない等の理由から、技術開

発の成果を製品として具体化 し、市場の形成、産業の振興 ・育成 までに結びつかないことが難点

とされている。このことは、情報技術の分野においても同様であり、結果 として情報技術の開発

力や情報産業の競争力については、米国 との隔た りが大きい。

このようなことから、本調査は、情報産業の競争力強化に向けた方策の立案に役立てることを

念頭に、各省庁が進める研究開発プロジェク トのうち、情報技術の利用 ・応用が想定 されるプロ

ジェク トを抽出し、その内容と情報技術の具体的な活用可能性、予算額、体制等を把握すること

を目的 とする。併せて、情報技術の進化と実用化を促進 しつつ、ソフ トウェア開発力を高め、情

報産業の育成に結びつ くような研究開発 プロジェクトの推進方策のあ り方を検討する。
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2.調 査項 目と手順

本調査は、図表1の 項 目と手順で進めた。

図表1調 査の項 目と手順

(1)情報技術関連 の研究開発プロジェ クトの

把握

(2)情報技術関連 の研究開発プ ロジェクトの推

進方策のあり方の検討

(1)情報技術関連の研究開発プロジェクトの把握

各省庁が進める研究開発プロジェクトに・?き、それぞれの枠組みを整理 したうえで、特に情報

技術の利活用に係わるプロジェクトを抽出 し、その具体的な内容を把握 した。

《主な調査項 目》

①施策全体の枠組みの把握

a)施策名

b)主管省庁

c)予算総額

d)プロジェクト構成

②情報技術関連プロジェク トの詳細整理

a)プロジェクト名

b)主管省庁 ・部署

c)概要 ・目標

d)予算構成

e)メンバー-ee成(参 加機関、実質的な中核機関 ・部署等)

f)実施環境

g)情報技術との関連(利 用される情報技術、情報技術が利用 される場面等)

《調査方法》

①資料収集

「情報基盤」、 「情報システム」、 「ネットワーク」、 「データベース」等のキー ワ

ー ドを設定 し、これに関連する研究開発プロジェク トの内容を各省庁の予算書等の公 表

資料に基づいて整理 した。
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調査資料 日本における情報技術関連研究開発プロジェク ト

②補足 ヒアリング

注 目すべ きプロジェク トについては、具体的な内容、情報技術の活用の場面について、

各省庁の担当課、推進上の中核的機関等を対象 とするヒアリングを行った。

③分析 ・検討

研究開発プロジェクトに関する調査結果について弊社担当者が分析 ・検討 し、共通 的

な情報技術、新 しい情報技術の活用の可能性等を拾い上げた。

(2)情報技術関連の研究開発プロジェク トの推進方策のあ り方の検討

上記(1)の調査結果を踏まえ、今後の情報技術 関連研究開発プロジェク トの推進方策のあ り方

を検討 した。

《主な検討項 目》

・研究開発プロジェク ト間の関連性

・関連する研究開発プロジェク ト間の連携方策 等
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3.情 報技術関連の研究開発プロジェク トの把握

3.1情 報技術 関連 予算 の総額

本調査では、現在時点、すなわち平成8年 度及び平成9年 度における情報技術関連の研究開発

の状況を把握することとした。

政府は、高度情報通信社会への積極的な対応 を図るため、平成6年8月 に高度情報通信社 会

推進本部を設置 して、 「高度情報通信社会推進に向けた基本方針」に基づき、公共分野の情報化、

諸制度の見直 し、ネ ットワークインフラ整備等の課題 に対 して様々な取 り組みを行っている。同

本部では、 「研究開発活動の情報化実施指針に係 る関係省庁の施策」を平成9年3月 に発表 して

お り、これが情報技術関連研究開発の状況を把握する1つ の参考資料となる。

この資料 によれば、研究開発活動 に係 る予算は、平成8年 度予算で1,638億 円、平成9年 度政

府原案で1,749億 円である。これらが総予算額に占める割合は、0.3%程 度である。
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3.2各 省庁の主 な情報技術 関連 プロジェク ト

(1)研 究開発活動に係わる情報技術関連プロジェク ト

高度情報通信社会推進本部が設置される以前には、科学技術庁がこの資料 と同等の資料をま

とめている。同本部の 「研究開発活動の情報化実施指針に係 る関係省庁の施策」と科学技術庁の

資料 を併せて、研究開発関連の施策について平成5年 度予算から平成9年 度予算政府原案をまと

め、図表2に 示 した。

本調査では、図表2に 挙がっている施策のうち、平成8年 度ない し平成9年 度の予算額が1

億円を超える比較的大 きなものについて検討することとした。これに該当するものには、網掛け

を施 している。

この中で、明らかに機器の購入費やシステムの運営費が中心で研究開発的要素がないと思わ

れる名称の施策は、調査対象外 とした。調査対象 とした場合には、関連文献の調査、あるいは担

当省庁等へのヒアリング調査を行い、その概要、予算構成、情報技術 との関連性の有無等 を整理

した。その結果 をまとめた資料を付録に掲げ、図表2の 右端の欄には付属中の参照番号 を示 した。

なお、調査対象外 とした場合には、同じく右端の欄にその理由を示 した。
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図表2研 究開発活動の情報化実施指針に係る関係省庁の施策

実施機関 施策名 円) 経済
平成5年 度 平成5年 度 平成6年 度 韓語躍 平成7年 度 平成8年 度 平成8年 度 平成9年 度 資料番号
予算額 補正予算額 予算額 予縫L 補正予算額 予算額 補正予算江 政府原案 (または除外理由)

国立国会図書館 1,253 113 L313 939 528 1,896 223 3,777
〃 科学技術資料購入費等 526 549
〃 図書館業務の機械化 706 737 841 528
〃 雑誌記事索引(科 学技術編) 7 7
〃 関西図書館プロジェクト調査 14 20
〃 LAN施 設整備 ③113
〃

.・.・..・L・ヤ'■='■'■'=

・・ ≡i:ン}7=i
.「s=・LLL

98
='=:・.=フ'冗」'」'

ぶ,

'
・…i…1::…ぎ迦2 主として施設建設
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〃 乗務の情報システごム化 と国会サ三、ビスの充実1畷鱒iii譲……トミi:;轟帽1・義 バ=」. 注雀ii:・}i3加、○ 主として機器購入
〃 国立国会図書館情報通信基盤整備 168

総理府 2 2 2 2 2
・ヨ本学術会議事務局 国際共同事業協力費 2 2 2 2 2

翻目近 30 36
・内局 交通管制システムの高度化に関する調査研究 '19

〃 交通流適正配分に関する研究開発
〃 ネッ トワー ク運用管理体制の整備 11
〃 地理情報システムを活用した生活安全情報システムに関する研究 36

防衛庁 1,344 L416 586 73▲
・技術研究本部 研究本部LAN 579 579

〃 技術文献デー タベース 13 13
〃 技 本 コ ジ;iピぼ 三 夕ぶ ジ ス テ ム(更 新);≧;;:.._欝i≡1ごL・..げ 、 、

rr`rSF・ ・:
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.;:フ31 主として機器購入
・防衛大学校 教育 ・研究及び事務処理の充実かつ効率化 237 278

〃 図書館業務の充実及び合理化 5 6
・防衛医科大学校 防衛医科大学校情報処理システム 510 526

〃 図書館システム 0 14

北海道開発庁 215
・開発土木研究所 寒地土木技術に関する技術研究情報センターの整備 215

経済企画庁 717 723 64 165
・内局、経済研究所 経済企画崖情報化5カ 年3f画に基づく情報シス苦み基盤整備 ぱ 58 .^隔159 O 主として機器購入
・経済研究所 経済分析等のための情報システムの高度化等 717 723

〃 経済研究所情報提供 ・蓄積関連事業/デ ータベース整備
〃 市場移行国研究交流情報整備 6 6

科学技術庁 17,950 ①8,428 20,329 34,674 16,029 39,147 価 38,186
〃 ②368
〃 ③3,326
〃 債600 債974 債346

・内局 科学技術振興調整費 ・|研究情報驚儲c省 除 審ニゾ……上、、ワ㌻ク挺進制度]=∴ 0 L100 1,600 ・べ…:㌧"・・撫ミ1ぷoo 注寧2 資料1
〃 科学技術行政用情報処理システムの整備 47 48

〃 科学技術情報流通高度化等 7 8

〃 高度計算科学技術の総合的推進 2,776 200
〃 SR::最iζ 避ゴ三8情 報ネジ.ト ヴ憲 ダぶ;i＼;ピざミ…:…1:鷲 162 韓,_iiii三i…221 212
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,231 資料2
〃 筑波 ネッ トワー ク等運営 19 19

: 原子炉事故時環境影響予測情報ネツ.ト.ワーク
高度研究情報交換シズ:テムの構築履

20
蛸F:;ii:i209
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'』㌔適194 主として機器購入

〃

・内局、国研、特殊法人

〃
・原研 、理研 、動燃、NASDA、 海

洋セ ンター

安全研究成果活用促進 ジステ ムφ調査1靴特 会事業)iiilう
STAネ'ツ ∵i…ドワ喘クの蚕飼' 《
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主として機器購入
主として機器購入
資料3

資料3
・研究交流 センター 筑波 ネッ トワーク運営 15 15 48
・航空宇宙技術研究所 電子計算機借料等 634 635

〃 数値 シミュレータ借料 等 L392 1,420
〃 超並列計算機 1700
〃 ネッ トワーク整備 647
〃 ファイルサ ーバ ー整備 260
〃 光ライブラリ整備 150
〃 ワークステーシ ョン整備 41

・金属材料技術研究所 データシー ト作 成費 93 84

〃 電子計算機借料 41 41
〃 材料数値 シミュレーターに関する調査 0 10

〃 オンラインネッ トワーク機器類の整備 ①89
〃 材料 数値 シミュレータセキュ リテ ィー システム 51

・放射線医学総合研究所 システム開発 ・データ収集 34 34
〃 放射能データ解析装置関係 92 92
〃 重粒子線がん治療ネットワーク 25 33 11

〃 所内ネッ トワークの整備 ①354
〃 医療情報ネッ トワークシステム ①526

・防災科学技術研究所 科学技術情報流通開運 12 12
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主として衛星製作

主として機器購入

資料4
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灘 …lii{21
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資料4
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資料5
主として衛星製作
主として衛星製作
主として衛星製作

主として衛星製作
資料6
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図表2研 究開発活動の情報化実施指針に係る関係省庁の施策

実施機関 施策名 円) 経済
平成5年 度 平成5年 度 平成6年 度 箪鱗 躍 平成7年 度 平成8年 度 平成8年 度 平成9年 度 資料番号
予算額 予算額 予算額 補正予算額 予算額 補正予算額 政府原案 (または除外理由)

〃
防 災 情 報 シ ス テ ム の 整 備

=;=ミ:」、、「■'「'='='
評 予鵠 、

■

:
〃

綴 灘 ㌶ 織 鍵 盤iiiliiiiiiiiii撚　燃 灘
光衛星通信実験システムの整備

71
21

:iiili…1…1…;…浮 …脳
21

資料8
主として機器購入

'海 洋科学技術セ ンター 情報業務費 184 314
〃 海洋情報デー タベースの構 築 30 30 31
〃 コンピュー タネ ットワークの整備 ①390
〃 LAN端 末整備 ②39
〃 LAN端 末整備 ③69

・金材技研 ・原研 ・動燃等 基盤原子力用材料デー タフ リー ウェイ 70 72
・科学技術振興事業団

: 繋灘 鍵ミ聯 難iiiliil…i黙響li…i…i……懸 鱒ii…iiii……;、i綴.」 、 』
∵:、!6、701

41 ボ 』 .∴ ぴη

心 「 之0望
ζ∵'き.」 《嵐131

資料9
資料10

資料11
〃 アジ沙 鶏太平洋研 究情報沈痛促蓬ii}iii嚢iiiiiii::i.鯵 三ii:ii;ふ亭ぶ

、 ㍉ ㍍130 '
.'.∨ 、-150 主として会合佼 流

〃 研究情報デ ィレクトリーの作成 69 67
〃 JST国 際ネ ット 41 42
〃 研究情報量㌣ダベ」刈 ヒ交接 い騰ll::☆s灘 灘i日 94 ・ .・ ・`216 資料12
〃 ネ ットワークセキュ リテ ィの強化 16

・科学技術庁 ・環境庁 ・文部省他 地球観測情報ネ ットワーク(GOIN)の 基盤整備 52 87
・科学技術庁 ・環境庁 ・農林水産省 グローバル情報社会(GIS)「 環境 ・天然資源管理」プロジェク トの推

他 進 24 32
国土元 135 302 プ

・内局 国土情報システム 26
〃 国土数値情報の整備 109 302

898①363 983 651 2,159 2,282
轍.国 立職 研究所 職 情報提供。。テ。の整備 0 51 126
・国立環境研究所 スーパー コンピュー タシステムの運用 780 780

〃 地球環境研究 87 121

〃 環境情報処理及びイ ンターナ ショナル リファラルシステム運用
『353

〃 自然環境保全総合データベース整備 4
〃 地球環境研究セ ンターデー タベース経費 165
〃 共同利用棟増築(GRID情 報処理 ・解析 システム) ①88
〃 ネットワーク計算機及び所外との通信システムの拡充強化 ①102
〃 スーパー コンピュー タシステム用超大容量補助記憶装 置 ①173

: 圏綴嬬 黙 認嬬 欝欝勤麓ii:一 ≡鍮ll:il;il慧
':㌘:こ■i;～2」56

汚 乏・ 瓜535
二、 、.745 O

主と してシステム運用

主と してシステム運用
・国立水俣病総 合研究センター 水銀関連文献情報システム 3 3 3

〃 有機水銀関連文献情報システム 3 3
環境技術海外移転データベース構築費 28 28

畠群 事瓢
・醸造試験所 醸造試験所システム 0 5

大蔵省 31 32
・国税庁醸造研究所 醸造研究所システムの整備 ・拡充 31 32
文部省 34,457 Q)19,713 4L147 46,226 3,704 52,262

〃 ②1L330
〃 ③7,139

・学術情報セ ンター 学術情報センターの整備 2,579 3,505
・北海道大学等 大型計算機センターの整備 7,607 8,498
・東京工業大学等 総合情報処理センターの整備 3,741 4,275
・北海道教育大学等 情報処理センターの整備 7,432 5,336
・福 島大学等 キ ャンパス情報ネ ッ トワー ク(学 内LAN)の 整備 100 1,288
・学術情報セ ンター等 デー タベース作成等の促進 1,199 1,345
・東北大学金属材料研究等 研 究所関係スーパー コンピュータ 6,324 7314
・公私立大学等 情報処理関係設備の整備 8」75 9586
・学術情報センター

、国立大学等
〃 掌篇 灘 麟 鑓 鷺".ぶ …・灘

31,514 32,311 、ロ"33.106 1,826 ;…■ 巧::ミ30、鱗

蝋.ご/・㌶i5.957 ○
資料13
資料13

・私立大学等 学術情報データベースの整備 ・充実/学 術情報システムの整備 、 6,223
〃 キ ャンパス情報ネ ッ トワーク(学 内LAN)の 高度化 9,250 7,050
〃 スーパー コンピュー タ等 の導 入 ・機 能強化 12,003 8,550

・国立高等専門学校 国立高等専門学校における校内LANの 整備 258 4519
・国立極地研究所 昭和基地内デー タ通信用 ローカルネッ トの整備 37

〃 昭和基地内データ通信用LANの 整備 79 49
〃 多目的衛星データ受信設備 222

・筑波大学等31大 学 キャンバス情報 ネッ トワーク(学 内LAN)の 整備 ① 胞479 .

・東北大学金属材料研究所、筑波大

学学術情報処理センター スーパ ーコンピュータの導入 ①8534
・学術情報セ ンター 学術情報 ネッ トワークの高度 化 ω700

3/6
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図表2研 究開発活動の情報化実施指針に係る関係省庁の施策

実施機関 施策名 経済

平成5年 度 平成5年 度 平成6年 度
予雲 霧 円)

平成7年 度 平成8年 度 平成8年 度 平成9年 度 資料番号
予算額 補正予算額 予算額 予算額 補正予算額 予算額 補正予算額 政府原案 (または除外理由)

・学術情報センター、北海道教育大学 、高 学術情報 ネッ トワークの高度化、② キャンパ ス情報 不 ットワーク(学
エネルギー物理学研 究所 等31大 学等 内LAN)の 整備 ②11,330
・山形大学、国立遺伝学研究所等36
大学等 キャンパス情報ネ ッ トワー ク(学 内LAN)の 整備 ③7,139

、 ■」■」'L.L.

・国立大学
衛星通信大学闘ネ1ナ トワ㌻ ク構築事業iヒ;;一:…垣 ∴:1.081 難.諺::m1 ○ 資料14

〃 衛星通信大学間ネットワーク構築事業 L878
・私 立大学

』cNl
260 資料15

・公 立大学
、私立大学 曇繕 馨 編 鰯 顧叢話麟 ㌍…1……i三;ii…難 獄 鱗 事業 ・凸・三='・…'、lL960 14989 主として機器購入

厚生省 181 ①7,700 1,215 L162 16 2フ51 2,924
・内局 医薬品等安全性調査費 61 61

〃 保健医療情報システム調査研究委員会 24 16
〃 新医療情報通信網基盤整備開発事業 0 94
〃 地域保健医療計画支援 ・システム改善事業 11 11
〃 結核 ・感染症サ ーベ イランスシステム改善事 業 9 5
〃 医療機関行政情報システム 30 188
〃 重要医療用具審査促進費 4 4

〃 が ん診療支援 システム(が ん情 報ネ ットワーク推進費) 0 ①7.700 706 991 △7

〃 構造活性相関導入国際協同事業 22
〃 地球規模化学物質情報ネットワーク推進費 23

・国立衛生試験所 研究情報基盤整備費 42
〃 情報活動運営費 42 42

・国立予防衛生研究所 国立予防衛生研究所研究情報ネットワークの整備 107
〃 研 究情報 ネ ットワークシステム整備費 0 87

・国立社会保障・人口問題研究所 ・等

・国立がんセンター 灘 繁 繁 鷲 ㍗綴 ξ三鷹 ≡.・ 七・
'11』'

.1ω
'二∵L196

・ ,202
晶"

.L260

○
○

主として機器購入
資料16

'・国立循環器病センター 循環 器病 診療支援 システム ト・ 浩':ヴ 茎'謡・・… 1395
≒こ:㌔で:'㌦1

.463 ○ 資料17

農林水産省 825 ①1,100 979 L685 ,_.± 、426 1,400 1フ88
・内 局 DNAバ ンク事業に要する経費 0 弱

7,■

〃 ファク トデー タベース等の開発 17 21

〃 国際研究情報管理 ・利用システムの開発 0 25 26 26
〃 良林木敵 脇 計算センタ三の運営に要素る経費だ ご, 772 787 901 乳、.、.…==1ρ39

L、.'「

…1」60 ○ 主 として システム運用

〃 広域研究ネットワークの活用管理に要する経費 0 11 20
〃 農林水産研究情報センターの運営に要する経費 36 36 70 71 ○
〃 農林研究団地光ファイバー網の整備 L406
〃 高速LAN敷 設整備 2,020
〃 研究成果情報の整備 ・提供 59
〃 作物育種情報管理システムの開発 28
〃 植物防疫情報総合ネットワークの整備 64
〃 植物品種情報の高度化 16
〃 新普及情報ネットワークシステム整備運営事業 238

〃 農林水産業における高度情報システム開発のための調査研究 40
・農業生物資源研究所 DNAバ ンク事業の うちDNA情 報 の管理 ・提供 214

〃 DNA情 報管理利用システム ①1.100

農林水産 ジーンバ ンク事業 のうちデータベ ースシステムの開発整備及
〃 び遺伝情報の管理 ・提供 50

・農林水産省試験研究機関他 農林水産ジ三Zパ ジク事業のがち遥遠丘讃 源情報の管理運営急 68 ぶiii;:i二:1:1、、、・="103 ○ 主としてシステム運用
・森林総合研究所 森林研究情報の効率的な集積 ・活用システムの整備 23
・水産庁 水産研究情報データベースの整備 6 9 9

二四 ミ=十孜耽碗紬雌 雄繊細騰i…i嚥緊麟熱 熱 嫡鱗
・農林水産技術会議事務局
・農業生物資源研究所 ・畜産試験場 豊鑑;獺 霧b。 硝 報φ繊 雀…i…li:iS、　i撃:r響

七七'`'`:L:、心 「

,214

=・L七'`'

灘蓑
○
○

資料18
主と してシステム運用

・農業研究 センター等 増殖情報ペースによる生産支援システム開発のための基盤研究 98 ○
・ 海外農林水産業地理情報システムの開発 26 ○

遠離 馨 水産業研究センター 14,654 ①13,802 17,179 2,690 4,423 4,899
■

〃 ②goo
〃 ③1α050

・内局 リアルワール ドコンピューテ ィング(四 次元 コンピュータ) 3,605 4θ86

〃 電源地域情報基盤モデル事業等 150 292

〃 基盤的映像ソフト等の整備 1.〔KX〕 1,322
〃 地域公共分野情報化モデル事業 0 200
〃 個人健康 ・医療情報フ ァイ リングシステムの開発 131 90

: 綴 踊ξ㌶ ち繊 鍛 灘 …,蓼鱗(鷺1
300億 の内数 2370億 の内数

…};:ii㌧iiぶン.・隔'930 li懸S"ρlo 資料19

〃 デー タベース ・情報提供サ ービスの整備 ・振興 74 68

・通商産業検査所 DNA解 析に関する基礎的研究基盤の整備 20 ①602 46
・工業技術院 工技院における研究情報基盤の整備 1,797 2,034

〃 研究情報基盤整備研究開発(RING-Program) 287
〃 地域研究所の情報研究基盤整備 247
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図表2研 究開発活動の情報化実施指針に係る関係省庁の施策

実施機関 施策名 百万円) 経済
平成5年 度 平成5年 度 平成6年 度 鶏舗 度 平成7年 度 平成8年 度 平成8年 度 平成9年 度 資料番号
予算額 補正予算額 予算額 予算額 補正予算額 予算額 補正予算額 政府原案

〃 情報計算七 ンターの維瀦 難題 邑r彩 傷 いぷ=∴、 一.、_. 947 .2,088
一

・
、.隔ミ::2ユ29 。き饗難i織

〃 超高速電子計算機室の維持管理運営 、 959
.

〃 研究情報基盤の拡秦 ン強化 い ・ 250
七 ・`252

,、、鞠 、∴{、…:=2弼 主として機器購入
〃 情報計算 センター ス ーパ ーコンピュータの更新 ① 在200
〃 15研究所 構内LANの 導入 . ①2.㎜

・工業技術院総務部計画課

〃
技術情報の収集及び提供 一 ぶ べ・'・'醍,

研究情報基盤整備ゼンタ]の 整備 爆 、・….
卍81

・齢毛　 ..、898

、渓㌘ 、 ゴ1舛
,.1田o

主としてシステム運用
主として機器購入

・情報処理振興事業協会 公的分野の高度情報化を推進するソフトウェアの開発 0 300
〃 先進的な教育システムの開発 0 200
〃 独創的情報技術育成事業 0 250
〃 教育 ソフ トウェア開発 ・利用促進 センター 1,650
〃 モデル電子図書館 1,750
〃 新 産業創造 データベー スセ ンター 1,800

・新 エネルギー ・産業技術総合 開発 スーパーコンピュータの導入 5.〔XX〕
・機械情報産業局 マルチメディア支援セ ンター goo

〃 マ ルチメディア情報セ ンター 3,500
〃 マ ルタイメディア人材育成 セン ター L350

中小企業庁 19 19

情報技術事業 19 19

特許庁 7932 7,440
7932 7,440

運輸省 327 Q)1,287 322 201 51 60,377 61,129

②686
・海上保安庁 海洋 データセンターの運営 145 146 146 51

〃 海洋データ高度利用システムの整備 24 30 38
〃 水路業務データ処理用電子計算機の運用 131 116

・気象庁 温暖化情報センター業務 24 26
〃 エルニーニ ョ監視 センター業務 3 4

:
・気象研究所

曇㌶;縫 バ …1…　i義遷 繕'裏
気候資料のデータベース化に関する調査研究 14

=.'L`

、.☆ ・、.55707

.、..、.=32601

・,・ ご56891

"
、,、:3.8U O

資料20
資料20

・港湾技術研究所 LANの 高度化 3 2 3
〃 港 内操船 シ ミュ レーターの整備 67
〃 水中構造物の視認及び測量機器 30
〃 港内情報網(港 湾研LAN)の 整備 161

・電子航法研究所 交通管制システムの研究開発のための仮想現実実験施設 lJ90
〃 マルチメデ ィア ・ネ ットワーク施設 115
〃 操 縦シ ミュ レーシ ョン施設 410

・船舶技術研究所 研 究の高度化を図るためのイ ンターネ ッ ト整備 1
・電子航法研究所 ネ ットワーク設備運営 4

インダ㌔ネ』ットを利用 した海洋ヂエ==タ高度利用 システム の整備等 纏 ド…ぶ 峨:ト ・'「419 ○ 資料21

轟 保安庁織 部 1227 Q)5.660 1276 2,215 4393
●

1,240 6,llO
〃 ③2538

・内局 基礎的、先端的技術(電 気 通信 フロンテ ィア) 802 837
〃 電気通信分野における先導的研究開発 193 207
〃 情報通信基盤技術研究開発に関する基盤内 ・汎用的技術の研究開発 2.(XX〕

〃 アジア太平洋地域における衛星通信システム構築に関する調査研究 78
〃 地球環境計測 ・情報ネットワークに関する研究開発 17
〃 電離圏世界資料センターの情報化 3
〃 光ファイバ次世代通信網パイロットモデル事業に対する補助 ①2.㎜
〃 本省におけるLANの 整備 ① 図0

・通信総合研究所 宇宙天気予報システムの研究開発 79 75 89
〃 スーパー コンピュー タ等の高度化 38
〃 電子計算機システムの運用 226 226
〃 電離層 デー タセ ンターの運営 6 6
〃 通信総合研究所におけるLANの 整備 820

〃 スーパー コンピュー タの整備 2,300
〃 超高速通信研究情報ネットワーク実験施設整備 、488

〃 高速情報通信実験施設の整備 2,050
・郵政省通信総合研究所 情報通信基盤技術に関する基礎的:IC汎用的技術の研究開発lii:} .'⇔95

.難い ・1・1"・
・口 、・.=・、・4砂1 ○傘3資料22

〃 情報通信基盤技術に関する基礎的 ・汎用的技術の研究開発 340
"電 離層C2資 料セ ンター 、 6 6
〃 省際ネ ットワー クの運用 に係 わる経 費 21
〃 地球環境計測 ・情報 ネッ トワークに関する研 究開発 17 22

〃..〉'督 一 層";170 資料23
9綴 錺=霧 綴i繋;鱗 欝iiiiiii,….、_. 灘 ・一蹴110 ○ 資料23・通信 ・放送機構

〃 総合的先端画像情報通信ネットワーク技術に関する研究開発 goo
・郵政研究所 研究分野システムの構築 0 0
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図表2研 究開発活動の情報化実施指針に係る関係省庁の施策 6/6

実施機関 施策名 円) 経済
資料番号

(または除外理由)
平成5年 度
予算額

平成5年 度
補正予算額

平成6年 度
予算額

肇藷1躍
予算額

平成7年 度
補正予算額

半旗8年 度
予算額

平成8年 度
補正予算額

平成9年 度
政府原案

労働省 12 12 31 58
・内局
・産業安全研究所

〃

・産業医学総合研究所

〃

有害物質審査対策費
技術資料収集費

7

0

7

0
14 28

経 費翼麟 縫 藝。。テ。運韻
研究機関情報化促進

5 5
17 30

建設省 7 106 362 3,705 279 168 554
.

・・内局

:
〃

・土木研究所

:
〃

・国土地理 院

〃

水辺情報のデータベース化及び提供体制の整備
地すぺ り「、がけ崩れ、雪崩災害に関するデータベースの作成
海岸域に関する情報システムの整備
民間技術を活用した都市整備技術の複合化 ・総合化システム開発調査
景観環境バーチャルリアリティシステム
商度道路交通システム(rrs)に 関する研究
土木研究所共用電子計算機システム更新
高度情報通信技術を用いた道路交通管理の高度化に関する研究
数値地図情報の位相構造化手法に関する研究
GPS基 線解析汎用プログラムの開発

0

0
0

81

5
5

1234,031
134,833

38216

166

63

2,086

120

8

=
・建築研究所

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

地球環 境情報 調査
GIS基 盤情報整備

国土環 境モニタリ ング
地球環 境情報 整備

地理情報ディ レク トリデー タベースの構築 に関す る研究

地球科学技術 のための基礎的デー タセ ッ ト作成研究
地理的特性 ・災害現 況のマ ッピング及び提供技術 の開発

電子基準点測量成果提 供手法の開発
地殻活動総合解析 システムの整備

地殻変動デー タベースの整備. ..G'IS整備
の推 進に.』"ll'..・tt'i・ii;:、.、、:「1`1∫・ヂ・w

GIS整 備の推進
電子ア トラスデー タベースの整備

地理情報デー タベースの整備
地理情報デー タベースの整備

建築研究所共用電子計算機 システ ム更新
LANの

7 15

6
4

5
7

1
1

2

L

t.ll

7

8

7
8

2

1

3

1

tt・)
ttttt/.、//.3970資 料24

2

1 ±

施策名にある①:一 次補正、②二次補正、③三次補正
経済:経 済構造改革特別措置対象施策

1

2

3

■

牢

ホ

注

注

注

未定のため概算要求額を表示
IMnetの 管理運用が科学技術振興事業団に移管されることに伴い、平成9年 度に 「研究情報整備 ・省除ネットワーク推進」制度は廃止されるが、
経済構造改革特別措置対象は当該金額の一部

IMne似 外の研究課題については 「総合研究」の枠の中で継続する予定。

m
桝
【い
傍
↑斗
か
諦
鑑
競
合司
溜
摘
自
判
囲
池

∨
口
"
H
貸
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(2)そ の他の情報技術 関連 プロジェ ク ト

(1)で抽出されたのは、研究開発活動に直接係わる情報化関連施策であるため、アプリケーシ

ョン側でのシステム開発等が手薄である可能性がある。そこで、同 じく高度情報通信社会推進本

部が発表 した平成9年 度における 「情報通信の高度化に資する施策(予 算措置を伴うもの)」 も

参考にして、アプリケーション寄 りの施策についても検討することとした。

1こ でも、予算額が1億 円を超えるものに注目し、研究開発的要素がないと思われる施策は、

調査対象外 とした。この結果抽出された施策を図表3に 示 し、その概要、予算構成 、情報技術 と

の関連性の有無等を整理 した。その結果をまとめた資料を付録に掲げ、図表3の 右端の欄には付

属中の参照番号を示 した。

12



調査資料 日本における情報技術関連研究開発プロジェク ト

図表3ア プリケーション側での情報化関連施策の例

実施機関 施策名

平成9年 度

政府原案

(百万 円)

資料番号

文部省 文化情報総合システムの整備充実 661 資料25

学習用 ソ フ トウェア開発事業 500 資料26

マ ル チ メ デ ィ ア ・ユ ニ バ ー シ テ ィ ・パ イ ロ ッ ト事 業 721 資料27

科学系博物館活 用ネ ッ トワーク推進事業 565 資料28

厚生省 厚生行政総合情報システムの整備 614 資料29

GIS(地 理情 報システム)を 活用 した情報基盤整備 243 資料30

地域保健医療'福 祉 ネ ッ トワーク/行 政支援 システムの構 築 834 資料31

医療費情報総合管理分析システム 176 資料32

救急医療情報 セ ンター(広 域災害 ・救急医療情報 システム)の 整備 1,709 資料33

情報化技術開発研究 120 資料34

介護保険導入 に向けた福祉 ・保健情報ネ ッ トワー クの構築 743 資料35

被 保険者証機能 を有す るICカ ー ド(医 療保 険カー ド)の 開発 361 資料36

農林水産省

'

農業農村整備 におけ る地理情報 システム(GIS)の 活用 147 資料37

漁獲量管理情報処理システム開発事業 350 資料38

漁獲量管理情報処理システム整備事業 389 資料39

気象情報農業高度利用対策 587 資料40

農林水 産ジー ンバ ンク事業 103 資料41

通商産業省 新 ソフ トウェア構造化モデル研 究開発 364 資料42

電子商取引の普及促進事業 340 資料43

先進 的アプ リケーシ ョンの整備 1,912 資料44

次世代情報処理技術基盤開発事業(RWC)(*) 6,077 資料45

運 輸 省 ・ 運輸省行政情報 ネ ッ トワー クシステムの構築 678 資料46

電子海図 システム整備 196 資料47

インターネ ッ トを利用 した国際的な海洋デー タ提 供体制の整備 175 資料48

バス運行情報 システム等 の整備 の促進 によるバス利便性 の向上 543 資料49

航空衛星 シス テムの整備 による航空管制能力の向上 14,124 資料50

郵政省 地球環境計測技術の研究開発等 720 資料51

情報通信基盤技術の研究促進 26,000 資料52

建設省 ITS(高 度道路交通 システム)整 備 ・研究 開発 の推進

(このほか警察庁,通商産業省,運輸省,郵政省 も予算化)

8,658 資料53

水辺情報 のデー タベ ース化お よび提供体制 の整備 1,234,031

(平 成7年 度)

資料54

(*)通商産業省資料 より追加

13



(3)情 報技術関連の研究開発に結びつ く施策の絞 り込み

次に、こうして抽出された各省庁の施策の うち、ソフ トウェアの開発、先進的な情報技術 の

開発など情報技術関連の研究開発に結 びつかない と思われるものを除外す ることとした。上記

(1)、(2)の過程で54の 施策が挙げられているが、その内容や予算構成が機器の購入費、システム

の運営経費等がほとんどを占めるものは除外することとした。ここで除外することとした施策を、

その理由とともに図表4に 掲げる。

図表4情 報技術関連の研究開発に関する検討対象から除外 した施策

除外理由 資料番号 備考

主 として機器購入 資 料2、 資 料13、 資 料15、 資 料27、 資

料28、 資 料29、 資 料30、 資 料31、 資 料

32、 資 料33、 資 料34、 資 料39、 資 料46

主 としてシステム運用 資 料9、 資 料11、 資 料21、 資 料35、 資

料36、 資 料40、 資 料41、 資 料48

主として施設建設 資料44

その他 資料6 機器製作がほとんど

資料12、 資料18、 資料26、 資料49 システム開発 も若干含まれ る

が、具体的な内容が不明

資料24、 資料52、 資料54 事業費

この結果、情報技術関連の研究開発 に結びつ くと思われる施策は24に 絞 り込 まれた。これら

の施策において、具体的に情報技術が どのような場面で利用され、どのような情報技術が必要に

なるかを示 したものが図表5で ある。
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図表5情 報技術関連の研究開発に結びつくと,思われる施策例(1/3)

具体的な施策例 情報技術との関連性

省庁名 資料番号

施策名 施策概要 情報技術の利用目的 ・場面 必要 となる情報技術

厚生省 がん診療支援 システム 国立がんセ ンターを中心に全国のがん診療 ・研究機関 ・がん全般に関する遠隔診断(遠 隔診断TV会 ・高精細画像処理 ・伝送(リ アルタイムによ 資 料16・'

をネットワーク化 し、遠隔診断、TV会 議等を実現す 議等)、 類似症例の検索 る伝送)

る診療支援システム構築 ・実 画像(HDTVレ ベ ル) 、CT・MR画 像 、 ・3次 元画像処理(ス キャン画像の3次 元構

血管造影画像の伝送 ・検索による統合診断支 築)

援 ・高速情報検索用推論エンジン

・統合型ブラウザ

循環器病診療システム 国立循環器病 センターを中心 に全国の循環器病診療機 ・循環器病全般に関する遠隔診断、類似症例の ・高精細画像処理 ・伝送 資料17

関 をネ ッ トワー ク化(ク ロ ーズ 型)し 、診 断 ・治療 に 検索 ・高速情報検索

関する支援、最新の情報提供等を実現する診療支援 シ ・遠隔診断TV会 議 ・統合型 ブラウザ

ステム ・レポ ーテ ィン グシス テム

農林水産省 農業農村整備 におけ る地理情報システ 土地改良長期計画作成のための各種調査の効率的実施 ・地図情報を利用 した農村整備状況の管理 ・デー タベ ー ス技術 資料37

ム(GIS)の 活用 に必要 なGISネ ッ トワー クシス テ ムの構 築
・用途別面積の集計 ・イ ンター ネ ッ ト技 術

・地 図 情報(1/2500)技 術

漁獲管理情報処理システム開発事業 「海洋生物資源の保存及び管理 に関する法律」等関連 ・漁獲 、水揚 げ デー タの 集計 、解 析 ・デー タ集 計 ソ フ トウェア 資料38

4法 案に基づ く漁獲可能量(TAC)の 決定と適切 な ・漁船 原簿 デ ー タ、漁 業 許 可デ ー タの 登録 、 検 ・デー タベ ー ス技術

資源管理を行 うためのコンピュータネットワークの構

築

索

運輸省 気象業務の推進 静止気象衛星等を活用した観測予報、地震 ・火山対策、 ・有線 、無 線 に よるデ ー タの収 集 ・高 速 デ ー タ伝送 資料20

地球環境問題への対応等データ収集、解析、予測 ・収集 デ ー タの 解析 ・並列計算等予報アルゴリズム

・気象等の予測'

電子海図システム整備, 船舶の交通の安全確保のため、電子海図の作成と電子 ・海図情報 とレーダ映像等 との組み合わせ ・ ・海図と他の数値データとの重ね合わせ 資料47

海図表示 システムのバージョンア ップ ・必 要海 図の 自動 ロー ド、 自動 ス クロー ル ・デ ー タ表 示 ソフ トウェ ア

・航海記録の保存 ・再現

航空衛星シス テムの整備 による航 空管 1999年 打ち上げ予定の運輸多 目的衛星を中心とした次 ・衛星と地上設備 とのデータ伝送 ・高 速 デー タ伝 送 資料50

制能力の向上 世代の航空保安 システムの構築 ・受信 データの解析 による最適ルー ト選択 ・デ ー タ解析 ソフ トウ ェア

文部省 衛星 通信大学 間ネ ッ トワーク構築事 業 衛星通信 を利用 した国立大学 間の情報通信ネットワー ・双方向の画像利用による合同の授業、ゼ ミ、 ・映像 デー タの 圧縮 、再生 、高 速伝 送 資料14

(ス ペ ース ・コ ラボ レーシ ョン ・システ クの整備 による高等教育の高度化推進 シンポジウム等 ・教 育 ・研 究活動 用 イ ンタ フェー ス

ム事業)

文化情報総合システムの整備充実 指定文化財、国立美術館 ・博物館等の収蔵品、公立文 ・画像 デー タベ ース の構 築 ・画 像 デー タベ ー ス 資料25

化施設の事業等の情報に関するデータベースとネッ ト ・施設間の高精細画像の交換 ・高精細画像の伝送

ワークの構築 ・文化財等の各種情報検索 ・情報検索ブラウザ

警察庁 、通商 ITS(高 度道路交通システム)の 推進 道路 と車両を情報通信技術 を用いて一体のシステムと ・交通管理、道路管理 ・レー ダ等による交通状況監視 、分析 資料53

産業省 、運輸 し、ナビゲーションシステ ムの高度化、安全運転の支 ・運転操作の自動化 ・信号、車両の制御

省 、郵 政省 、・ 援 、交通管理の最適化、道路管理の効率化等を促進 ・自動運転のための画像認識、情報提供

建設省
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図表5情 報技術関連の研究開発に結びつ くと思われる施策例(2β)

具体的な施策例 情報技術との関連性

省庁名 ヤ

資料番号

施策名 施策概要 情報技術の利用目的 ・場面 必要 となる情報技術

警察庁 交通管理システムの充実 ・高度化 道路交通における安全性の向上、快適性の向上 を達成 ・ドライバーへの交通情報の提供 ・モバイル通信技術 資料53

し、環境保全に資するため、交通管制の高度化、信号 ・目的地までの最適経路誘導 ・自動車の動的制御技術

機の地域制御化、車両感知器 ・交通監視用テレビ等交 ・地図情報技術

通情報提供装置の整備、等

郵政省 情報通信基盤技術 に関する基礎的 ・汎用 大量 ・多種の情報 を高速 ・高効率で伝送し、マルチ キ ・超高 速 ネ ッ トワー クの構 築
、 運用 ・光 ファイバ、衛星通信、移動体通信におけ 資料22

的技術の研究開発 ヤリア環境下での高信頼 ・高品質で、有線無線一体の ・ユニバーサル端末の構成 る超高速データ伝送

情報通信 ネッ トワークを構 築す る基盤技術を確立す る ・超高精細映像の生成、映像データベース等の ・超高精細映像の生成、蓄積、圧縮、伝送

研究開発 高度映像の利用

マ ルチ メデ ィア ・バ ーチ ャル ・ラボ の構 全国各地の研究開発機関を高速ネ ットワークで結ぶ こ ・リアルな映像や音声を高い臨場感で交換 ・高精細映像伝送 資料23

築 とにより、あたか も1つ の研究所で研究開発 を実施 し ・大量データを分散処理 ・分散処理アルゴリズム

ているような環境の実現(ラ ボの試行的構築と実証実 ・大量データを複数回線に分割して超高速伝送 ・超高速データ伝送

験の実施)

地球環境計測技術の研究開発等 地球環境 に関す る各種データの計測 と解析のための機 ・衛 星 、 レー ダ等 か らの デー タの処理 ・高速 デ ー タ処 理 資料51

器 、ネ ッ トワ ー ク技 術 、 ソフ トウェ ア等の 開発 ・上層大気微量ガスのリモー トセンシング ・リモ ー トセ ンシ ング等 画像解 析

・大容量データ伝送

科学技術庁 研究情報整備 ・省際ネットワーク推進 研究者間の情報流通のための基盤 となる各種デ一夕ベ ・遠隔診療、研究等のための医用画像の伝送 ・大容量データ、高精細画像伝送 資料1
一ス

、研 究情 報 ネ ッ トワー クの研 究 、整 備 ・ネ ッ トワー クの運 用 ・画 像解 析 ソ フ トウェア

・デ ー タベ ース の構 築 と利 用 ・伝送経路制御アルゴリズム

・デ ー タ蓄積 手法

・情報検索ブラウザ

高度計算科学技術の推進 航空宇宙、地球科学技術、原子力、新材料 ・ライフサ ・自然界の物理現象、化学反応等の数値 シミュ ・並列計算 アルゴリズム 資料3

イェ ンスの各分野のニーズに対応する高度並列計算技 レーシ ョ ン ・シ ミュ レーシ ョンモデ ル

術の開発 ・現像の解析、予測 ・シ ミュ レー タ制 作

地球観測情報システムの整備 地球観測衛星か ら得 られたデータを提供す るための情 ・地球観測デー タの統合的管理 ・デ ー タ処理 ア ル ゴリズ ム 資料4

報システムの開発、試作 ・衛星データ と地上観測 データ等を組み合わせ

た高次処理データセ ットの生成

地球観測情報応用解析 システムの開発 地球観測衛星か ら得 られたデータを処理 ・解析するた ・高次処理デー タセットの解析 ・デ ー タ処理 ア ル ゴリズム 資料5

めのデータ解析技術の開発 ・高次解析デー タセットの応用

宇宙用通信機器技術の研究 宇宙活動に必要な通信 システムの確立のための宇宙用 ・観測衛星、宇宙ステー ションと地球局との大 ・大容量データ通信 資料7

通信機器の開発 容量データ伝送とデータ処理 ・衛星通信 における符号変調方式の標準化

地球観測衛星データ処理技術の研究 地球観測衛星から得 られたデータから地球環境の将来 ・衛星データの4次 元同化等データ組み合 わせ ・デ ー タ処理 アル ゴ リズム 資料8

予測を行 う'ためのデータ処理技術の開発 ・デ ー タ蓄積手 法

・予測 ア ル ゴリズ ム



ミ

図表5情 報技術関連の研究開発に結びつくと思、われる施策例(3!3)

具体的な施策例 情報技術 との関連性

省庁名 資料番号

施策名 施策概要 情報技術の利用目的 ・場面 必要 となる情報技術

科学技術庁 高機能基盤データベースの開発 一般的なデータを体系的
、網羅的に整備 した研究者支 ・物質構造、 ヒトDNA塩 基配列の分析 、予測、 ・デー タ解析 アル ゴ リズ ム 資料10

(続) 援型データベースの開発 補完 ・解析結果の表示、ビジュアライズ

・解析結果のイメージ出力

通商産業省 電子図書館システムの技術開発 分散して所在する電子化 された文献をネッ トワーク を ・蔵書情報の検索 ・ネ ッ トワー ク技 術 資料19

通 じて有機的に利用可能にする次世代の電子図書館 シ ・電子化図書の表示、利用 ・デ ー タベ ース技 術

ステムの開発推進 ・高精細画像処理技術

・イ ンタ フェー ス技術

新 ソフ トウェア構造化モデル研究開発 計算機を取 り巻 く環境の変化に対 して、ソフトウェア ・マ イク ロマ シ ンの制御 プロ グラ ム ・エ ー ジェ ン ト指 向言 語 資料42

自身がプログラム構成やその内容 を変化させ、柔軟 か ・協調計算モデル

つ臨機応変に対応で きるような協調機能をもったエ ー

ジ ェ ン ト部 品 によ り構成 され る ソフ トウ ェア アー キ テ

クチャの開発

電子商取引の普及促進事業 地域 の 中堅 ・中小 企 業へ の エ レク トロニ ック コマ ー ス ・ネ ッ トワー ク を介 した商取 引 ・ネ ッ トワー ク技 術 資料43

の普及を促進するため、中堅 ・中小企業を核とした電 '個 人情報、決済情報の秘匿 ・暗号技術

子商取引のモデル事業の実施、先進的な技術開発 ・実

証実験

次世代情報処理技術基盤開発事業(RW 21世 紀の高度情報化社会に必要な、現実社会の暖 昧 (技術 シーズの開発) ・基盤的技術(意 味処理、不完全情報処理技 資料45

C) で誤 りも含む大量のマルチメディア情報を、現実的 な 術 、実時間処理技術、等)

時間の範囲内で処理 しうる革新的なコンピュータ技術 ・裾野応用技術(超 高速 ・超大容量計算処理

の研究開発を推進 技術、高信頼度システム技術、光技術、等)
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4.情 報技術関連の研究開発プロジ ェク トの

推進方策のあり方の検討

4.1各 省庁の情報技術関連研究開発予算の特徴

図表5に おいて抽 出 した各プロジェクトに対する省庁 としての取 り組み方をまとめると次 の

ようなことが特徴として挙げられる。

(1)文部省

一般会計 予算
、補正予算 は、ほ とん どの場合 、大 学、研究機関の機 器、ネ ッ トワー ク等 の基盤

整備 に向 けられ てお り、直接的 に研 究開発 プ ロジェク トを興す ものではない。研究 開発 プロジェ

ク トを賄 うのは科学研 究費補助金であ る。その総 額 は年 々増加 してお り、平 成8年 度 には約1,000

億 円 となってい る。科学研 究費補助金は、大学 に対す る研究 開発投資 と しての意義 があ り、実用

化 や製品化 にす ぐに結 びつか ない ような基礎研 究 を促進す る ものであ る。

研究課題の採択 と予算配分 に当た っては、テーマの重要性 、研究 レベ ル、体制等 の違い を考慮

して9タ イプの枠が設 け られ てい る。1課 題あ た りの配分額 は、全体の平均 が250万 円程度 と小

さい。 タイプ別 に見 て も、特別推進研究が5,100万 円 と桁 が違 うが、それ以外 の タイプで は100

～600万 円である。このよ うに、1課 題あた りの配分額が小 さく、プロジェク ト間の関連性が希

薄 である。

(2)厚生省

厚生省においては、平成7年7月 に 「保健医療福祉サービスの情報化に関する懇談会」におい

て厚生行政における情報化に関する方針を立て、保健医療福祉サービスの情報化推進のための、

各分野の政策調整、総合的な企画を行う担当部門を設置することや、次のような調査研究体制等

の整備充実 を図ってい くこととしている。

・研究資源や研究成果の共有化を図るため、試験研究機関やナショナルセンター、臨床研究機

能を有す る国立病院 ・療養所の研究情報ネットワークの整備

・保健医療福祉サービスの情報化に関する調査研究組織の整備

・情報政策研究お よび情報技術研究 の推進やその効用 についての客観的評価のための研究費

の増額

さらに、情報政策に関する重要事項を審議するための専門審議会の設置や財団法人医療情報シ

ステム開発センター等関係団体の強化、充実がうたわれている。

こういった基本方針のもとで、各情報化プロジェク トが推進されているが、情報技術 に関する

ものとしては、国立がんセンターおよび国立循環器病センターでの一連の高精細度画像伝送実験
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調査資料 日本における情報技術関連研究開発プロジェク ト

や遠隔診療実験 のみであ る。

この2つ のプ ロジェ ク トとも、その核 となるプロジェク トマネ ジャーが医療現場の第一人者 で

あるこ とか ら、現場 のニーズ主 導+諸 外 国(特 に米NIH)の 動 向 を踏 まえ たプロジェク ト展 開が

な されている。従 って、厚生 本省 か らのプロジェク ト立案では な く、臨床 現場か らのニーズ に迫

られたプロジェ ク ト立 ち上 げ ・遂行 である とい える。

(3)農林水産省

農林水産省では、所管の農業、畜産業、林業、および漁業の各事業者(団 体)を 対象 とした情

報化を推進 しており、基本的にはアプリケーションプログラムを各市町村 に配布するタイプの事

業が多い。

また、所管の研究機関が29機 関(農 業関係19機 関、林業関係1機 関、水産業関係9機 関)あ

り、これらの研究機関を対象 とした 「研究分野の情報化」が主要な情報化関連施策の一つ となっ

ていることから、今後、同省の施策の中に、情報技術関連の研究開発が盛 り込まれる可能性は高

いと思われる。

(4)通商産業省

通商産業省は、社会のニーズに合致 したシーズ開発を重視するようになってお り、こうした研

究開発予算を含 めた、機械情報産業局所管の情報関係施策の平成9年 度予算の総額は、約250

億円に達 している(こ のほか、平成8年 度補正予算では132億 円の情報関連予算が計上されてい

る)。 この情報関連予算 には、基礎的な技術開発、実用化システムのための技術開発、情報化の

ためのインフラ整備(標 準化規格の検討を含む)、 等を含んでお り、情報技術関連研究開発予算

としては、約80億 円となる。

通商産業省の研究開発施策の特徴 として、1つ のテーマを数年間にわたって実施することによ

り、 トータルで数十億～数百億円の予算規模となる技術開発を行なっていることが挙げられる。

また、最近では、1テ ーマ数億円程度の実用化技術の開発を、公募提案方式により実施するとい

う、これまでにない施策を打ち出している。

(5)科学技術庁

科学技術関係の研究開発投資という点では、文部省 と並んで高額な予算を配分 している。一般

会計予算によるものでは研究基盤の整備が中心で、情報技術関連の機器、設備の導入が行われて

いる。一般会計予算によるもののの中で情報技術の研究開発に関するものとしては、高度並列計

算に関するソフ トウェア開発がある。

このほか、科学技術振興調整費の配分により、個別の研究開発プロジェク トを進めている。こ
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の科学技術振興調整費は、約200億 円であり、先端的、基礎的な研究、複数機関の協力を要する

研究、産 ・学 ・官の有機的連携等を促進するため、様々な制度が導入され、プロジェク トの目的

に応 じた研究運営体制が設けられている。この中では、事前、事後の研究評価が組み込まれてい

る。

平成6年 度に創設 された研究情報整備 ・省際ネットワーク推進制度においては、基礎研究をは

じめとする研究活動の推進に貢献す るため、省際研究情報ネットワークの整備 ・運用及び利用に

関する研究、研究情報のデータベース化に関する研究を行っている。

⑥郵政省

郵政省 における情報技術関係予算は、通信関係のインフラ整備 と研究開発に振 り向けられてい

る。直属の研究機関は通信総合研究所 と郵政研究所の2つ であ り、情報技術関連の研究開発予算

の配分先は、通信総合研究所への一点集中的である。郵政省には、民営化 されたNTTが あ り、

そこで一般ユーザのニーズに沿った研究開発 を推進 してお り、通信総合研究所での研究開発は、

必ずしも一般ユーザ指向になっているわけではない。通信総合研究所の総予算約100億 円のうち、

人件費、経常事務費を除く研究開発関連費は約65%を 占め、予算額の多いテーマ として情報通

信基盤、宇宙開発関連、周波数資源開発等の順になっている。

郵政省の情報技術関連動向の特徴 としては、通信事業に対する規制緩和により、通信料低下へ

誘導 した り、情報通信基盤の整備を促進するなど、情報通信ユーザの拡大、情報通信関連事業の

育成に対 して間接的な支援を行っていることが挙げられる。

(7)省際 プロジェク トと してのlTS(警 察庁 、通商産業省 、運輸 省、郵政 省、建設 省)

SSVS(SuperSmartVehicleSystems;ス ーパ ー ・スマ ー ト ・ビー クル ・システム)は 通産省、

UTMS(UnivelsalTla伍cManagementSystems;新 交通 管理 シス テム)は 警 察庁、VICS

(VehicleInfomationandCommunicationSystem;道 路 交通情報通信 シス テム)は 、建設省 と警察

庁 と郵政省、ARTS(AdvancedRoadTranspOrtationSystems;次 世代道路交通 システム)は 建

設省、ASV(AdvancedSafetyVehicle;先 進安全 自動車)は 運輸省 とい う分担 があ るが、 これ

らを総括す るもの と してITSが 打 ち出 されてい る。縦割 りとい う組織 としての問題 点 は残 ると

して も、競争状態 に置かれた とい うのは好 ま しい環境 と考 えられ る。

このITSプ ロジェク トは、各省 庁が個別 に取 り組 んでい たが、高度情 報通信 社会推進本部の

決定 に より、トップダウン的 に5省 庁の連携で進 め られるこ とになった ものであ る。この背景 に

は、米 国では情報ス ーパーハ イウェイ構想 を契機 とな り、ITSが 国家 プロジェク トと して協力

に進 め られて きたこ とがあ る。

高度情報通信社会推進本部の トップ ダウ ン的な方向付 け を具体 的に実現 してい くの は、各省 庁

ごとの ボ トムア ップ的な取 り組みで ある。しか し、トップダウン的な技術 目標 が示 され たわけで
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調査資料 日本における情報技術関連研究開発プロジェク ト

は な く、研究 、実験 を通 じて見直 しを加 えている とい う状況 である。この5省 庁の中で も最 も予

算 額が大 きいのは建設省 であ り、中心的な活動 を行 っているが、必 ず しも他の省庁 をリー ドする

とい う立場 で もない。今後 は、全 体の技術 目標 を明示 しなが ら、その成果 を1つ の社 会 システム

と して組 み込 んでい くことが期待 され る。
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このように、今日の情報技術関連研究開発を含むと思われる施策は、従来から情報技術 に関 し

ての研究開発、基盤技術開発 などを行ってきた通商産業省、郵政省、科学技術庁、文部省などの

省庁だけでなく、アプリケーションを実際に活用する場面 を持つ省庁(厚 生省、農林水産省、運

輸省、建設省など)に も相当数存在する。そこでは、情報技術 を活用 したアプリケーション開発

を行い始めてお り、情報技術関連の研究開発は全省庁的な広がりを見せ始めているといえる(図

表6)。

ただし、個々の施策の予算規模は十億円にも満たないものが多 く、実際に情報技術の研究開発

に振 り向けられている金額は、極めて少額になっているもの と推定される。実質的に情報技術の

研究開発が可能な十億円単位の予算が付いている施策は、補正予算の場合に多い。

図表2情 報技術関連研究開発の範囲拡大
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:情 報技 術関連研究 開発の プ ロジェク トの

対象 範囲

⑳(那(⑳

これまでの情報
技術関連研究開
発の主たる範囲

本来、情報技術は、実際のアプリケーション適用場面で評価 され、 さらなる発展 を繰 り返 す

らせん状の発展 をたどることが一般に言われている。その意味では我が国の各省庁プロジェク ト

における情報技術の使われ方 も、ようや く情報技術発展のらせん状の軌道に乗るところまでたど

り着いたといえよう。

今後、実際のアプリケーション適用場面で厳 しい評価を受け、より一層情報技術開発のス ピ

ー ドに拍車がかかることが予想 される。
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4.2情 報技術 関連 プロジェク トの動 向

各施 策の中で展 開 されるプ ロジェク トベースでの整理か ら、次 の ような点が考 え られ る。

(1)従 来の情報技術関連省庁から他省庁への広が り

これまで、従来、情報技術の研究開発は、主 として通商産業省、郵政省、科学技術庁などの

特定の情報技術関連省庁がプロジェク トを実施 してきた。しか し、近年の情報技術の浸透、社会

全体の情報化の進展により、ほとんどのプロジェクトにおいて何 らかの情報技術が活用 されるこ

とが当た り前になってきている。

このことは、情報技術 の研究開発がこれまでの特定の省庁だけでな く、具体的な適用を行 っ

てい くアプリケーション中心の省庁で も必要となってきている状況を生み出しており、実際に厚

生省や建設省 といったアプリケーション中心の省庁においても情報技術関連プロジェク トは展

開されつつある。

このアプリケーション中心の省庁における情報技術関連プロジェク トの展開は、実際の社会生

活の中でこれまで研究開発 されてきた情報技術が試され、実用に供することができるかどうか評

価 される場面で もある。これら実証実験から実用面での評価が増えることにより、情報技術開発

そのものが促進され、より厳選 された情報技術の開発が進められることにつながる。

(2)ア プ リケ ーション側 での ソフ トウェア開発 の共通性

現状 においては、それ らの アプ リケーシ ョン中心 の省庁での情報技 術 関連 プ ロジェ ク トは個 々

個 別 に計 画 ・立案 され、具 体的 な実施が なされているため、複 数の プロジェク トに跨 って、類似

の情報技術 、ハ ー ドウェア ・ソフ トウェア開発 が含 まれている ことが多 く、特 にソフ トウェア開

発 に関 しては共通的要素 が多 く含 まれ ることが多 い。

今後 の情報技術関連 プ ロジェ ク トの立案 、計 画、実施において、情 報技 術開発(ハ ー ドウ ェ

ア開発、ソフ トウェア開発等)の 共通的部分 については、関係省庁が横 断的 に対応 す ることに よ

って二重 開発 を避 け、限 られた財源 を より効率的、効 果的に運用す る とい うことも可能 となろ う。

理想的 には、関係省 庁横 断的 な調整機能 を整備す ることで、今後の情報技術 関連 プ ロジェク トの

立案 ・計 画段 階で、情報技 術 開発(ハ ー ドウェア開発 、ソフ トウェア開発等)の 共通 的部分 を統

括 運営す ることが望 まれ る。

また、アプ リケーシ ョ ン中心 の省庁 での情報 技術関連 プロジ ェク トは、今後飛躍的 に増加 す

る ことは明 らか であ り、それ らを実現す るためのソフ トウェア開発 業務 は同様 に増加す ることが

想定 され る。これ らソフ トウェ ア開発業務 は、ソフ トウェア産業 が担 うこ とになるため、今後一

層 のソフ トウェア産業振興が必然 的に起 きることが予想 される。

そこで は、従 来の景気刺激策 として とられてきた土木 、建設 といった インフラ整備 に代 って、
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これらソフ トウェア産業を通 した経済振興策や地域活性化策が今後徐々に行われることも可 能

であると考えられる。
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4.3今 後の推 進方 向

以上 の ことか ら、アプ リケー ション側 での ソ フ トウェア開発 が今後飛躍 的に増加 する もの と予

想 され、 しか も、それ らには共通的な要素 も多 いこ とから、今後は、情報技術 開発 を効率的、効

果的に進 め る必要があ る。この ことは、開発業務 を担 うソフ トウェア産業 の振 興、さ らにはソフ

トウェア産業 を通 した経 済振 興、地域 活性化 とい う観点か ら も意義が大 きい。その ため今後 は、

次 の ような方向で情報技 術の研 究開発 を進 める必要 がある と考 えられ る。

(1)予 算制度の中での情報技術の位置づけの明確化

これまでの各省庁の予算策定の段階において、情報技術、特にソフ トウェア開発や新技術開発

に関 しては、評価が曖昧であ り、予算獲得のためには建物整備や基盤整備 などのハー ド整備に抱

き合わせて、予算編成が行われることが多かった。

今回の調査 において も、予算情報からそのプロジェクトの内容、そこでの情報技術関連研究開

発の有無 を調べてい く手法をとったが、情報技術研究開発がハー ド面での整備費用に埋 もれてし

まい、分離 ・分類が明確 にできないプロジェク トも多 く見られた。

今後、情報技術 における研究開発の重要性が増す中では、予算編成の段階においても、情報技

術関連研究開発を明確 に位置づけ、その内容、到達目標等を明示することが必要である。予算編

成段階での情報技術の位置づけ明確化のためには、各省庁におけるプロジェク ト運営面において

も、情報技術の重要性 を認識することが必要 となる。

そして何 よりも、十分 な研究開発成果が期待 し得る十億円規模あるいはそれ以上の予算額 を

割 り当ててい くことが必要である。

(2)ア プ リケー ション ・ニーズ側主導 のプロジ ェク ト運営の推進

ITS(高 度 道路 交通 システム)、 電子 図書館 な ど省庁間 に も連携 の機運 は高 まって きている。

情報技術 開発 には、アプ リケー シ ョン ・ユーザ側 のニーズ と技術 シーズ側 の適切 なマ ッチ ングが

不可欠であ り、こうした連携 の機運 を さらに高め、密接 なプロジェク ト立案 、運営 が必要であ る。

このため 、技術 シーズ側 では、ユーザ ・ニーズをよ く理解 し、共通的な技術 を応用展 開 した り、

先進的 な技 術 開発 に挑戦 してい くこ とが必要であ る。一方、アプ リケーシ ョン ・ユ ーザ側 で も、

情報技術 の重要性 を認識 し、技術 シーズ を どの ように組み合わせ てい くと当初 のニーズ を満たす

こ とがで きるかについ て知見 を持つ こ とが必要 となる。

一例 を挙 げれば、製鉄会社 では、製造工程で用い るホス トコンピュータを リプ レースす る場合、

従来 と異 なるメーカの機種 を導入 した として も、生産活動 を中断するこ とな くリプ レース を行 っ

てい ると言 われる。これ は、コンピュータ ・ユ ーザであ る製鉄会社が コン ピュー タの活用 と運用

をメー カに任せ きりにせ ず、自 らが情報技 術 を熟知 し、的確 に技術 シーズ を組み合 わせ 、使 い こ
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な している ことによる ものであ る。

この ように、情報技術 の発展 ・実用化の ため には、アプ リケーシ ョン中心の省 庁が中心 となっ

て プロジェ ク トを運営 してい くことが必要 となる。

また、新 しい高度情報技術 を積極的 に試用、実用化す る ことも重要 であ り、アプ リケーシ ョン

中心の実用化 を担 う省庁 であって も、新 しい高度情報技術 に積極的 に取 り組 む姿勢や意識が必要

である。

(3)省 庁横断的機能のより一層の整備 ・充実

情報技術開発関連プロジェク トは、それぞれ独立に研究開発に取 り組み、評価 まで自己完結 し

ているため、省内外 を問わず、他の研究開発プロジェクトとの連携が希薄になっている。研究開

発の企画段階において、シーズの開発からアプリケーションへの具体化までのグランドデザイン

が描かれていないことが多い。

しかし、情報技術分野では、基礎研究でも応用研究でも、どこからでも新 しい ものが出てくる

可能性が高 く、他分野以上に他省庁 との連携が必要である。従って、情報技術分野においてはよ

り一層の省庁間連携が必要であり、密接なプロジェクト立案、企画、運営、評価が必要である。

そのためには、それぞれの情報技術ごとにグランドデザインが描かれることが必要であ り、省

庁横断的なコーディネータやマッチング機能の整備 ・充実が必要であろう。合わせて、国として

育成すべ き情報技術 とは何かについての検討 も必要である。競争前の基礎的な技術、民間では取

り組むことの困難な巨大技術など、技術政策に関 してのい くつかの考え方、視点が有 り得 るので、

社会的にも共通認識 を形成 していくことが重要である。
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図表7省 庁横断的機能の整備 ・充実

情報技術関連研究開発
に対する予算の増額

◎

ア プ リケ ー シ ョン ・ユ ー ザ

◎ ミ罫
ニーズの的確な反映

(その他省庁)

諭◎
基盤的技術開発

アプリケーション・ニーズ側

主導のプロジェクト運 営

シーズ開発からアプリケーション

開発に至るグランドデザインが重要
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資料番号 資 料1(1/5)

年度 平成8年 度

主管省庁 科学技術庁 科学技術振興局

施策名 研 究情 報 整備 ・省 際 ネ ッ トワ ー ク推 進 制 度

概要 研 究者間の情 報流通の ための 基盤 となる各 種 デー タベース 、研 究情報 ネ ッ

トワー クの整備 を推進す る。

(1)省 際 ネ ッ トワー クの整備 ・運用及 び利 用 に関す る調査研 究

試行 的 に整備 ・運用す る省際 ネ ッ トワー ク を用いて、 ネ ッ トワー クの利 便

性 向上 に係 る研 究、利用状況 の把握 ・分析等 の省際 ネ ッ トワ ーク利用基盤 技

術 に係 る調査研 究、及 び基礎的 ・先導的分野 におけ る省 際 ネ ッ トワー クの応

用 に関す る調査研究等 を行 う。

(2)基礎 的 ・基盤 的デー タのデ ー タベース化 に関す る調査研 究

基礎 的 ・基盤 的デー タの デー タベース化、 データベースの 標準化 、デー タ

精度 向上手 法の高度化、 ネ ッ トワーク等 を介 したデー タベ ースの国 内外へ の

流通促 進等 のための調査研 究 を行 う。

予算総額 1,600(百 万 円)

プ ロジ ェ ク ト構 成 L省 際 ネ ッ トを利 用 した医 療研 究 支援 ア プ リケ ー シ ョンの調 査 研 究

2.省 際 ネ ッ トワー ク整備 ・運 用 に係 る基 盤技 術 の調 査 研 究

3.物 質 関連 デ ー タ(生 体 影 響 、 食 品成 分 、表 面 分 析)の デ ー タベ ー ス化

に 関 す る調 査 研 究

4.地 球 観 測 デ ー タの デー タベ ー ス化 に関 す る研 究

5.

6.

7.

8.
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資料番号 資料1(2/5)

年度 平成8年 度

主管省 庁 ・部 署 科学技術庁

プ ロ ジ ェ ク ト名 省 際 ネ ッ トを利 用 した 医 療研 究 支援 ア プ リケ ー シ ョンの 調査 研 究

概 要 ・目標 ① 実現 した い事 項 ② 抱 え て い る課 題 ③ 目標 を表 す 具 体 的 な数値(処

理 速度 、伝 送 速 度 、 デ ー タ量 、 精 度 、解 像 度 等)

医療 研 究 分 野 に お け る研 究 活 動 の 高度 化 を図 る た め の ア プ リケ ー シ ョ

ンの 開発 を 目的 とす る。 高 精 度 の 医 用 画像 伝 送 、遠 隔 診 断等 に よ る高 度

な研 究支 援 ア プ リケ ー シ ョ ン、 及 び共通 的 に利 用 され る ネ ッ トワー ク/

ソ フ トウェ ア技 術 につ い て の研 究 を行 う。

予算額 約200(百 万 円)

予算構成 ① ハー ドウェア購 入費

② ソフ トウェア開発 費

③ システム運用費

④ 人件費

⑤ その他

メ ンバ ー構 成 ① 参加機 関

通商産業省工 業技術 院電子総合技術研 究所、郵政省通信総合研 究所、

新世代 通信網 開発 セ ンター、NTT、 厚生省国立が んセ ンター研究所、

厚生省国立循 環器病 セ ンター研究所等

② 実質的 な中核機 関 ・部署

実施環境 ① ハ ー ドウ ェ ア(メ ー カ ー名 、 製 品名 、 処 理 機 能 等)

② ソ フ トウ ェ ア(メ ー カ ー名 、 製 品名 、 機 能 等)

③ ネ ッ トワー ク(伝 送 速 度 、構 成 等)

④ 開発 従事 者 数

情報技術 との関連 ① 利 用 され る情 報 技 術(ス ー パ ー コ ン ピュ ー タ、 ネ ッ トワー ク、 デ ー タ

ベ ー ス等)

高 精 度 画 像伝 送 、 画 像 解 析 ソ フ トウェ ア

② 利 用 され る場 面 ・目的

医用 画 像伝 送 、 遠 隔 診 断等

③ 達 成 され て い る水 準(処 理 速 度 、伝 送 速 度 、 デ ー タ量 、 精 度 、解 像 度

等 の水 準 を表 す 指 標 、 目標 に値 に対 して の達 成 度)
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資料番号 資 料1(3/5)

年度 平成8年 度

主 管省 庁 ・部 署 科学技術庁

プ ロ ジェ ク ト名 省 際 ネ ッ トワー ク整 備 ・運用 に係 る基 盤 技 術 の調 査 研 究

概 要 ・目標 ① 実現 したい事項 ② 抱 えている課題 ③ 目標 を表す具体 的 な数値(処

理速度 、伝送速度、 デー タ量 、精度 、解像度等)

高速で研究機 関 を接続す る省 際研究情報 ネ ッ トワー クを試行 的 に整備 ・

運用 し、研究機 関が実際 に省 際ネ ッ トワー クを利用 す ることによ り発 生

す る利用状況 デー タ、問題点等 を把握 ・分析 す る。 また、他 の研 究情 報

ネ ッ トワー クとの相互接続 に伴 い複雑化 す るデー タ伝送経路 の制御技術

や重要 デー タの伝送等 における安全性確保等 、整備 ・運用 に係 る基盤技

術 の調査研究 を行 う。

予算額 約900(百 万 円)

予算構成 ① ハー ドウェア購入費

② ソフ トウェア開発費

③ シス テム運用費

④人件 費

⑤ その他

メ ンバ ー構 成 ① 参加機 関

通商 産業省 工業技術 院情報計算 セ ンター、 同電子技 術総合研 究所 、科

学技術振 興事 業団、郵政省通 信 総合研 究 所、NTTソ フ トウェア研 究

所、農林水 産省農林 水産計算 セ ンター、 厚生省 国立が んセ ンター研 究

所、運輸省電子航法研究所等 、 日本IBM、 日本電気等

② 実質 的 な中核機 関 ・部署

実施環境 ① ハ ー ドウ ェ ア(メ ー カー名 、 製 品名 、処 理 機 能等)

② ソ フ トウ ェ ア(メ ー カー名 、製 品名 、機 能等)

③ ネ ッ トワー ク(伝 送 速度 、構 成 等)

④ 開発 従 事 者 数

情報技術 との関連 ① 利 用 さ れ る情 報 技術(ス ーパ ー コ ン ピュ ー タ、 ネ ッ トワー ク、 デ ー タ

ベ ー ス 等)

デ ー タ伝 送技 術 、伝 送 経 路 制 御 ソ フ トウ ェ ア

② 利 用 され る場 面 ・目的

画 像 伝 送 、 遠 隔診 断等 の 大 容 量 デ ー タ伝 送

③ 達 成 され て い る水 準(処 理 速 度 、伝 送 速 度 、 デ ー タ量 、 精 度 、 解 像 度

等 の 水 準 を表 す指 標 、 目標 に値 に対 して の 達 成度)
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資料番号 資 料1(4!5)

年度 平成8年 度

主管省 庁 ・部署 科学技術庁

プ ロジ ェ ク ト名 物 質 関 連 デ ー タ(生 体 影 響 、食 品成 分 、 表 面 分 析)の デ ー タベ ー ス化 に

関す る調 査 研 究

概 要 ・目標 ① 実 現 した い事 項 ② 抱 えて い る課 題 ③ 目標 を表 す 具 体 的 な数 値(処

理 速 度 、 伝 送 速 度 、 デ ー タ量 、精 度 、 解 像 度 等)

様 々 な形 態 の デ ー タ ・情 報 を関連 づ け て統 合 的 に利 用 す る必 要 の あ る

化 学 物 質 の 生 体 影 響 デ ー タベ ー ス 、分 析 結 果 の数 値 デ ー タの集 積 が 中心

とな る食 品成 分 デ ー タベ ー ス 、物 質 の組 織 ・構 造 等 の解 析 に利 用 す る た

め にスペ ク トル の 形 状 を数 値 化 して集 積 す る必 要 の あ る表面 分 析 デ ー タ

ベ ー ス の3種 類 の デ ー タベ ース を対 象 と して 、 デ ー タベ ー ス化 に必 要 な

調 査 研 究 を行 い 、 目的 に応 じたデ ー タベ ー ス の整 備 を促 進 す る。

予算額 約250(百 万 円)

予算構成 ① ハー ドウエア購 入費

② ソフ トウェア開発費

③ システム運用 費

④ 人件費

⑤ その他

メ ンバ ー構 成 ① 参加機関

環境庁国立環境研 究所 、厚 生省 国立衛星試験所 、通 商産業省工業技術

院生命工学工業技術研 究所、同電子技術総合研究所 、同物 質工学工業技

術研 究所、理化学研 究所、科学技術振興事業 団、農林水 産省食 品総合研

究所、 同農業研究 セ ン ター、同畜産試験場 、水 産庁 中央水 産研究所 、厚

生省 国立健康 ・栄 養研 究所、科学技術庁金属材料技術研 究所等

②実質 的な中核機 関 ・部署

実施環境 ① ハ ー ドウ ェ ア(メ ー カ ー名 、 製 品 名 、処 理 機 能 等)

② ソ フ トウ ェ ア(メ ー カー名 、製 品 名 、 機 能 等)

③ ネ ッ トワー ク(伝 送 速 度 、構 成 等)

④ 開 発 従事 者 数

情報技術 との関連 ① 利 用 され る情 報 技 術(ス ー パ ー コ ン ピュ ー タ、 ネ ッ トワー ク、 デ ー タ

ベ ース 等)

イ ン ター フ ェ ー ス技 術 、 デー タベ ー ス構 築 技 術

② 利 用 され る場 面 ・目的

デ ー タベ ー ス検 索 ・利 用 等

③ 達 成 され て い る水 準(処 理 速 度 、伝 送 速 度 、 デ ー タ量 、 精 度 、 解 像 度

等 の水 準 を表 す 指 標 、 目標 に値 に対 して の 達 成 度)
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資料番号 資 料1(5!5)

年度 平成8年 度

主 管省 庁 ・部 署 科学技術庁

プ ロ ジェ ク ト名 地 球 観 測 デ ー タの デ ー タベ ー ス 化 に関 す る調 査 研 究

概 要 ・目標 ① 実 現 した い事 項 ② 抱 えて い る課 題 ③ 目標 を表 す 具 体 的 な数 値(処

理 速 度 、伝 送 速 度 、 デ ー タ量 、 精 度 、 解像 度 等)

国際 的 な地 球観 測 デ ー タ ・情 報 シス テ ムの動 向 を踏 まえ なが ら、地 球 観

測 デ ー タの各 分 野 でパ イ ロ ッ ト的 な デ ー タベ ー ス シス テ ム を構 築 す る と

と もに 、 そ れ らの相 互 利 用 、 運用 性 の 評価 を通 じて 、 デ ー タベ ー ス に係

る基 礎 的 ・基 盤 的 な技 術 を研 究 し、 地 球 観 測 デ ー タの デ ー タベ ー ス化 と

ネ ッ トワー ク を介 した国 内外 の研 究 者 へ の 総合 的 なサ ー ビス の実 現 に資

す る。

予算額 約110(百 万 円)

予算構成 ① ハ ー ドウェア購入費

② ソフ トウェア開発費

③ システム運用費

④ 人件 費

⑤ その他

メ ンバ ー構 成 ① 参加機 関

気象庁気 象研 究所、海上保安庁水路 部、運輸省船舶技術研究所 、郵政省

通信総合研 究所 、建設省国土地理院、 同土木研究所 、宇宙 開発事業 団等

② 実質 的 な中核機 関 ・部署

実施環境 ① ハ ー ドウ ェ ア(メ ー カ ー名 、 製 品 名 、 処 理機 能等)

② ソ フ トウ ェ ア(メ ー カ ー名 、 製 品 名 、 機 能等)

③ ネ ッ トワー ク(伝 送 速 度 、 構 成等)

④ 開発 従 事 者 数

情報技術 との関連 ① 利 用 され る情 報 技 術(ス ーパ ー コ ン ピュー タ、 ネ ッ トワー ク、 デ ー タ

ベ ー ス等)

イ ン ター フ ェー ス技術 、 デー タベ ー ス構 築技 術

② 利 用 され る場 面 ・目的

デ ー タ提 供 、 デ ー タベ ー ス検 索 ・利 用等

③ 達 成 され て い る水 準(処 理 速度 、伝 送 速度 、 デ ー タ量 、 精 度 、解 像 度

等 の 水 準 を表 す 指 標 、 目標 に値 に対 して の達 成 度)
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資料番号 資料2

年度 平 成8,9年 度

主管省庁 科学技術庁 日本原子力研究所 理化学研究所

施策名 SPring-8情 報 ネ ッ トワ ー ク

概要 大 型 放 射 光 施 設SPring-8(SuperPhotonring-8GeV)の 利 活 用

に必 要 な 情 報 ネ ッ トワ ー ク を整 備 す る 。

予算総額 平 成8年 度221、 平 成9年 度231(百 万 円)

プ ロ ジ ェ ク ト構 成 1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.
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資料番号 資料3(1/4)

年度 平成9年 度

主管省庁 科学技術庁

施策名 高度計算科学技術の推進

概要 計 算 科 学 技 術(数 値 シ ミュ レー シ ョン)を 「理 論 」 「実 験 」 に次 ぐ第

3の 科 学 技 術 と して位 置 づ け る。

コ ン ピュ ー タを用 い た数値 シ ミュ レー シ ョンに よ り、 理 論 や 実 験 で は

対 応 が 困難 な物 理 現 象 や化 学 反応 等 の さ ま ざ まな 自然 現 象 を模 擬 し、 そ

の 解 明 や 予 測 に役 立 て る こ とが で きる よ うにす る。

予算総額 8、834(百 万 円)

プ ロ ジ ェ ク ト構 成 1.高 度 計 算 科 学 を利 用 した研 究 開発 の 推 進5,352(百 万 円)

2.高 度 計 算基 盤 技 術 開発 の推 進1,852(百 万 円)

3.地 球 シ ミュ レー タの 開発1 ,629(百 万 円)

4.

5.

6.

7.

8.
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資 料 番 号

年 度

主 管 省 庁 ・部 署

プロ ジ ェ ク ト名

概 要 ・目標

予算額

予算構成

メ ンバ ー構 成

実施環境

情報技術 との関連

資料3

平成

科学技術庁

①実現 したい事 項

・航空宇宙分野

・原 子 力 分 野

5、352

参加機関

医学総合研究所

・ハ ー ドウ ェ ア

東 京

東 海

那 珂

関 西
・ソ フ トウ ェ ア

・ネ ッ トワー ク

・開発 従 事 者 数

一

　

2/4)

年度

庁 研究開発局 総合研究課 計算科学技術推進室

科学 を利用 した研 究 開発 の推進

たい事 項 ② 抱 えている課題 ③ 目標 を表 す具体 的 な数値(処

、 伝 送 速 度 、 デ ー タ量 、 精 度 、 解 像 度等)

庁 の 試験 研 究 機 関(10機 関)に お い て 、各 研 究 分 野 の ニ ーズ

、計 算科学技術 を用 いた研究 開発 を実施 す る。

内 容 は、 各 機 関 で 設 定 す る。 研 究 テ ーマ の例 は 次 の 通 り。

宙分野 宇宙往還機飛行解析
エ ンジ ン高 空 燃 焼 シ ミュ レー シ ョン

地球観測衛星 デー タの高度情報処 理 等

学技術 分野 大気大循環 モデル

海洋大循環 モデル
災 害 予 測 シ ミュ レー シ ョン 等

分 野 核 融 合 プ ラ ズ マ粒 子 シ ミュ レー シ ョン

光 量 子 一物 質相 互作 用 シ ミュ レー シ ョン

数 値 原 子 炉(バ ー チ ャル エ ンジ ニ ア リ ング)等
・ラ イ フ サ イ エ ンス分 野 高温 超 電 導 メ カ ニズ ム

新材料設計 ・特性予測
タンパク質の立体構造 、機 能解析等

2(百 万 円)

ウェ ア購 入 費 ・運 用 費 約3,000(百 万 円)

ウェ ア 開発 費 約2,352(百 万 円)

航 空宇宙技術研 究所、動力炉 ・核燃料 開発事 業団、宇宙 開

、金属材料 技術研 究 所、防災科学技術研 究所 、無 機材 質研 究

科学技術 セ ンター、理化学研 究所、 日本原子力研 究所、放射線

研究所

中核機 関 ・部署 科学技術庁、計 算科学技術 推進室

ウ ェ ア ス ー パ ー コ ン ピ ュ ー タ

VPP300ゾ16(富 士 通)、T94!4(シ リ コ ン グ ラ フ ィ ッ ク ス)、

SX-4/2Cx3(日 本 電 気)、SR2201/64(日 立)、

SP2/48(IBM)
VPP500〆42(富 士 通)、Monte4(日 本 電 気)

ParagonXPIS15-GP256(イ ン テ ル)

ParagonXP/S75-MP834(イ ン テ ル)、VPP300/12(富 士 通)

ウ ェ ア(ソ フ トウェ ア を研 究 開発 す る プ ロ ジ ェ ク ト)

ワー ク(各 機 関 内 で の利 用 で あ る)

事者数 不明

れ る情報技術

ミ ュ レ ー シ ョ ン

れ る場 面 ・目的

研究機 関における研 究の効 果的 ・効率 的推進

れている水準
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資料番号 資 料3(3/4)

年度 平成9年 度

主管省庁 ・部署 科学技術庁 研究開発局 総合研究課 計算科学技術推進室

プ ロ ジ ェ ク ト名 高度計算基盤技術開発の推進

概 要 ・目標 ①実現 したい事項 ②抱 えてい る課題 ③ 目標 を表す 具体的 な数値(処

理速度、伝送速度、デー タ量、精度 、解像度等)

高度計算 に不可欠 な 「並列処理技術」 の高度化 、普 及 を目指 して、各

研究分野 に共通す る基盤技術 に関す る研 究開発 を推進 す る。

予算額 1、852(百 万 円)

予算構成 ・ハ ー ドウ ェ ア 購 入 費 ・運 用 費 約1
,400(百 万 円)

・ソ フ トウ ェ ア 開 発 費 約452(百 万 円)

メ ンバ ー構 成 ・参加機 関 日本原子力研究所 計算 科学技術推 進 セ ンター

・実 質的な中核機 関 ・部署 日本原子力研 究所

実施環境 ・ハ ー ドウ ェ ア ス ー パ ー コ ン ピ ュ ー タ

・ソ フ トウ ェ ア(ソ フ トウ ェ ア を研 究 開 発 す る プ ロ ジ ェ ク ト)

・ネ ッ トワ ー ク(各 機 関 内 で の 利 用 で あ る)

・開 発 従 事 者 数 不 明

情報技術 との関連 ・利用 され る情報技術

並列処 理技術:高 度並列計算法 の研 究

共通 的並列化手法の研 究

並列計算機 の性能評価技術開発

・利用 され る場面 ・目的

各試験研 究機 関における研究 の、効果的 ・効率的推進

・達成 されている水準

不 明
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資料番号 資 料3(4/4)

年度 平成9年 度

主管省庁 ・部署 科学技術庁 研究開発局 総合研究課 計算科学技術推進室

プ ロ ジ ェ ク ト名 地球 シ ミュ レー タの 開発

概 要 ・目標 ① 実現 したい事項 ②抱 えてい る課題 ③ 目標 を表す具体 的な数値(処

理 速度 、伝送速度 、デー タ量、精度 、解像度等)

地球規模 の複雑 な諸現象 を忠実 に再現す ることを可能 にす る シミュ レ

ー タを開発 する。

〈 目標 〉

冷夏や暖冬 などの気候変動 を高い精度で予測

渇水 や豪雨 ・豪 雪 を予 測

地球温暖化 を正確 に予測

地球内部変動 メカニズム を解明

現在のス ーパ ー コン ピュー タの約1000倍 の精度 を達成す る。

予算額 1、629(百 万 円)

予算構成 ・ハ ー ドウ ェ ア 購 入 費

・ソ フ トウ ェ ア 開 発 費1 ,629(百 万 円)

・シ ス テ ム 運 用 費

・人 件 費

・そ の 他

メ ンバ ー構 成 ・参加機 関 宇宙 開発事 業団 動力炉 ・核燃料事業 団 気象庁

・実 質的な中核機 関 ・部署 宇宙開発事業 団 動力炉 ・核燃料事業 団

実施環境 ・ハ ー ド ウ ェ ア ス ー パ ー コ ン ピ ュ ー タ

・ソ フ ト ウ ェ ア(ソ フ トウ ェ ア を研 究 開 発 す る プ ロ ジ ェ ク ト)

・ネ ッ ト ワ ー ク(各 機 関 内 で の 利 用 で あ る)

・開 発 従 事 者 数 不 明

情報技術 との関連 ・利 用 され る情 報 技 術

シ ミュ レー シ ョ ン技 術

並 列 処 理 の た め の ハ ー ドウ ェア 開発

・利 用 され る場 面 ・目的

地 球 変 動 予 測

・達 成 され て い る水 準

全 地 球 を約55キ ロ メ ー トル 四 方 に分 割 して予 測 を実 施(こ れ を10

キ ロ メ ー トル 四方 にす る)
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資料番号 資料4

年度 平成9年 度

主 管 省 庁 ・部 署 宇宙開発事業 団地球観測 セ ンター(NASDA/EOC)

プ ロジ ェ ク ト名 地球観測情報 システム(EOIS)の 整備

概 要 ・目標 ① 実 現 した い事 項 ② 抱 えて い る課 題 ③ 目標 を表 す 具体 的 な数 値(処

理 速 度 、 伝 送 速 度 、 デー タ量 、 精 度 、 解 像 度 等)

地球 環境 を監視す る地球観測衛星か ら得 られたデー タ をよ り多 くのユ ー ザ

に提 供 して い く為 に、 地 球観 測 情 報 シス テ ム(EarthObserva`ondataand

I㎡omatbnSysem)の 試作 を行 う。EOISの 提供す るサー ビス をEOISユ ーザ

班rソ フ トウェア(EUS、EUSπTY)を 通 じて オ ン ライ ンで利用す るこ とが

可能 となる(EUSは 特定 ユ ーザの 方 に対 して 開発 した ソフ トウェ ア)。 地

球観測情報 システム(EOIS)は 、デー タ総合管理 ・提供 システム とデータ解

析処理 システムか ら構成 されてい る。

●デ ー タ総合管理 ・提 供 システム(DDMS:DataDis往ibutbnandManagemem

Sysem):地 球観測 衛星 データを選択す る為 に必 要 な各種情 報 をデー タベ ー

スで 管理 し、 オ ン ライ ン提 供 す る と ともに、 各種 媒体 、 フ ォー マ ッ トに よ

り、標準 処理 データを提供 する システム。

● デー タ解析 処理 システム(DAS:DataAnalysisSysem):地 球観測 デー タの

処理 アル ゴリズ ムの開発 、検証 の為の計算機 環境 を提供す る システム とな っ

てお り、衛 星デ ー タと地上観測 データ等 を組 み合 わせ て地球 環境 に関す る高

次処理 デー タ(デ ー タセ ッ ト)を 試作 し、提 供 す る機能、 な らびに処理、 検

証 に必要 な地上観 測デー タを提供する機 能 を有 してい る。

予算額 1,600(百 万 円)[政 府 原 案 】

予算構成 不明

メ ンバ ー構 成 ①参加 機関

② 実質的 な中核機関 ・部署:運 輸省 情報管理部 が推進

実施環境 ① ハ ー ドウ ェ ア(メ ー カー名 、製 品 名 、 処 理 機 能 等)

② ソ フ トウ ェ ア(メ ー カ ー名 、 製 品名 、機 能 等)

③ ネ ッ トワ ー ク(伝 送 速 度 、 構 成等)

④ 開発 従 事 者 数

情報技術 との関連 ① 利 用 さ れ る情 報 技 術(ス ー パ ー コ ン ピュ ー タ、 ネ ッ トワ ー ク、 デ ー タ

ベ ー ス 等)

② 利 用 され る場 面 ・目的

③ 達 成 され て い る水 準(処 理 速 度 、伝 送 速 度 、 デ ー タ量 、精 度 、 解 像 度

等 の水 準 を表 す 指標 、 目標 に値 に対 して の 達 成 度)
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資料番号 資料5

年度 平成9年 度

主管省庁 科学技術庁

施策名 地球観測情報応 用解析 システムの開発

概要 平 成8年 度 打 ち上 げ のADEOSを 始 め とす る今 後 の 地球 観 測 衛 星 の

デ ー タ処 理 ・解 析 アル ゴ リズ ム の 開発 の た め の デ ー タ応 用 解 析 技 術 の 開

発 を実 施 す る 。

予算総額 143(百 万 円)

プ ロ ジ ェ ク ト構 成 1.デ ー タ応 用 解 析 技 術 の 開発

○ 高 次 デ ー タセ ッ ト解 析 技 術 の 開発

・デ ー タセ ッ ト作 成 ア ル ゴ リズ ム の 開発

・ミ ッシ ョンチ ー ム運 営

Z高 次 解 析 デ ー タセ ッ トの応 用研 究

○ 大 気 ・海 洋 ・陸域 等 の結 合 化 研 究
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資料番号 資料6

年度 平 成8,9年 度

主管省庁 宇宙 開発事 業団 地球観 測セ ンター

施策名 デー タ中継衛 星技術 の研究

概要 ADEOS-「 等 地球観測衛星 の大容量 デー タの取 得、 また宇宙ス テー シ ョ

ンにおける宇宙 実験 、 ランデブ ・ドッキ ング 及び宇宙 ロボテ ィクスの運用 、

将来 の宇宙活動 等 に必 要な宇宙 機 と地上局 間 の リアル タイム大容量デー タの

扱 える通信 回線 の確保 を目的 と して、通信放 送衛 星COMETSの デー タ中

継機能 を継承 し さらに発展 させ 、平成12年 度 にデー タ中継 技術衛 星DRT

S-W、DRTS-EをH-「Aロ ケ ッ トで打 ち上 げ ること を目標 に開発 を

行 う。

予算総額 平 成8年 度136平 成9年 度142(百 万 円)

プ ロジ ェ ク ト構 成 1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.
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資料番号 資 料7(1/2)

年度 平 成8,9年 度

主管省庁 宇宙 開発事業 団 地球観測 セ ンター

施策名 宇宙用通信機器技術の研究

概要 今後の宇宙活動の発展に必要 となる高度な通信システムの確立に必要な機

器の要素技術研究 を行 う。宇宙活動の基盤技術 として重要な宇宙用通信機器

の研究を目的とし、将来の各種宇宙機の通信技術の高度化に対応する通信機

器技術の研究 を行 う。

予算総額 平 成8年 度121平 成9年 度119(百 万 円)

プ ロ ジ ェ ク ト構 成 1.大容 量 ミ ッシ ョンデ ー タ伝 送用 機 器 の研 究

2.Kバ ン ド固 体 電 源 増 幅 器(SSPA)の 研 究

3.ミ リ波 通信 用 機 器(TWTA)の 研 究

4.

5.

6.

7.

8.
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資料番号 資 料7(2/2)

年度 平 成7年 度 ～12年 度

主管省庁 ・部署 宇宙開発事 業団 技術研究本部 電子 ・情報系技術研 究部

プ ロ ジ ェ ク ト名 大 容 量 ミ ッシ ョンデ ー タ伝 送 用 機 器 の研 究

概 要 ・目標 ① 実現 した い事 項

今 後 打 ち 上 げ られ る観 測 衛 星 や 宇 宙 ス テ ー シ ョ ンが 地 球 局 に送 信 す

べ きデ ー タ は、 従 来 の 観 測 衛 星 と比 較 し て きわ め て膨 大 と な る こ とが

予 想 され 、 通 信 シス テ ムの デ ー タ伝 送 容 量 を増 や す こ とが 求 め られ て

い る しか し、 送信 出 力 を上 げ た りア ンテ ナ径 を大 き くす る こ とは シ ス

テ ム の成 立 上 限界 が あ る。

そ こで 、 今 後 の通 信 シス テ ム の更 な る 高 品 質 ・大 容 量 化 の 要 求 に対

し最 適 と思 わ れ る も の を組 み 合 わせ て検 討 す る こ と に よ り、 これ か ら

の 衛 星 通 信 にお け る符 号 化 変 調 方 式 の 標準 化 を行 う こ と を 目的 とす

る。

② 抱 え て い る課 題

部 品 の選 定 問 題 と回路 レベ ル で の小 型 ・軽 量 化 。

③ 目標 を表 す 具体 的 な数 値(処 理 速 度 、 伝 送 速度 、 デ ー タ量 、 精 度 、

解 像 度 等)

伝 送 速度300Mbps以 上

予算額 (百 万 円)

予算構成 ①ハ ー ドウェア購入費

② ソフ トウェア開発費

③ システム運用費

④ 人件費

⑤ その他

メ ンバ ー構 成 ① 参加機関

② 実質的な中核機関 ・部署

実施環境 ① ハ ー ドウェ ア(メ ー カ ー名 、 製 品名 、処 理 機 能 等)

② ソ フ トウ ェ ア(メ ー カー 名 、 製 品名 、 機 能 等)

③ ネ ッ トワ ー ク(伝 送 速 度 、構 成 等)

④ 開発 従 事 者 数

情報技術 との関連 ① 利 用 され る情 報 技 術(ス ーパ ー コ ン ピ ュー タ、 ネ ッ トワ ー ク 、 デ ー タ

ベ ー ス等)

② 利 用 され る場 面 ・目的

③ 達 成 され て い る水 準(処 理 速度 、伝 送 速 度 、 デ ー タ量 、精 度 、 解 像 度

等 の 水 準 を表 す指 標 、 目標 に値 に対 しての 達 成 度)
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資料番号 資料8

年度 平成9年 度

主管省庁 科学技術庁

施策名 地球観 測衛星 デー タ処理技術 の研 究

概要 季 節 変 動 、年 々変 動 か ら数 十 年 ス ケ ー ル の気 候 変 動 や 、 これ に よっ て

変化 す る地球環境 の将来 を的確 に予測 する ことを目的 として実施す る、

地 球 変 動 予 測 フ ロ ンテ ィア研 究 にお い て必 要 とな る、 よ り高 度 な地 球 観

測衛星 デー タ処理技術 の研 究 を行 う。

予算総額 309(百 万 円)

プ ロ ジ ェ ク ト構 成 1.衛 星 デ ー タの4次 元 同化 技 術 の研 究

2.デ ー タ フ ュ ー ジ ョ ン 技 術 の 研 究

3.地 球 科 学 デ ー タベ ー ス シ ス テ ム の研 究

4.

5.

6.

7.

8.
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資料番号 資料9

年度 平 成8,9年 度

主管省庁 科学技術庁

施策名 研 究 情 報 ネ ッ トワ ー ク高 度 化 事 業(IMnetの 整 備)

概要 省 際 ネ ッ トワ ー ク の 継 続 的 な 運 用 を行 う と と も に 、 東 京 一 筑 波 間 回 線

の 増 強(45Mbps→155Mbps)、 日本 一 米 国 間 回 線 の 増 強(2Mbps→

4.5Mbps)を 行 う 。

予算総額 平 成8年 度175、 平 成9年 度697(百 万 円)

プ ロ ジ ェ ク ト構 成 1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.
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資料番号 資 料10(1/3)

年度 平 成8,9年 度

主管省庁 科学技術庁 科学技術振興事業団

施策名 高機 能基 盤 デ ー タベ ー ス の 開発

概要 計 算 科 学 や コ ン ピュ ー タ グ ラ フ ィ クス(CG)、 通 信 ネ ッ トワ ー ク を

利 用 して 、研 究 の初 期 段 階 で必 要 と なる一 般 的 な デ ー タを体 系 的、 網 羅

的 に整 備 し、独 創 的 な研 究 活 動 を触 発 す る研 究 者 支援 型 の デ ー タベ ース

を開発 す る。

また 、 ス ーパ ー コ ン ピュ ー タ を導 入 し、 計 算材 料 科 学 分 野 にお け る計

算 物 性 デ ー タの 創 製 、 生 命 科 学 分 野 にお け る大 規模 シ ー クエ ンシ ン グの

支 援 や 配列 解 析 等 を行 う環 境 整 備 を行 う。

予算総額 平 成8年 度1,694、 平 成9年 度2,057(百 万 円)

プ ロ ジ ェ ク ト構 成 1.高 機 能 基 盤 物 質 デ ー タ ベ ー ス(合 金 、 高 分 子 等)

2.高 機 能 基 盤 生 体 デ ー タ ベ ー ス

3.

4.

5.

6.

7.

8.
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資料番号 資 料10(2/3)

年度 平成9年 度

主 管 省 庁 ・部 署 科学技術庁 科学技術振興事業団

プ ロ ジ ェ ク ト名 高 機 能 基 盤 生 体 デ ー タベ ース の 開発

概 要 ・目標 ① 実 現 したい 事 項 ② 抱 えて い る課 題 ③ 目標 を表 す 具 体 的 な 数値(処

理 速 度 、 伝 送 速 度 、 デ ー タ量 、精 度 、 解 像 度 等)

ヒ トDNAの 塩基 配列デー タ を基本 として、マ ップ、 ア ミノ酸配列 、 タ ン

パ ク質構造等の 遺伝 子関連 デ ー タの統合的 な検索が可能 なデ ー タベース を開

発す る。広い領 域 を対象 とす るDNA塩 基配 列 デー タのシー クエ ンシング作

業 は、研 究者 を 中心 とす るチ ー ムに委託 して いる。加 えて遺 伝子 関連 のデ ー

タを研 究者が有 効 に利 用す るための解析機能 、解析結果 の表 示機 能の開発 を

行 ってい る。解 析機 能 として は、DNA塩 基 配列の結合編集 補 正機 能、遺 伝

子領域の推定機 能等 があ ります 。 さらに、 ネ ッ トワーク を利 用 して検索 ・解

析結果 を研 究者が簡単 な操 作で利用で きる環境構 築 に向けて開発 を行 う。

予算額 (百万円)

予算構成 ・ハ ー ドウ ェ ア購 入 費 ・運 用 費

・ソ フ トウ ェ ア 開 発 費

メ ンバ ー構 成 ・参加機関 科 学技術振 興事業 団

・実質的 な中核機 関 ・部署

実施環境 ・ハ ー ドウ ェ ア ス ー パ ー コ ン ピ ュ ー タ

・ソ フ トウ ェ ア

・ネ ッ トワ ー ク

・開 発 従 事 者 数

情報技術 との関連 ・利 用 され る情 報 技 術

CG、 デ ー タの分 析 ・予 測 あ るい は補 完

・利 用 され る場 面 ・目的

ヒ トDNA塩 基 配 列 デ ー タ等 の解 析 、 イ メ ー ジ出 力

・達 成 され て い る水 準
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資料番号 資 料10(3/3)

年度 平成9年 度

主 管 省 庁 ・部 署 科学技術庁 科学技術振興事業団

プ ロ ジ ェク ト名 高 機 能 基 盤 物 質 デ ー タベ ー ス の 開発

概 要 ・目標 ① 実 現 した い事 項 ② 抱 え てい る課 題 ③ 目標 を表 す 具体 的 な 数値(処

理 速 度 、 伝 送 速 度 、 デ ー タ量 、 精 度 、 解 像 度等)

物質の構 造 とい った基本 的 なデ ータか ら、 その物質の性質 を予測 した り、

逆 に既知物 質の デ ー タを もとに、有用 な機 能 を持 った物質 を計算機上 で創 製

す る機能、既 知 のデ ータをもと に、欠失 した デー タを推算 し補完す る機能 、

CGの 技術 を利 用 して分 か りや すい出力結果 を得 る機 能、 そ してネ ッ トワ ー

クを通 して多 くの研 究者が簡単 にデー タの提 供 や利用が行 え る機能 を中心 に

開発 す る。 これ らの機 能 を持 つ もの と して、結 晶構造 、固 有特 性、X線 回

折 、状態 図の各 デー タか らなる高機 能合金 デ ー タベースの開 発 を国際協 力 に

よ り推進す る。 また、高分子 に ついて も物性 値 だけでな く構 造 一名称相互 変

換機 能や解析 ・推算機能 を持つ デー タベ ース を開発す る。

予算額 (百万 円)

予算構成 ・ハ ー ドウ ェ ア 購 入 費 ・運 用 費

・ソ フ トウ ェ ア 開 発 費

メ ンバ ー構 成 ・参加機関 科学技術振 興事業 団

・実質的 な中核機関 ・部署

実施環境 ・ハ ー ドウ ェ ア ス ー パ ー コ ン ピ ュ ー タ

・ソ フ トウ ェ ア

・ネ ッ トワ ー ク

・開 発 従 事 者 数

情報技術 との関連 ・利 用 され る情 報 技 術

CG、 デ ー タの 分析 ・予 測 あ るい は補 完

・利 用 され る場 面 ・目的

物 質構 造 デ ー タ等 の解 析 、 イ メー ジ出力

・達 成 され て い る水 準
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資料番号 資料ll

年度 平成9年 度

主管省庁 科学技術振興事業団

施策名 文献情報提供等業務

概要 国内外 の科学 技術文献情報 を収集、デー タベ ース化 し、 オ ンラインによる

情報提供 を行 う。 また、海外 の情報機 関 との協力 に よ り構築 した国際科学 技

術 ネ ッ トワークを運営す る。

予算総額 16,131(百 万 円)

プ ロ ジ ェ ク ト構 成 1.コ ン ピ ュ ー タ 、 ネ ッ ト ワ ー ク 等 運 営 経 費

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.
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資料番号 資 料12

年度 平 成8,9年 度

主管省庁 科学技術庁 科学技術振興事業団

施策名 研 究 情 報 デ ー タベ ー ス化 支 援

概要 試験研究機 関等 の研究成果で ある研究情報が研 究室や研 究者 の手元 に

退蔵 されるこ とが ない よう、 デー タベ ース化の技術的支援 を行 う。

予算総額 平 成8年 度94、 平 成9年 度216(百 万 円)

プ ロ ジ ェク ト構 成 1.エ ン ジ ニ ア の 派 遣

2.情 報 機 器 の 貸 与

3.デ ー タ入 力 者 の 派 遣

4.シ ス テ ム 開 発

5.

6.

7.

8.

54



資料番号 資料13

年度 平 成8,9年 度

主管省庁 文部省

施策名 学術情報基盤の整備充実

概要 学術 情 報 ネ ッ トワ ー ク の一層 の高 度 化 ・高 速 化 、 国際 接 続 の拡 充 と と

もに、 大 学 図 書館 に お け る電 子 図書 館 的 機 能 の 充 実 ・強 化 を図 る。 ま

た、 新 た に、 国立 の短 期 大 学 ・高等 専 門学 校 の学 内LANの 学 術 情 報 ネ

ッ トワ ー クへ の接 続 を 図 る。

予算総額 平 成8年 度33,106補 正1,826(百 万 円)

平 成9年 度36,24、2(百 万 円)

プ ロ ジ ェ ク ト構 成 1.学 術 情 報 ネ ッ トワ ー ク の充 実

2.学 内LANの 充 実

3.学 術 情 報 デー タベ ー スの 整備 ・充 実

4.大 学 図 書館 にお け る電 子 図書 館 的 機 能 の 充 実 ・強 化

5.学 術 情 報 流 通 の促 進 に 中心 的 な役 割 を担 う機 関 の充 実

6.

7.

8.
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資料番号 資 料14

年度 平 成8,9年 度

主管省庁 文部省

施策名 衛 星 通 信 大 学 間 ネ ッ トワ ー ク 構 築 事 業(ス へ㌧ ス・コラボ レ ション・システム事 業)

概要 衛 星 通 信 を利 用 した国 立 大 学 間の 情 報 通 信 ネ ッ トワー ク基 盤 を整 備 す

る こ とに よ り、 マ ルチ メデ ィア社 会 に向 け た新 しい高 等 教 育 シス テ ム を

構 築 し、 高 等 教 育 の高度 化 、 多様 化 を推 進 す る。(現 在49機 関)

予算総額 平 成8年 度1,081平 成9年 度721(百 万 円)

プ ロジ ェ ク ト構 成 1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.
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資料番号 資 料15

年度 平成9年 度

主管省庁 文部省

施策名 私 立 大 学 衛 星 通 信 ネ ッ トワー ク(ジ ョイントサテライD構 築 事 業

概要 教育研 究の高度化 を推進す るため、衛星通信 ネ ッ トワー クを始め とす

るマルチ メデ ィアを活用 したモデル的 な教育研 究事業 を実施 する私 立大

学等 に対 して重点的 な補助 を行 う。

予算総額 260(百 万 円)

プ ロ ジ ェ ク ト構 成 1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.
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資料番号 資 料16(1/3)

年度 平成9年 度

主管省庁 厚生省

施策名 が ん診療支援 システム

概要 厚生省 では、厚 生行政 の最大課題 であ るが んの撲滅 を目指 して、平成

5年 度 よ り国立 が ん セ ン ター を中心 に全 国 のが ん診 療 ・研 究 機 関 へ の 導

入 を進 め て い る。平 成5年 度 の補 正 予 算 に よ って 、 国立 が ん セ ン ター 中

央 キ ャ ンパ ス(東 京都)に3台 の ス ーパ ー コ ン ピュ ー タを始 め とす る各

種 の サ ー バ が整 備 され 、 国立 が ん セ ン ター東 キ ャ ンパ ス(柏 市)、 国立

札 幌病 院 、 国 立呉 病 院 、 国立 四 国 が ん セ ン ター 、 国立 九 州 が ん セ ン ター

との 間 に専 用/公 衆 回線 を組 み合 わ せ た 「が ん 情報 ネ ッ トワ ー ク」 を 構

築 、TV会 議 シス テ ム等 を導 入 、地 方へ の拡 張 導 入 を進 め て い る

予算総額 1,763(百 万 円)

プ ロ ジ ェ ク ト構 成 1.が ん診 療 総 合 支 援 シス テ ムの 整備1,111(百 万 円)

2.が ん診 療 施 設 情 報 ネ ッ トワー ク事 業302(百 万 円)実 際 は合 算

3.が ん診 療 画 像 レ フ ァ レ ンス シス テ ム構 築350(百 万 円)

(4.国 立 病 院 総 合 ネ ッ トワ ー ク3,670(百 万 円)一 部 活 用)

5.

6.

7.

8.
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資料番号 資 料16(2/3)

年度 平成9年 度

主 管 省 庁 ・部 署 厚生省

プ ロ ジ ェ ク ト名 が ん診療 総合支援 システムの整備(診 療系)

概 要 ・目標 ① 実 現 した い事 項 ② 抱 えて い る課 題 ③ 目標 を表 す 具体 的 な数値(処

理 速 度 、伝 送 速度 、 デ ー タ量 、精 度 、解 像 度等)

① テ レメデ ィ シ ンシ ス テ ム(多 地 点TV会 議 シス テ ム、HDTV画

像伝 送 シス テ ム)の 拡 張 ・多 地 点 化 、AIエ キス パ ー トコ ンサ ル

テ ー シ ョン シス テ ム(患 者 診療 内 容 の 事例 提 供 、 多 数 の 患 者 診 療

内 容 統 計情 報 の提 供)の 整備

② 遠 隔 診 療 の 法制 度 上 の 問 題 、高 速 通信 回線 の確 保

③2000×2000の 高精 細 画 像 の 数秒 で の伝 送(圧 縮 な し)

予算額 1,763(百 万 円)(診 療 系!研 究 系!対 外 系)

予算構成 ・ハ ー ドウ ェ ア購 入 費 ・運 用 費

・ソ フ トウ ェ ア 開 発 費

・シ ス テ ム 運 用 費1 ,763(百 万 円)(合 算)

メ ンバ ー 構 成 ・参 加 機 関

国 立 が んセ ンター 、各 国立 病 院 、 地 方 が ん セ ンタ ー

・実 質 的 な 中核 機 関 ・部 署

国 立 が ん セ ンター研 究 所 が ん情報 研 究 部

実施環境 ・ハ ー ドウ ェ ア ス ー パ ー コ ン ピ ュ ー タ

診 療 系:IBMSP2-4ノ ー ド、RS6000

DEC7000

・ソ フ トウ ェ アDBMS:Oracle7

・ネ ッ トワ ー ク

6bps専 用 線(が ん セ ン タ ー 中 央 一束)、1.5Mbps公 衆 回 線(全 国)

実 験 線 と して 、156Mbps、45Mbps(中 央 凍)

・開 発 従 事 者 数SIはIBMが 担 当 、 が ん セ ン タ ー は 実 証 実 験 か ら

参 加

情報技術 との関連 ・利 用 され る情 報技 術

高 速 情 報 検 索 用 ス ーパ ー コ ン ピュー タ

検 索 用 推 論 エ ンジ ン(現 在 は、Case-BasedReasoningと ニューラルネットを利

用)

高 精 細 画 像 処 理技 術(伝 送 、 デ ィスフ.レイ)

・利 用 され る場 面 ・目的

が ん全 般 に関 す る遠 隔 診 断 、 類 似 症 例 の 検 索

遠 隔 診 断 会議(治 療 方 法 の検 討 、 指 示)

・達 成 され てい る水 準

現 状 で は、HDTVで のTV会 議 シス テ ム は完 成(画 像 伝 送 は1枚 あ

た り5秒 、1症 例 の 診 断 も30秒 で可 能)

高 精 細(SHD)画 像 につ い ては2000×2000程 度 を当 面 実 証 実験 す る
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資料番号 資 料16(313)

年度 平成9年 度

主管省庁 ・部署 厚生省

プ ロ ジ ェ ク ト名 がん診療 総合 支援 システムの整備(研 究系)

概 要 ・目標 ① 実 現 した い事 項 ② 抱 えて い る課 題 ③ 目標 を表 す 具 体 的 な数 値(処

理 速 度 、 伝 送 速 度 、 デ ー タ量 、精 度 、 解 像 度 等)

① 高 次 画 像 処 理 診 断支 援 シス テ ム(CT、MR画 像 の3次 元 画 像 再 構

成 法)、 病 理 ・胸 部 画像 診 断支 援 、 放 射 線 治 療 計 画 支 援 シ ス テ ム、

VR外 科 手 術 シ ミュ レー シ ョン遺 伝 子 ・分 子 解 析 シ ス テ ムの 運 用 ・

整 備

② トラ フ ィ ック、 画 像 再 利 用 頻 度 等 のパ フ ォー マ ンス の 向上 、 音 声 認

識 に よ る レポ ー テ ィ ン グシ ス テ ムの 開 発

予算額 1,763(百 万 円)(診 療 系/研 究 系/対 外 系)

予算構成 ・ハ ー ドウ ェ ア 購 入 費 ・運 用 費

・ソ フ トウ ェ ア 開 発 費

・シ ス テ ム 運 用 費1
,763(百 万 円)(合 算)

メ ンバ ー構 成 ・参 加 機 関

国立 が ん セ ン ター 、 地 方 が ん セ ン ター

・実 質 的 な 中核 機 関 ・部 署

国立 が ん セ ン ター が ん 診 療 総 合 支援 システム総 括 班

実施環境 ・ハ ー ドウ ェ ア ス ー パ ー コ ン ピ ュ ー タ

研 究 系:IBMSP2-40ノ ー ド(画 像 解 析)、

DECmpp12000(遺 伝 子 ホモロジ ー解 析)

SGIONYXRE2×2台(画 像 処 理)、SUNsparklO(画 像 取 得)

・ソ フ トウ ェ ア

DBMS:Oracle7磁 気 デ ィスク42GB、 光 磁 気 デ ィスク1872GB、

8mmテ ープ。50GB

画 像 処 理:CemaxClinicalView、 レンダ リング:AVS

・ネ ッ トワ ー ク

4.5Mbps専 用 線(が ん セ ン タ ー 中 央 一束)

実 験 線 と し て 、156Mbps

・開 発 従 事 者 数 が ん セ ン タ ー:5名 、 メ ー カ ー(NEC)も 参 加

情 報技術 との関連 ・利 用 さ れ る情 報 技 術

画 像 解 析 用 ス ーパ ー コ ン ピュ ー タ、 ニ ュ ー ラ ル ネ ッ ト推 論 エ ンジ ン

知 識 ベ ー ス推 論 エ ンジ ン、3次 元 画 像 再 構 成 法

・利 用 さ れ る場 面 ・目的

CT、MR、 血 管 造 影 、 フ ィル ム 、病 理 の統 合 診 断 支 援

(現 状 は、 各 シ ス テ ム の研 究 目的 の画 像 利 用 に留 ま って い る)

・達 成 され てい る水 準

全 般 的 な処 理 速 度 の 向 上 が 必 要
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資料番号 資 料17(1/2)

年度 平成9年 度

主管省庁 厚生省

施策名 循環器病診療支援 システム

概要 国立 循 環 器 病 セ ン ター に、 ス ーパ ー コ ン ピュ ー タ を導 入 し、循 環 器 病

診 療 総 合 支 援 全 国 ネ ッ トワ ー ク シス テ ム を構 築 す る こ とに よ り、全 国 の

医療機 関へ の循環 器病の診療 に関す る最新 の情 報の提供や診断 ・治療 に

関 す る診 療 支援 を24時 間 ・リアル タ イム に行 うこ とに よっ て、 最 先 端

の情 報や技術 の普及 ・還元 を目指す。国立循 環器病 セ ンター と国立病院

地 方循 環 器 病 セ ン タ ー8施 設 をネ ッ トワー クで 結 び 、順 次 、都 道 府 県 の

公 立 医 療 機 関 等 に広 げ、 全 国 を カバ ーす る シス テ ム に拡 張 す る 。

予算総額 1,882(百 万 円)

プ ロ ジ ェ ク ト構 成 1.循環 器 病 診 療 総 合 支 援 シス テ ム の整 備1,343(百 万 円)

2.循 環 器 病 診 療 施 設 情 報 ネットワーク事 業272(百 万 円)実 際 は合 算

3循 環 器 病 診 療 画像 レファレンスシステム構築350(百 万 円)

(4.国 立 病 院 総 合 ネ ッ トワ ー ク3,670(百 万 円)一 部 活 用)

5.

6.

7.

8.
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資料番号 資 料17(2/2)

年度 平成9年 度

主 管省 庁 ・部 署 厚生省

プ ロ ジ ェ ク ト名 循 環器病診療総合支援 シス テムの整備

概 要 ・目標 ① 実 現 したい事 項 ② 抱 えて い る課 題 ③ 目標 を表 す 具体 的 な数 値(処

理 速 度 、伝 送 速 度 、 デ ー タ量 、 精度 、解 像 度等)

① テ レメデ ィ シ ンシス テ ム(多 地 点TV会 議 シス テ ム 、高 精 度 画 像 伝

送 シス テ ム)の 整備 、 診療 画像 デ ー タベ ー ス の整 備

② 高 速通 信 回線 の 整備 、 セ キ ュ リテ ィ確 保 、 県 立 病 院 との接 続

③ 高 精 細 画 像 の リアル タ イム で の伝 送

予算額 1,882(百 万 円)

予算構成 ・ハ ー ドウ ェ ア購 入 費 ・運 用 費

・ソ フ トウ ェ ア 開 発 費

・シ ス テ ム 運 用 費1 ,882(百 万 円)(合 算)

メ ンバ ー構 成 ・参 加 機 関

国立 循 環 器 病 セ ン ター 、地 方 循 環 器 病 セ ン ター

・実 質 的 な 中核 機 関 ・部 署

国立 循 環 器 病 セ ン ター 花 井 荘 太 郎 氏

実施環境 ・ハ ー ド ウ ェ ア ス ー パ ー コ ン ピ ュ ー タ

診 療 デ ータの 高 速 情 報 処 理 分 析:NECス ハ.コン

画 像 サーバ 類 もNEC

・ソ フ トウ ェ ア

・ネ ッ トワ ー ク

64Kbps専 用 線(全 国8ヶ 所 の 地 方 循 環 器 病 セ ン タ ー 一 国 立 循 環 器 病

セ ン タ ー)

ス タ ー 型(プ ラ イ ベ ー トア ド レ ス)

・開 発 従 事 者 数SIはNECが 担 当

情報技術 との関連 ・利 用 され る情 報 技 術

高 速 情 報 検 索 用 ス ー パ ー コ ン ピュ ー タ

高 精 細 画 像 処 理 技 術(伝 送 、デ ィスフ.レイ)

・利 用 され る場 面 ・目的

循 環 器 病 全 般 に関 す る遠 隔 診 断、 類 似 症 例 の検 索

遠 隔 診 断 会 議(治 療 方法 の検 討 、 指 示)

・達 成 され て い る水 準

現 状 、 画 像 デ ー タベ ー ス容 量 、 画 像 精 度 等 は 、 が ん セ ン ター の もの を

援 用
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資料番号 資 料18

年度 平成9年 度

主管省庁 農林水産省

施策名 研究企画支援システムの構築

概要 現在行なわれてい る研究に関する情報や試験研究の推進に必要な研究情報等を効

率的にデー タベース化 することにより、研 究者及び研究管理者が的確、かつ迅速に研

究内容 ・進捗状況・成果等 を把握 ・分析 し、研究の重複 ・反復 ・欠落等を回避 した研究戦

略、研究計画、研究課題の策定等、今後の試験研究の方向づけが容易に行なえる情報 シ

ステムの開発を行なう。

予算総額 103(百 万 円)

プ ロ ジ ェ ク ト構 成 1.シ ス テ ム の 詳 細 設 計 、シ ス テ ム

2.シ ス テ ム 運 営 の た め の 研 修

3.研 究 企 画 ・推 進 サ ブ シ ス テ ム の検 討

4.フ ァ ク トデ ー タ ベ ー ス の 構 築

5.

6.

7.

8.
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資料番号 資料19

年度 平成9年 度

主管省庁 通商産業省

施策名 電子図書館 システムの技術開発

概要 分散 して所在する電子化された文献をネ ットワークを通じて有機的に利用可能にす

る次世代の電子図書館 システムの開発 を推進する。

予算総額 1,475(百 万 円)

プ ロ ジ ェ ク ト構 成 1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.
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資料番号 資 料20(1/2)

年度 平 成8,9年 度

主管省庁 運輸省気象庁

施策名 気象業務の推進

概要 静止気象衛星等観測予報業務 、地震 ・火山対 策、地球環境 問題へ の対

応等 デー タ収集、解析、予測 を行 うとと もに、気候変動対 策の強化 を行

う。気象庁業務 に係 る事業費がほぼ含 まれ る。

予算総額 平 成8年 度56、707平 成9年 度56,981(百 万 円)

プ ロ ジ ェ ク ト構 成
1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.
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資料番号 資 料20(2/2)

年度 平成8年 度

主管省庁 ・部署 運輸省気象庁

プ ロ ジ ェ ク ト名 気象業務の推進

概 要 ・目標 ① 実 現 した い事 項 ② 抱 え てい る課 題 ③ 目標 を表 す具 体 的 な数値(処

理 速 度 、伝 送 速 度 、 デ ー タ量 、 精 度 、 解 像度 等)

気 象 等 の 観 測 デ ー タの 収 集 、 気 象 状 態 の 解 析 と予 測 を行 う。 デ ー タの

収 集 ・伝 送 は、専 用 回線 を介 した通 信 シ ス テ ムL-ADESSを 通 じて

行 わ れ、 解 析 予 測 に は ス ーパ ー コ ン ピュ ー タを 中核 と した シ ス テ ム を使

用 して い る。

気 象 資 料 総 合 処 理 シス テ ムCOSMETSは 気 象 庁 本 庁 に設 置 されて

お り、気 象 資 料 の集 配信 の 中枢 シス テ ムC-ADESSと 解 析 予 測 シス

テ ムNAPSで 構 成 され る。

予算額 56、707(百 万 円)

予算構成 ① 一 般 事 務 処 理 、 気 象 審 議 会 の 運 営 約39,056(百 万 円)

② 観 測 業 務 約12,071(百 万 円)

③ 静 止 気 象 衛 星 業 務 約4,119(百 万 円)

・施 設 整 備 約812(百 万 円)

④ 静 止 気 象 衛 星 施 設 約621(百 万 円)

メ ンバ ー構 成 ①参加機関 気象庁

実施環境 ① ハ ー ドウ ェ ア(メ ー カー名 、 製 品 名 、処 理 機 能 等)

② ソ フ トウェ ア(メ ー カー 名 、 製 品 名 、機 能等)

③ ネ ッ トワー ク(伝 送速 度 、構 成等)

④ 開発 従 事 者 数

情報技術 との関連 ① 利 用 され る情 報 技 術(ス ーパ ー コ ン ピュー タ、 ネ ッ トワ ー ク、 デー タ

ベ ース等)

ス ーパ ー コ ン ピ ュ ー タ、 デ ー タ伝 送 、 デ ー タ処 理

② 利 用 され る場 面 ・目的

観 測 デ ー タの 収 集 、及 び そ れ らの解 析 予 測

③ 達 成 され て い る水 準(処 理 速 度 、伝 送 速 度 、 デ ー タ量 、精 度 、解 像 度

等 の水 準 を表 す 指 標 、 目標 に値 に対 して の達 成 度)

平 成8年3月 に ス ー パ ー コ ン ピ ュー タの更 新 を行 い 、計 算 速 度 が 十 数

倍 とな り、 数 値 予 報 モ デ ル の 大 幅 な緻 密化 、 地 方 天 気 分 布 予 報 や 地域 時

系 列 予 報 を開始 した 。
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資料番号 資料21

年度 平 成8,9年 度

主管省庁 運輸省 海上保安庁水路部海洋情報課

施策名 イ ン ター ネ ッ トを利 用 した海洋 デ ー タ高 度 利 用 シス テ ム の整 備

概要 本庁水路部 及 び管 区水路部 に海洋 デー タ高度利用 システムの ワークス

テ ー シ ョン及 び ソ フ トウェ ア を整 備 す る と と もに、 本 庁 と管 区水 路 部 間

の ネ ッ トワー ク化 を図 り、 デ ー タベ ー ス の 共 有 化 、 円滑 なデ ー タ流 通 等

に よ り水 路 業務 の効 率 化 、 デ ー タサ ー ビス を 図 る。 この た め 、 海 洋 デ ー

タ控 訴 利 用 シス テム の運 用 を行 う。

予算総額 平 成8年 度409平 成9年 度419(百 万 円)

プ ロ ジ ェ ク ト構 成
1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.
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資料番号 資 料22(1!2)

年度 平 成7年 度 ～平 成12年 度

主管省庁 郵政省

施策名 情報通信基盤技術 に関する基礎的 ・汎用的技術の研究開発

概要 1.大 量 ・多種の 情報 を高速 ・高効 率で伝送 し、マ ルチ キャ リア環境 下で の

高信頼 ・高品質で 、有無線一体 の情報 通信 ネ ッ トワー クを構築す る基盤技 術

を確 立す る。

2.聴 覚障害者お よび視覚障害者のための情報端末技術 の開発や、ヒトの脳

の知覚 ・認 知 メカニズムを明 らか にす るための基 盤研 究 を行 う。

3.種 々の映像 情報や デー タを自由 に扱 える高機 能 な映像 デー タベースや 、

それ らが ネ ッ トワークによ り統合 され た高度 な分散 デー タベースか らなる情

報通信システムの実現を目指 し、超高精細映像 を含む高度情報資源の生成、

蓄積、検索、圧縮、伝送に係わる共通基盤技術の研究開発 を行 う。

予算総額 平成9年 度4,691(百 万 円)

1.超 高速 ネ ッ トワー ク技術 の研 究
プ ロ ジ ェ ク ト構成

2.ユ ニバ ーサ ル端 末技術 の研 究

3.高 度情報資源伝送蓄積技術の研究

4.

5.

6.

7.

8.
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資料番号 資料22(2/2)

年度 平 成7年 度 ～平 成12年 度

主 管省 庁 ・部 署 郵政省通信総合研究所

プ ロ ジ ェ ク ト名 情報通信基盤技術に関する基礎的 ・汎用的技術の研究開発

概 要 ・目標 ① 実現 した い事項 ② 抱 えて いる課題 ③ 目標 を表 す具 体 的な数 値(処 理 速

度、伝送速度、 デー タ量、精度 、解像度等)

①超高速ネットワーク技術、ユニバーサル端末技術、高度映像情報技術

②研究分野が多岐にわたっているが、研究者が少ない

③数Tbps/光 ファイバ、Gbps/衛 星通信、100Mbps/移 動通信

ネ ットワーク高信頼性 ・マルチキャリア、汎用福祉型情報端末、記憶材料

200×200pixel60fps映 像作成、圧縮 ・蓄積 ・伝送技術の研究

予算額 4,691(百 万 円)

予算構成 ① ハ ー ドウ ェ ア購 入 費4,000

② ソ フ トウ ェ ア 開発 費500

③ シス テ ム運 用 費100

④ 人件 費

⑤ そ の他91

メ ンバ ー構 成 ① 参加機関 郵政省通信総合研 究所

② 実質的 な中核機関 ・部署
1

実施環境 ① ハ ー ドウ ェ ア(メ ー カー名 、 製 品名 、 処 理 機 能 等)

未 定

② ソ フ トウ ェ ア(メ ー カー名 、 製 品名 、機 能 等)

未 定

③ ネ ッ トワ ー ク(伝 送速 度 、構 成等)

未 定

④ 開発 従 事 者 数

約30人

情 報技術 との関連 ①利用 され る情報技 術(ス ーパ ーコン ピュー タ、 ネ ッ トワーク、 デー タベ ー

ス等)

ATM交 換機、手話データベース、映像データベース

②利用 され る場面 ・目的

各種ネットワーク環境(光 ファイバ、無線、衛星通信)

郵便局窓口

医療 ・教育

③ 達成 され ている水 準(処 理 速度 、伝 送速度 、 デー タ量 、精度、解像度 等 の

水 準 を表 す指標 、 目標 に値 に対 しての達成度)

本プロジェク トは6年 計画で本年度は3年 目であり、上記 「概要 ・目標」に示 した

数値を得られるように各要素技術 を研究中である。
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資料番号 資料23

年度 平成9年 度

主管省庁 郵政省通信政策局

施策名 マ ル チ メ デ ィ ア ・バ ー チ ャ ル ・ラ ボ の 構 築

概要 全国各地に分散する産学官の研究開発機関を高速ネットワークで結ぶこと

に よ り、それ らの研究 開発力 を結集 して、あ たか も1つ の研 究所 で研究 開発

を実施 してい る ような環境が実現で き るマルチ メデ ィア ・バ ーチ ャル ・ラボ

を構築す る。

平成9年 度から5ヶ 年計画で次のような研究開発 を実施する。

・離れた研究所間においてリアルな映像や音声を高い臨場感で再現する技術

・大量データを複数の研究施設に効率 よく分散 して処理する技術

・大量データをい くつかの回線に分割 して超高速で伝送する技術 等

予算総額 1、248(百 万 円)

プ ロ ジ ェ ク ト構 成
1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.
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資料番号 資料24

年度 平成9年 度

主管省庁 建設省 国土地理院

施策名 GIS整 備の推進

概要 社会構造 の高度 化 に不可 欠なア イテム と してGISを 位置づ け、GIS基 盤情報の 整

備、GISの 普及 ・利用拡大等 の施策 を実施 す る。

具体的 には、空間デー タ基盤整備 、GIS標 準 化の推進、地理情報の ネッ トワーク化

等の施策が含 まれている。

予算総額 397(百 万 円)

プ ロ ジ ェ ク ト構 成 1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.
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資料番号

年度

主管省庁

施策名

概要

予算総額

プ ロ ジ ェ ク ト構 成

資料25

平成8,9年 度

文部省

文化情 報総合 システムの整備充実

指定文化財 、 国立美術館 ・博物館等 の収蔵品、公立文化施設 の事業

の情報 に関 しデー タベース化 を進め、文化 に関す る情報 を総合 的に挺

す るネ ッ トワークの整備 を図る。

平 成8年 度611、 平 成9年 度661

1

2

3

4

5

6

7

8

72

蔵品、公立文化施設 の事業等

に関す る情報 を総合 的に提供

万 円)



資料番号 資料26

年度 平成9年 度

主管省庁 文部省

施策名 学 習 用 ソフ トウ ェ ア開 発 事 業

概要 多様 な教育活動 に適切 に対 応する学習用 ソフ トウェ アを学校 に供給 す

るため、情報処理技術 者等が参画す る教育委員会及 び民 間団体等 の開発

チ ームに教育的観 点 に立 った ソフ トウェアの開発 を委託 す る。

予算総額 500(百 万 円)

プ ロ ジ ェ ク ト構 成 1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.
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資料番号 資料27

年度 平 成8,9年 度

主管省庁 文部省

施策名 マ ル チ メ デ ィ ア ・ユ ニ バ ー シ テ ィ ・パ イ ロ ッ ト事 業

概要 新 しい高 等 教 育 シ ス テ ム ・教 育 方法 や ソ フ トウェ アの 開発 、 マ ル チ メ

デ ィ ア分 野 の研 究 者 ・技 術 者 の育 成 、 マ ル チ メ デ ィアの 先 端 的研 究 等 に

つ い て 、パ イ ロ ッ ト的 な役 割 を果 たす こ とを 目的 と して モ デ ル大 学 を設

定 し、 多 様 な マ ル チ メデ ィ ア機 器 を集 中 的 に導 入 し、 研 究 開 発 を進 め

る。

予算総額 平 成8年 度1,080、 補 正2,760、 平 成9年 度721(百 万 円)

プ ロ ジ ェ ク ト構 成 1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.
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資料番号 資料28

年度 平成9年 度

主管省庁 文部省

施策名 科学系博物館活用 ネ ッ トワー ク推進事業

概要 科学系博物館 の有す る専門的機能や特色 を生か しつつ 、博物館 の機 能

の充実 と有効活用の促進 を図 るため、地域 において拠点 となる博物館 を

中心 に複 数 の 博 物 館 と学 校 、 関 係 機 関 、 団体 等 が ネ ッ トワー ク を形 成

し、青少年 のための 自然科学 に関す る多様 な事業 をモ デル的に実施 し、

その成果 を全 国に普及す る。

予算総額 565(百 万 円)

プ ロジ ェ ク ト構 成 1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.
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資料番号 資料29

年度 平成9年 度

主管省庁 厚生省

施策名 厚 生行 政総合情報 システムの整備

概要 厚 生行政分野 の情報化 を推進す るため、厚生省 と関係機 関 との情報 シ

ス テ ム の基 盤 で あ る厚 生行 政 総 合 情 報 ネ ッ トワー ク シス テ ム を円滑 に稼

動 させ る た め及 び 、今 後 の シス テム の 拡 張 に も対 応 で き る よ う、 各都 道

府 県 にあ る民 間業 者 が 設 置 して い る 「地 域 の ネ ッ トワー ク管 理 セ ン ター

(NOC)」 の利 用 を図 る

広 域 の デ ー タ通 信 を高 速 の 大 容 量 処 理 で き る 「フ レー ム リ レー 網 」 を

活 用 す る こ とに よ り、 厚 生 行 政 総 合 情 報 ネ ッ トワー ク シス テ ムの 通 信 能

力 の 強 化(現 行 の6倍 か ら25倍)を 図 る

予算総額 614(百 万 円)

プ ロ ジ ェ ク ト構 成 1.厚 生 行 政 総 合 情 報 シ ス テ ム の 整備614(百 万 円)

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.

76



資料番号 資料30

る

年度 平成9年 度

主管省庁 厚生省

施策名 GIS(地 理情 報 シス テ ム)を 活 用 した情 報 基 盤 整 備

概要 平成9年 度新規事 業

地 図システムと医療情 報、保健情報等 との連携 を図 ることを目的 とす

(詳細 につ いては、現在検討 中)

予算総額 243(百 万 円)

プ ロ ジ ェ ク ト構 成

3

4

5

6

7

8

1.GISを 活 用 した情 報 基 盤 整 備243(百 万 円)

2.
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資料番号 資料31

)

年度 平成9年 度

主管省庁 厚生省

施策名 地 域保 健 医療 ・福 祉 ネ ッ トワ ー ク/行 政 支援 シス テ ム の構 築

概要 順 次 整備 され る 「厚 生 行 政 総 合 情 報 シス テ ム」 の拡 張 を通 して 、 国、

都 道 府 県 、保 健 所 、市 町村 、 等 の 保 健 医療 福 祉 行 政 機 関 につ い て 、全 国

的 な ネ ッ トワー ク を整 備 し双 方 向で の 施 策 決定 の支 援 や行 政 情 報 の高 度

利 用 を図 る シス テ ム を構 築 す る。

各 地 方 自治体 で の保 健 所 ネ ッ トワ ー ク を、相 互 に接 続 し、 全 国 ネ ッ ト

ワ ー ク とす る

予算総額 834(百 万 円)

プ ロ ジ ェ ク ト構 成 1.地 域 保 健 医 療 ・福 祉 ネ ッ トワ ー ク!行 政 支 援 シ ス テ ム の 構 築834(百 万 円

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.
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資料番号 資料32

年度 平成9年 度

主管省庁 厚生省

施策名 医療費情報 総合管理分析 システム

概要 磁 気 デ ー タ化 され た医 療 関連 情 報 を、 ネ ッ トワー ク を通 じて 、 各 保 険

者 に迅 速 に提 供 で きる よう構築 された医療 費情 報提供 システ ム を拡 張

し、保険医療機 関に関す る固有情報、各健康保 険組合 の レセ プ トデー タ

か ら分析 した医療費 の動向 に関す る情報 を分析管理す るための システム

を構 築す る

予算総額 176(百 万 円)、

プ ロジ ェ ク ト構 成 1.医 療 費 情 報 総 合 管 理 分 析 シス テ ム176(百 万 円)

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.
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資料番号

年度

主管省庁

施策名

概要

予算総額

プ ロ ジ ェ ク ト構 成

資料33

平成9年 度

厚生省

体制整備 を進 める

整 備 す る。

た通信 システム を整備す る

1,709

(2.国 立 病 院 総 合 ネ ッ トワ ー クの 整備

3.

4.

5.

6.

7.

8.

80

一一 　

害 ・救 急 医 療 情 報 シ ス テ ム)の 整 備

報セ ン ターにおいて、救急医療施 設 にお

)診療科別の手術 ・処置 の可否、(3)病床 の

、医療施設 、消 防本部 、地域住 民等 か ら

施設 を選定 、回答す るシステムを構 築中

大す る とともに、空床情報 の正確 な入力

情報連絡 システム を国立病 院等 において

無線通信 の活用 等複数の通信手段 を備 え

(百 万 円)

災 害 ・救 急 医 療 情 報 システム)の 整備

1,709(百 万 円)

の 整備3,670(百 万 円)一 部)

一ー一



資料番号 資料34

D

う

年度 平成9年 度

主管省庁 厚生省

施策名 情報化技術開発研究

概 要' 厚 生 科 学研 究 の情 報 化技 術 開発研 究課 題 と して 、 これ まで の 技 術 開発

テ ー マ を受 け て 、(1)画 像 情 報 の電子 化 に関 す る研 究 、(2)画 像 情 報 の電 子

保 存 に関 す る研 究 な どを(財)医 療 情 報 シス テ ム 開発 セ ン ター(MEDIS・

C)等 に委 託 して研 究 開発 を行 う

(1)画 像 情 報 の電 子 化 一テ"ジタル画 像 の 評 価 を行 う、 当面2000×2α0

0×10ビ ット画 像 、 画 像 圧縮 率 は1/10で のR㏄ 解 析 を行 う

(2)画 像 情 報 の電 子 保 存 一共 通 規 格 の 運 用 と適 合 機 器 の証 明 を行

予算総額 120(百 万 円)

プ ロ ジ ェ ク ト構 成 1.情 報 化 技 術 開 発 研 究120(百 万 円)

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.
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資料番号 資料35

年度 平成9年 度

主管省庁 厚生省

施策名 介 護 保 険 導 入 に向 け た福 祉 ・保 健情 報 ネ ッ トワ ー クの構 築

概要 高齢 者 、 障害 者 等 に ネ ッ トワー クで結 ば れ た福 祉 ・保 健 機 関 の もつ 各

種情 報 を提 供 す る と も に、福 祉 ・保 健 情 報 シ ス テ ム(WHISNET)

との接 続 に よ り情 報 の 充 実 を図 る

予算総額 743(百 万 円)

プ ロ ジ ェ ク ト構 成 1.介 護 保 険 導 入 に 向 け た福 祉 ・保 健 ネ ッ トワ ー クの 構 築743(百 万 円)

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.

82



資料番号 資料36

カ

年度 平成9年 度

主管省庁 社会保険庁

施策名 被 保 険 者証 機 能 を有 す るICカ ー ド(医 療保 険 カー ド)の 開発

概要 熊本 県八代市 において、平成7年 度 よ り実験 導入 されてい る医療保険

一 ド(被 保 険者証機 能 を有す るICカ ー ド)シ ステムの運用、機能拡張

実験 、利用状況 の調査及 び将来機能の研 究等 を進め る

予算総額 361(百 万 円)

プ ロ ジ ェ ク ト構 成 1.医 療 保 険 カー ドシス テ ム の運 用150(百 万 円)

2.医 療 保 険 カー ドシス テ ム の機 能 拡 張 実 験150(百 万 円)

3.医 療 保 険 カー ドシス テ ム の利 用 状 況 調 査 及 び将 来 機 能研 究

61(百 万 円)

4.

5.

6.

7.

8.
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資料番号 資料37(1/5)

年度 平成9年 度

主管省庁 農林水産省

施策名 農業農村整備 におけ る地理情報 システム(GIS)の 活用

概要 平 成7年 度 に構造改善局計 画 部で作 成 した農業農村 に関す る情報化推進 構

想(地 域資 源情報 ネ ッ トワー ク整備構 想)に 基づ き、地理 情報 システム(GI

S)等 の 高度情 報処 理技術 を導 入す る とと もに、各種 情報地 理 シス テムの ネ

ッ トワー クか を行 ない、空 間デ ータの相互利 用 、各種計画業 務等 の高度化 ・

効率化 を図る。

予算総額 147(百 万 円)

プ ロ ジ ェ ク ト構 成 1.GISネ ッ トワー ク シス テ ム の 構 築38(百 万 円)

2.水 系 情 報 管 理 調 査33(百 万 円)

3.GISを 活用 した 農 業 農村 整 備 事 業 調 査29(百 万 円)

4.農 業 農村 整 備 情 報 化 支援 調 査31(百 万 円)

5.

6.

7.

8.
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資料番号 資 料37(2/5)

年度 平成9年 度

主管省庁 ・部署 農林水産省 構造改善局計画部地域計画課

プロ ジ ェ ク ト名 GISネ ッ トワー ク シス テム の構 築

概 要 ・目標 ① 実 現 した い事 項 ② 抱 えて い る課 題 ③ 目標 を表 す 具 体 的 な数 値(処

理 速 度 、 伝 送 速 度 、 デ ー タ量 、 精度 、解 像 度 等)

空間デー タ(図 形 データ+数 値 デー タ)の 相互利用 を可 能 とす るク リア リ

ングハ ウスの設計 開発 と、各種 基礎調査 にお け る地 図関係 業 務 をパ ソコン上

で処理 す るプロ グラムの開発

予算額 38(百 万 円)

予算構成 ① ハー ドウェア購入費

② ソフ トウェア開発費

③ システム運用 費

④ 人件費

⑤ その他

メ ンバ ー構 成 ① 参加機関

② 実質的 な中核機 関 ・部署

実施環境 ① ハ ー ドウ ェ ア(メ ー カ ー名 、 製 品 名 、 処 理機 能等)

② ソ フ トウ ェ ア(メ ー カ ー名 、製 品名 、 機 能等)

③ ネ ッ トワー ク(伝 送 速 度 、構 成 等)

④ 開 発 従 事 者 数

情報技術 との関連 ① 利 用 され る情 報技 術(ス ーパ ー コ ンピ ュ ー タ、 ネ ッ トワ ー ク、 デ ー タ

ベ ー ス等)

② 利 用 され る場 面 ・目的

③ 達 成 され て い る水 準(処 理 速 度 、 伝 送 速 度 、 デ ー タ量 、 精 度 、解 像 度

等 の 水 準 を表 す指 標 、 目標 に値 に対 しての 達 成 度)
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資料番号 資 料37(3!5)

年度 平成9年 度

主管省庁 ・部署 農林水産省 構造改善局計画部地域計画課

プ ロ ジ ェ ク ト名 水系情報管理調査

概 要 ・目標 ① 実現 した い事 項 ② 抱 え て い る課 題 ③ 目標 を表 す 具 体 的 な数 値(処

理 速度 、伝 送 速 度 、 デ ー タ量 、精 度 、解 像 度 等)

土地改良調査管理事務所 にお けるGIS利 用 のための、詳細農用地利用計 画

図(112500)の デ ィジタル化 、お よびその提供

予算額 33(百 万 円)

予算構成 ①ハ ー ドウェア購 入費

② ソフ トウェア開発費

③ システム運用費

④ 人件費

⑤ その他

メ ンバ ー構 成 ①参加機関

②実質 的な中核機関 ・部署

実施環境 ① ハ ー ドウェ ア(メ ー カ ー名 、 製 品名 、処 理 機 能等)

② ソ フ トウ ェ ア(メ ー カー 名 、 製 品 名 、機 能等)

③ ネ ッ トワー ク(伝 送 速 度 、 構 成 等)

④ 開発 従 事 者 数

情 報技術 との関連 ① 利 用 され る情 報 技 術(ス ー パ ー コ ン ピュ ー タ、 ネ ッ トワ ー ク、 デ 三 タ

ベ ー ス等)

② 利 用 され る場 面 ・目的

③ 達 成 され て い る水 準(処 理 速 度 、伝 送 速 度 、 デ ー タ量 、 精 度 、 解 像 度

等 の水 準 を表 す 指 標 、 目標 に値 に対 して の達 成 度)
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資料番号 資 料37(4/5)

年度 平成9年 度

主管省庁 ・部署 農林水産省 構造改善局計画部地域計画課

プ ロ ジ ェ ク ト名 GISを 活用 した農業農村整備事業調査

概 要 ・目標 ①実現 したい事項 ②抱 えている課題 ③ 目標 を表す具体 的な数値(処

理速度、伝送速度 、データ量、精度、解像度等)

事業計画策定 から事業実施、施設管理 まで を考慮 したシステムの全体構想

の策定、および全体構想に基づ く事業計画作成支援 システムの検討

予算額 29(百 万 円)

予算構成 ①ハ ー ドウェア購入費

② ソフ トウェア開発費

③ シス テム運用費

④ 人件費

⑤ その他

メ ンバ ー構 成 ① 参加機関

② 実質的 な中核機 関 ・部署

実施環境 ① ハ ー ドウ ェ ア(メ ー カー 名 、製 品 名 、 処 理 機 能 等)

② ソ フ トウ ェ ア(メ ー カー名 、製 品 名 、 機 能 等)

③ ネ ッ トワ ー ク(伝 送 速度 、構 成等)

④ 開発 従 事 者 数

情報技術 との関連 ① 利 用 され る情 報 技 術(ス ーパ ー コ ン ピュ ー タ、 ネ ッ トワー ク、 デ ー タ

ベ ー ス等)

② 利 用 され る場 面 ・目的

③ 達 成 され て い る水 準(処 理 速度 、伝 送 速 度 、 デ ー タ量 、 精度 、解 像 度

等 の 水 準 を表 す指 標 、 目標 に値 に対 して の達 成 度)
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資 料 番 号

年 度

主 管 省 庁 ・部 署

プ ロ ジ ェ ク ト名

概 要 ・目標

予算額

予算構成

メ ンバー構成

実施環境

情 報技術 との関連

資料37(5/5)

平成9年 度

農林水 産省 構 造改善局計 画部 地域計 画課

農業農村整備情報化支援調査

① 実現 したい事 項 ②抱 えてい る課題

理速度 、伝 送速度、デー タ量 、精度 、解 像度等)

① ハ ー ドウ ェ ア購 入 費

② ソ フ トウ ェ ア 開発 費

③ シス テ ム 運 用 費

④ 人件 費

⑤ そ の他

① 参加 機 関

② 実 質 的 な 中核 機 関 ・部 署

① ハ ー ドウ ェ ア(メ ー カー 名 、 製 品 名 、 処 理 機 能 等)

② ソ フ トウ ェ ア(メ ー カ ー名 、 製 品 名 、 機 能 等)

③ ネ ッ トワ ー ク(伝 送 速 度 、 構 成等)

④ 開発 従 事 者 数

ベ ース 等)

② 利 用 され る場 面 ・目的

等 の 水 準 を表 す指 標 、

88

域計画課

課題 ③ 目標 を表 す具体 的な数値(処

精度 、解 像度等)

31(百 万 円)

品 名 、 処 理 機 能 等)

品 名 、 機 能 等)

等)

コ ン ピ ュ ー タ、 ネ ッ トワ ー ク 、 デ ー タ

、 伝 送 速 度 、 デ ー タ量 、 精 度 、 解 像 度

に 対 し て の 達 成 度)



資料番号 資料38(1/4)

年度 平成9年 度

主管省庁 農林水産省

施策名 漁獲量管理情報処理システム開発事業

概要 「海洋生物資源の保存及び管理に関する法律」等関連4法 案 に基づ き、排

他的経済水域及 びこれに伴う同水域内における漁獲可能量(TAC)の 決定 と

適切な資源管理 を行なうため、漁獲情報、水 揚げ情報等に関するコンピュー

タネットワークを構築 し、必要 な基礎的資料 ・情報の整備 を推進し、的確 な

漁獲量の管理を図る。

第1年 度(平 成8年 度)に 開発 されたシステムに対する検証、運営事業。

予算総額 350(百 万 円)

プ ロ ジ ェ ク ト構 成 1.漁 獲 情 報 シス テ ム の ソ フ ト開発(百 万 円)

2.機 器 の 整備 運 営 、 管 理 運営(百 万 円)

3.デ ー タ収 集 ・解 析 、 運 営教 育 、等(百 万 円)

4.

5.

6.

7.

8.
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資料番号 資料38(2/4)

年度 平成9年 度

主 管 省 庁 ・部 署 農林水産省 水産庁 海洋漁業部漁船課

プ ロ ジ ェ ク ト名 漁獲管理情報 システムのソフ ト開発

概 要 ・目標 ① 実 現 した い事 項 ② 抱 え てい る課 題 ③ 目標 を表 す 具体 的 な 数値(処

理 速 度 、伝 送 速 度 、 デ ー タ量 、 精 度 、 解 像 度 等)

平成8年 度 に開発 された漁獲 管理情報 シス テムの検証、開発 された ソフ ト

ウェアのバ ージ ョンア ップ及 び漁協 へ の導入 のため に必要 な既存 システム利

用推進 プロ グラムの開発 を行 な う

予算額 (百 万 円)

予算構成 ①ハ ー ドウエア購 入費

② ソフ トウェア開発費

③ システム運用費

④ 人件 費

⑤ その他

メ ンバ ー構 成 ①参加 機関

② 実質的 な中核機 関 ・部署 漁業情報サービスセンター

実施環境 ① ハ ー ドウ ェ ア(メ ー カー 名 、 製 品 名 、 処 理 機 能等)

オ フ ィス コ ン ピュ ー タ

② ソ フ トウ ェ ア(メ ー カ ー名 、 製 品 名 、 機 能 等)

③ ネ ッ トワ ー ク(伝 送 速 度 、 構 成等)

④ 開 発 従 事 者 数

情報技術 との関連 ① 利 用 され る情 報 技 術(ス ーパ ー コ ン ピュ ー タ、 ネ ッ トワ ー ク、 デ ー タ

ベ ー ス等)

② 利 用 され る場 面 ・目的

③ 達 成 され て い る水 準(処 理 速 度 、伝 送 速 度 、 デ ー タ量 、精 度 、 解 像 度

等 の水 準 を表 す 指 標 、 目標 に値 に対 して の 達 成 度)
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資料番号 資料38(3/4)

年度 平成9年 度

主 管 省 庁 ・部 署 農林水産省 水産庁 海洋漁業部漁船課

プ ロ ジ ェ ク ト名 機器の整備運営、管理運営

概 要 ・目標 ①実現 したい事項 ② 抱 えている課題 ③ 目標 を表 す具体的 な数値(処

理速度、伝送速度 、デー タ量、精度、解像度等)

国、都道府県、漁業団体等を結ぶ情報通信 ネットワークを構築するための

機器の整備及び管理運営

予算額 (百万 円)

予算構成 ① ハ ー ドウェア購 入費

② ソフ トウェア開発 費

③ システム運用費

④ 人件費

⑤ その他

メ ンバ ー構 成 ①参加機 関 国及び委託先団体、漁業団体、県

②実質 的な中核機 関 ・部署

実施環境 ① ハ ー ドウ ェ ア(メ ー カ ー名 、 製 品名 、 処 理 機 能 等)

② ソ フ トウ ェ ア(メ ー カ ー名 、 製 品名 、 機 能 等)

③ ネ ッ トワー ク(伝 送 速 度 、構 成 等)

④ 開発 従 事 者 数

情報技術 との 関連 ① 利 用 され る情 報 技 術(ス ーパ ー コ ン ピュ ー タ、 ネ ッ トワ ー ク、 デ ー タ

ベ ー ス等)

② 利 用 され る場 面 ・目的

③ 達 成 され て い る水 準(処 理速 度 、 伝 送 速 度 、 デ ー タ量 、 精度 、解 像 度

等 の水 準 を表 す指 標 、 目標 に値 に対 して の 達 成 度)
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資料番号 資 料38(4!4)

年度 平成9年 度

主 管 省 庁 ・部 署 農林水産省 水産庁 海洋漁業部漁船課

プ ロ ジ ェ ク ト名 デー タ収集 ・解析 、運営教育 、等

概 要 ・目標 ① 実 現 した い 事 項 ② 抱 え て い る課 題 ③ 目標 を表 す 具体 的 な 数値(処

理 速 度 、伝 送 速度 、 デ ー タ量 、 精 度 、 解像 度 等)

シス テムの本 格的 な運用 に当 た り、当該 システ ムを利用 して、必 要 なデ ー

タの収集 ・解析 等 を行 なうとと もに、研 修会 の開催等、都道府 県、漁協 へ の

本 システムの馴知 ・普及 を図 る。

予算額 (百万 円)

予算構成 ①ハ ー ドウェア購入費

② ソフ トウェア開発費

③ システム運用費

④ 人件 費

⑤ その他

メ ンバ ー構 成 ①参 加機関

② 実質的 な中核機関 ・部署(社)漁 業情報サービスセンター

実施環境 ① ハ ー ドウ ェ ア(メ ー カ ー名 、 製 品名 、処 理 機 能 等)

② ソ フ トウ ェア(メ ー カー名 、 製 品 名 、 機 能等)

③ ネ ッ トワー ク(伝 送速 度 、構 成等)

④ 開 発 従 事 者 数

情 報技術 との関連 ① 利 用 され る情 報 技 術(ス ーパ ー コ ン ピ ュー タ、 ネ ッ トワ ー ク、 デ ー タ

ベ ー ス等)

② 利 用 され る場 面 ・目的

③ 達 成 され て い る水 準(処 理 速 度 、 伝 送 速 度 、 デ ー タ量 、 精 度 、解 像 度

等 の 水 準 を表 す 指 標 、 目標 に値 に対 して の達 成 度)
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資料番号 資料39(1/2)

年度 平成9年 度

主管省庁 農林水産省

施策名 漁獲量管理情報処理 システム整備事業

概要 8年 度 に整備 されなかった19県190カ 所 に対す る情報 通信 ネ ッ トワー

クお よびそのための機器整備

予算総額 389(百 万 円)

プ ロ ジ ェ ク ト構 成 1.情 報通信 ネ ッ トワークお よび機器整備389(百 万 円)

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.
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資料番号 資料39(212)

年度 平成9年 度

主管省庁 ・部署 農林水産省 水産庁 海洋漁業部漁船課

プ ロ ジ ェ ク ト名 情報通信 ネ ッ トワー クお よび機器整備

概 要 ・目標 ① 実現 した い 事 項 ② 抱 えて い る課 題 ③ 目標 を表 す 具体 的 な数値(処

理 速 度 、 伝 送 速 度 、 デ ー タ量 、 精度 、 解 像 度 等)

8年 度 に整備 されなかった19県190カ 所 に対す る情報 通信 ネ ッ トワー

クお よびその ため の機器整備

予算額 389(百 万 円)

予算構成 ① ハー ドウェア購 入費

② ソフ トウェア開発費

③ シス テム運用費

④ 人件費

⑤ その他

メ ンバ ー構成 ① 参加機関 都道府県

② 実質的 な中核機 関 ・部署 漁業情報サービスセンター

実施環境 ① ハ ー ドウ ェ ア(メ ー カー名 、 製 品 名 、 処 理 機 能 等)

オ フ ィス コ ン ピ ュー タ

② ソ フ トウ ェ ア(メ ー カー名 、 製 品 名 、 機 能 等)

③ ネ ッ トワ ー ク(伝 送 速 度 、 構 成 等)

④ 開発 従 事 者 数

情報技術 との関連 ① 利 用 され る情 報 技 術(ス ーパ ー コ ン ピュ ー タ、 ネ ッ トワ ー ク、 デ ー タ

ベ ー ス等)

② 利 用 され る場 面 ・目的

③ 達 成 され て い る水 準(処 理 速 度 、伝 送 速度 、 デ ー タ量、 精 度 、解 像 度

等 の水 準 を表 す 指 標 、 目標 に値 に対 して の 達 成 度)
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資料番号 資料40

年度 平成9年 度

主管省庁 農林水産省

施策名 気象情報農業高度利用対策

概要 気象 情報農業 高度利用 中央セ ンターの運営 お よび、 同セ ン ターが提供す る

地域気象情報 に関す る気象情報 デー タの活用 、気象情報 シス テム等 に関す る

普及 ・啓発 を行 なう。

、

予算総額 587(百 万 円)

プ ロ ジ ェ ク ト構 成 1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

ノ

8.
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資料番号 資料41(1/4)

年度 平成9年 度

主管省庁 農林水産省

施策名 農林水 産 ジーンバ ンク事業

概要 農林水産物の 遺伝 資源の総合 的な収集 ・受 入、評価 ・保存 、管理 、利用 シ

ステ ムを整備 し、その円滑 な運営 を図 る。

予算総額 103(百 万 円)

プ ロジ ェ ク ト構 成 1.遺 伝 資源 の分類、同定、評価 、素材(百 万 円)

2.遺 伝 資源 の維持 配布(百 万 円)

3.遺 伝資源 の探索導入及 び施設の運営(百 万 円)

4.遺 伝資源 の管理運営 に関す る調整(百 万 円)

5.遺 伝資源情報の管理運営(DB開 発)(百 万 円)

6.遺 伝資源 の普及及 び利用促 進(百 万 円)

7.遺 伝資源保存管理施設の維持運営(百 万 円)

8.
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資料番号 資 料41(2/4)

年度 平成9年 度

主 管省 庁 ・部 署 農林水産省

プ ロジ ェ ク ト名 遺 伝 資 源 の分 類 、同定 、 評 価 、素 材

概 要 ・目標 ①実現 したい事項 ② 抱 えてい る課題 ③ 目標 を表す具体的 な数値(処

理速度 、伝送速度、デー タ量、精度、解像度等)

地域農業 の振興 に役立つ植物遺伝 資源 を選定 し、その特性評価 を行 な

う。

予算額 (百 万 円)

予算構成 ・ハ ー ドウ ェ ア 購 入 費

・ソ フ トウ ェ ア 購 入 費

・シ ス テ ム 運 用 費

・人 件 費

・そ の 他

メ ンバ ー構 成 ・参 加 機 関 農業 研 究 セ ン ター、 農 業 生 物 資 源 研 究 所 、農 業 試 験

場 、水 産研 究所 、 他

・実 質 的 な 中核 機 関 ・部 署

実施環境 ・ハ ー ドウ ェ ア(メ ー カ ー 名 、製 品 名 、処 理 機 能 等)

・ソ フ トウ ェ ア(メ ー カ ー 名 、製 品 名 、機 能 等)

・ネ ッ トワ ー ク(伝 送 速 度 、構 成 等)

・開 発 従 事 者 数

情報技術 との関連 ・利 用 され る情 報 技 術(ス ーパ ー コ ンピ ュ ー タ
、 ネ ッ トワ ー ク 、 デ ー タ

ベ ー ス等)

な し

・利 用 され る場 面 ・目 的

・達 成 され て い る水 準(処 理 速 度 、伝 雄 速 度 、デ ー タ量 、精 度 、解 像 度 等 の

水 準 を表 わす 指 標 、目標 値 に対 して の 達 成度)
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資料番号 資 料41(3/4)

年度 平成9年 度

主管省庁 ・部署 農林水産省

プ ロ ジ ェ ク ト名 遺伝資源の維持 配布

概 要 ・目標 ①実現 したい事項 ②抱 えている課題 ③ 目標 を表す具体 的な数値(処

理速度、伝 送速度 、デー タ量、精度、解像度等)

栄養体保存 による植物 遺伝資源 を推進する。

また、遺伝資源 の再増殖 に必要 なアクテ ィブ コレクシ ョンの拡充 を行

な う。

予算額 (百万円)

予算構成 ・ハ ー ドウ ェ ア購 入 費

・ソ フ トウ ェ ア購 入 費

・シ ス テ ム 運 用 費

・人 件 費

・そ の 他

メ ンバ ー構成 ・参 加 機 関 農 業研 究 セ ンター 、農 業 生 物 資 源 研 究 所 、農 業 試

験 場 、水 産研 究 所 、他

・実 質 的 な中核 機 関 ・部 署

実施環境 ・ハ ー ドウ ェ ア(メ ー カ ー 名 、製 品 名 、処 理 機 能 等)

・ソ フ トウ ェ ア(メ ー カ ー 名 、製 品 名 、機 能 等)

・ネ ッ トワ ー ク(伝 送 速 度 、構 成 等)

・開 発 従 事 者 数

情報技術 との関連 ・利 用 され る情 報 技 術(ス ーパ ー コ ンピュ ー タ、 ネ ッ トワー ク、 デ ー タ

ベ ース等)

な し

・利 用 され る場 面 ・目的

・達 成 され て い る水 準(処 理 速 度 、伝 雄 速度 、デ ー タ量 、精度 、解 像 度 等 の

水 準 を表 わす 指 標 、目標 値 に対 しての 達成 度)
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資料番号 資 料41(4/4)

年度 平成9年 度

主管省庁 ・部署 農林水産省

プ ロ ジ ェ ク ト名 遺伝 資源の探索導 入及 び施設の運営

概 要 ・目標 ① 実現 した い事 項 ② 抱 えて い る課 題 ③ 目標 を表 す具 体 的 な 数値(処

理 速 度 、伝 送 速 度 、デ ー タ量 、精 度 、解 像 度 等)

遺 伝 資 源 の 育 種 等 の活 用 を図 る ため の、デ ー タベ ー ス化 、及 び情 報 提 供

を行 な う。

予算額 (百万円)

予算構成 ・ハ ー ドウ ェ ア購 入 費

・ソ フ トウ ェ ア購 入 費

・シ ス テ ム 運 用 費

・人 件 費

・そ の 他

メ ンバ ー構 成 ・参 加 機 関 農 業研 究 セ ン ター、 農 業 生 物 資 源 研 究 所 、農 業 試

験 場 、水 産研 究 所 、 他

・実 質 的 な 中核 機 関 ・部 署

実施環境

4

・ハ ー ドウ ェ ア(メ ー カ ー 名 、製 品 名 、処 理 機 能 等)

・ソ フ トウ ェ ア(メ ー カ ー名
、製 品 名 、機 能 等)

・ネ ッ トワ ー ク(伝 送 速 度
、構 成 等)

・開 発 従 事 者 数

情報技術 との関連 ・利 用 され る情 報 技 術(ス ー パ ー コ ン ピュ ー タ
、 ネ ッ トワー ク、 デ ー タ

ベ ー ス 等)

な し

・利 用 され る場 面 ・目的

・達 成 され て い る水 準(処 理 速 度 、伝 雄 速 度 、デ ー タ量 、精 度 、解 像 度 等 の

水 準 を表 わ す指 標 、目標 値 に対 して の 達 成 度)
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資料番号 資 料42(1/2)

年度 平成9年 度

主管省庁 通商産業省

施策名 新ソフ トウェア構造化モデル研究開発

概要 計算機 を取 り巻 く環境の変化 に対 して、 ソ フ トウェア自身が プログラム構

成やその内容 を変化 させ、柔軟 かつ臨機応 変 に対応で きるよ うな協調機能 を

もったエー ジェ ン ト部 品によ り構 成 され るソ フ トウェアアー キテ クチ ャの 開

発 を行 なう。

予算総額 393(百 万 円)

プ ロ ジ ェ ク ト構 成 1.NEDO担 当 分326(百 万 円)

2.ETL担 当 分

3.機 械 技 術 研 究 所 担 当 分

4.

5.

6.

7.

8.
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資料番号 資 料42(212)

年度 平成9年 度

主管省庁 ・部署 通商産業省 工業技術院

プ ロ ジ ェ ク ト名 NEDO担 当分

概 要 ・目標 ① 実 現 した い事 項 ② 抱 え てい る課 題 ③ 目標 を表 す 具 体 的 な 数値(処

理 速 度 、伝 送 速 度 、 デ ー タ量 、 精度 、解 像 度 等)

専用 エー ジェン ト指向言語 の開発、 ならびに状況 メカニズ ムの開発

予算額 326(百 万 円)

予算構成 ① ハー ドウェア購入費

② ソフ トウェア開発費

③ シス テム運用費

④ 人件 費

⑤ その他

メ ンバ ー構 成 ① 参 加 機 関IPA、 北陸先端大 、東大、慶雁大 、SRIイ ンターナ シ ョナル

② 実 質 的 な 中核 機 関 ・部 署IPA

実施環境 ① ハ ー ドウ ェ ア(メ ー カ ー名 、製 品名 、 処 理 機 能等)

SunWorkstation

② ソ フ トウェ ア(メ ー カ ー名 、 製 品名 、機 能等)

Solaris

③ ネ ッ トワー ク(伝 送速 度 、 構 成等)

EthemetLan

④ 開発従事者数

情報技術 との関連 ① 利 用 され る情 報 技 術(ス ーパ ー コ ン ピ ュー タ、 ネ ッ トワー ク、 デ ー タ

ベ ー ス等)

エ ー ジ ェ ン ト指 向 言語 、状 況 メ カニ ズ ム

② 利 用 され る場 面 ・目的

人間が関与 す るこ とな く、 ソ フ トウェアが 自律 的 に周 りの環境 を察 知

す る ことによ り、 自身の 仕様 を変更す る機能 を実 現す る。本研 究では、 マ

イ クロマ シ ンの制御用 ソフ トウェアを目標 としている。

③ 達 成 され て い る水 準(処 理 速 度 、 伝 送 速 度 、 デ ー タ量 、 精 度 、解 像 度

等 の水 準 を表 す 指 標 、 目標 に値 に対 して の 達 成 度)

基 本 メ カニ ズ ムが 動作 す る こ との確 認 は で きて い る
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資料番号 資料43

年度 平成9年 度

主管省庁 通商産業省

施策名 電子商取引の普及促進事業

概要 地域 の中堅 ・中小 企業へ のエ レク トロニ ッ クコマースの普 及 を促 進す る た

め、 中堅 ・中小 企業 を核 とした電子商取引 の モデル事業 を実 施 し、先進的 な

技術 開発 ・実証 実験 、啓発、教 育、 コ ンサ ル テーシ ョン、お よび技術 支援 等

を行 な う。

予算総額 340(百 万 円)

プ ロ ジ ェ ク ト構 成 1.エ レク トロ ニ ッ ク コマ ー ス普 及 支 援 事 業74(百 万 円)

2.電 子 商 取 引普 及 促 進 事 業265(百 万 円)

3.

4.

5.

6.

7.

8.
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資料番号 資料44

年度 平成9年 度

主管省庁 通商産業省

施策名 先進 的 アプ リケーシ ョンの整備

概要 地方公共団体等が地場産業の振興、住民サ ービスの高度化等の目的で先進

的情報化モデル事業を行 なうために整備する情報化モデル事業施設の建設 を

支援す る。

予算総額 1,912(百 万 円)

プ ロ ジ ェ ク ト構 成 1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.
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資料番号 資料45

年度 平成9年 度

主管省庁 通商産業省

施策名 次世代情報処理技術 基盤 開発事業(RWC)

概要 21世 紀 の高度 情報化社 会 に必要 な、現 実社 会の曖昧で誤 りも含 む大

量 のマルチ メデ ィア情報 を、現実 的な時 間の範囲内で処理 しうる革新 的

な コンピュー タ技 術の研 究開発 を推進 す る。

予算総額 6,077(百 万 円)

プ ロ ジ ェ ク ト構 成 1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.
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資料番号 資料46

年度 平成9年 度

主 管 省 庁 ・部 署 運輸省情報管理部情報企画課行政情報化推進室

プ ロ ジ ェ ク ト名 運輸 省 行 政情 報 ネ ッ トワ ー ク シ ステ ムの 構 築

概 要 ・目標 ① 実現 した い事 項 ② 抱 え て い る課 題 ③ 目標 を表 す 具 体 的 な数 値(処

理 速 度 、伝 送 速 度 、 デ ー タ量 、 精 度 、 解 像 度 等)

各省 庁 の 行 政 情 報 の基 本 計 画 に則 っ た 取 組 で あ り、 運 輸 省 の 地 方 部

局 も含 め て ネ ッ トワ ー ク化 し て い くプ ロ ジ ェ ク トで あ る。 平 成7年 度

よ り5ヵ 年計 画 で 平 成ll年 度 を目標 に整 備 を進 め てい る。 本 プ ロジ ェ

ク トは 行 政 情 報化 推 進 室 の業 務 その もの と もい え る。

予算額 678(百 万 円)

予算構成 ●電算機及 び付 随す るアプ リケーシ ョンソフ ト借料

● ネ ッ トワー ク保守

●消耗 品

等(予 算の詳細は不詳)

メ ンバ ー構 成 ① 参加機関

② 実質的 な中核機関 ・部署:運 輸省情報管理部 が推進

実施環境 ① ハ ー ドウ ェ ア(メ ー カー 名 、 製 品名 、処 理 機 能等)

② ソ フ トウ ェ ア(メ ー カー 名 、 製 品名 、機 能等)

① 及 び② につ い て は、行 政情 報基 本 計 画 に則 っ て い る た め 、 各 省 庁 と

横 並 び の整 備 とな って い る。

③ ネ ッ トワ ー ク(伝 送 速 度 、構 成等)

④ 開発 従 事 者 数

情報技術 との 関連 ① 利 用 され る情 報 技 術(ス ー パ ー コ ン ピュ ー タ、 ネ ッ トワー ク、 デ ー タ

ベ ー ス等)

② 利 用 され る場 面 ・目的

③ 達 成 され て い る水 準(処 理 速 度 、 伝 送 速 度 、 デー タ量 、 精 度 、 解 像 度

等 の水 準 を表 す 指 標 、 目標 に値 に対 して の 達 成 度)
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資料番号 資料47

年度 平成9年 度

主管省庁 ・部署 運輸省海上保安庁水路部沿岸調査課

プ ロ ジ ェ ク ト名 電子海 図システム整備

概 要 ・目標 ①実現 したい事項 ② 抱 えている課題 ③ 目標 を表す具体的 な数値(処

理速度、伝送速度、 デー タ量 、精度 、解像度等)

電子技術 の進歩等 によ り、 大型化 ・省 力化 され る船舶 の 交通 の安 全

確保 に寄与 す るため、 電子海 図表示 システ ム(ECDIS)に 必要不可 欠

な航海用電 子海図(ENC)作 成 のため の装置等 を整備 す る とともに、

デー タベ ースの構築 ・維持 を行 い、航 海用電子海 図 を刊行 す る。平 成

9年 度 も引 き続 き、 航海用電 子 海図作成 に必要 な装 置の整 備及 び航 海

用電子海図 の刊行 を進め る と ともに、国際水路機 関の決定 に基づ く電

子海 図システムのバ ージ ョンア ップ を行 う。

予算額 196(百 万 円)

予算構成

メ ンバ ー構 成 ① 参加機 関

② 実質 的な中核機 関 ・部署

実施環境 ① ハ ー ドウェ ア(メ ー カ ー名 、 製 品 名 、処 理 機 能 等)

② ソ フ トウェ ア(メ ー カー名 、 製 品 名 、機 能等)

③ ネ ッ トワ ー ク(伝 送 速 度 、構 成 等)

④ 開発 従 事 者 数

情報技術 との関連 ① 利 用 され る情 報 技 術(ス ーパ ー コ ン ピュ ー タ、 ネ ッ トワ ー ク、 デ ー タ

ベ ー ス等)

② 利 用 され る場 面 ・目的

③ 達 成 され て い る水 準(処 理 速 度 、伝 送速 度 、 デ ー タ量 、精 度 、解 像度

等 の水 準 を表 す 指 標 、 目標 に値 に対 して の達 成 度)
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資料番号 資料48

年度 平成9年 度

主 管省 庁 ・部 署 運輸省海上保安庁水路部海洋情報課

プ ロ ジ ェ ク ト名 イ ン ター ネ ッ トを利 用 した 国 際 的 な海 洋 デ ー タ提 供 体 制 の整 備

概 要 ・目標 ① 実 現 した い事 項 ② 抱 え て い る課 題 ③ 目標 を表 す 具 体 的 な 数値(処

理 速 度 、 伝 送 速 度 、 デ ー タ量 、精 度 、 解 像 度 等)

日本 海 洋 デ ー タセ ン ター(JODC)は 、 「国立 海 洋 デ ー タセ ン ター 」

と して、 国 内 各種 海 洋調 査 機 関 の保 有 海 洋 デ ー タ の収 集 、 一括 管 理 を

行 い 、 国 内 各 分 野 の ユ ー ザ に有 効 利 用 させ る と と もに、 国 際 的相 互 利

用 を図 る 政 府 間 海 洋学 委 員 会(10C)の 推 進 す る 「国 際 海 洋 デ ー タ ・

情 報 交 換 シ ス テ ム」 に も積 極 的 に参 画 し て い る。 近 年 、 海 洋 デ ー タ の

効 率 的 提 供 が 国 際 的 に も 求 め ら れ て い る こ とに 鑑 み、JODCが 収 集 ・

管理 してい る海 洋 デ ー タ を国 際 的 に迅 速 か つ 円滑 な情 報 提 供 に資 す る

た め 、 世 界 的 な オ ン ライ ンネ ッ トワ ー ク シ ス テ ム で あ る イ ン ター ネ ッ

トを 利 用 し た オ ン ライ ン デ ー タベ ー ス シス テ ム を 整 備 ・運 用 し て い

る。 平 成9年 度 にお い て も、 引 き続 きデ ー タベ ー ス 上 の デ ー タ を充 実

させ 、 効 率 的 で 幅広 い 海洋 デ ー タの 収 集 ・提 供 体 制 を維 持 運 営 して い

く。

予算額 175(百 万 円)

予算構成

メ ンバ ー構 成 ①参加機 関

②実 質的な中核機 関 ・部署

実施環境 ① ハ ー ドウ ェア(メ ー カ ー名 、 製 品名 、処 理機 能等)

② ソ フ トウェ ア(メ ー カー 名 、 製 品名 、機 能等)

③ ネ ッ トワー ク(伝 送 速度 、構 成 等)

④ 開 発 従 事 者 数

情報技術 との関連 ① 利 用 され る情報 技 術(ス ーパ ー コ ン ピュ ー タ、 ネ ッ トワ ー ク、 デ ー タ

ベ ー ス等)

② 利 用 され る場 面 ・目的

③ 達 成 され て い る水 準(処 理 速 度 、伝 送 速 度 、 デ ー タ量 、 精 度 、 解 像 度

等 の水 準 を表 す 指 標 、 目標 に値 に対 して の 達 成 度)
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資料番号 資料49

年度 平成9年 度

主管省庁 ・部署 運輸省 自動車交通 局企画課

プ ロ ジ ェ ク ト名 バス運行情報 システ ム等 の整備 の促進 によるバス利便性 の向上

概 要 ・目標 ① 実 現 した い事 項 ② 抱 え て い る課 題 ③ 目標 を表 す 具 体 的 な数値(処

理 速 度 、伝 送 速 度 、 デ ー タ量 、精 度 、 解 像度 等)

バ ス、 タ ク シ ー 、 トラ ッ ク にITSを 有 効 に活用 して い くため の 調 査

を平 成8年 度 か ら実 施 。 大 学 の 先 生 、 関係 省 庁 に よ る委 員 会 を 組 織

し、 現 状 調 査 、 ア ンケ ー ト、 ヒ ヤ リ ン グ な ど を踏 ま え 、 あ り方 を検

討 。平 成9年 度 はバ ス 、 トラ ック につ い てモ デ ル ケ ー ス で 実 証 試 験 を

実 施 して い く予 定 。

予算額 543(百 万 円)

予算構成 プログラム開発 も実施

平成9年 度 の詳細 は調整 中

メ ンバ ー構 成 ① 参加機関

② 実質的 な中核機 関 ・部署:運 輸省 自動車交通局企 画課が推進

実施環境 ① ハ ー ドウ ェ ア(メ ー カ ー名 、製 品名 、 処 理 機 能等)

② ソ フ トウ ェ ア(メ ー カ ー名 、 製 品名 、機 能 等)

③ ネ ッ トワ ー ク(伝 送 速 度 、構 成等)

④ 開発 従 事 者 数

情報技術 との 関連 ① 利 用 され る情 報 技術(ス ーパ ー コ ン ピュー タ、 ネ ッ トワ ー ク、 デー タ

ベ ース等)

ITSを 利 用 。

② 利 用 され る場 面 ・目的

ITS利 用 の 裾 野 を拡 げ る 。小 さな事 業 所 が 個 別 に集 め て い た 交通 情

報 を 、 セ ンタ ー を介 在 させ て 効 率 的 に入手 で きる よ う にす る。

③ 達成 され て い る水 準(処 理 速 度 、 伝 送 速 度 、 デ ー タ量 、 精 度 、 解 像度

等 の水 準 を表 す 指 標 、 目標 に値 に対 して の 達 成 度)
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一
資料番号 資料50

年度 平成9年 度

主管省庁 ・部署 運輸省航空局管制保安部保安企画課

プ ロジ ェ ク ト名 航 空衛星 システムの整備 による航空管制能力の向上

概 要 ・目標 ① 実 現 した い事 項 ② 抱 えて い る課 題 ③ 目標 を表 す 具 体 的 な数値(処

理 速度 、伝 送 速 度 、 デ ー タ量 、 精 度 、解 像 度 等)

国 際 民 間航 空機 関(ICAO)に お い て承 認 され た将 来 の広 報 シス テ ム構

想 に基 づ き、1999年 に打 上 げ を予 定 して い る運輸 多 目的衛 星(MTSAT)

を中 心 と した次 世 代 の航 空 保 安 シス テ ムの構 築 を推 進 す る もの 。本 シス

テ ム は、2機 の衛 星 と2つ の 地 上 施 設 か ら構 成 され る シ ス テ ム で あ り、

衛 星 と地上 施 設 の両 者 を 同時 に 開発 して い る。

予算額 14,124(百 万 円)

予算構成

●衛星開発

●地上設備開発

メ ンバ ー構 成 ①参加機 関:運 輸省、打 上げ は宇宙 開発事業 団

②実 質的な中核機関 ・部署

実施環境 ① ハ ー ドウェ ア(メ ー カー 名 、 製 品名 、処 理 機 能 等)

② ソ フ トウェ ア(メ ー カー 名 、 製 品名 、機 能等)

③ ネ ッ トワー ク(伝 送 速度 、構 成等)

④ 開発 従 事 者 数

情報技術 との関連 ① 利 用 され る情 報 技術(ス ー パ ー コ ン ピュ ー タ、 ネ ッ トワ ー ク、 デ ー タ

ベ ー ス等)

② 利 用 され る場 面 ・目的

③ 達 成 され て い る水 準(処 理 速 度 、 伝 送 速 度 、 デー タ量 、 精 度 、 解 像 度

等 の 水 準 を表 す指 標 、 目標 に値 に対 して の達 成度)
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資料番号 資 料51(1/6)

年度 平成9年 度

主管省庁 郵政省

施策名 地球環境計測技術の研究開発等

概要 地球 環 境 に 関す る各 種 デ ー タ計 測 の た め の研 究 開発 、 デ ー タベ ース ・

ネ ッ トワー ク の整 備

予算総額 720(百 万 円)

プ ロ ジ ェ ク ト構 成 1.宇 宙 か らの 降雨 観 測 の た め の周 波 トップ ラ レー ダの研 究

2.地 球環 境 の た め の高 度 電 磁 波 利 用 技 術 に関す る 国際 共 同研 究

3.高 分解 能3次 元 マイクロ波 映 像 レー ダ に よ る地 球 環 境 計 測 ・予 測 技 術 の研

究

4.短 波 長 ミリ波 帯 電磁 波 に よる地 球 環 境 の計 測 技 術 の研 究

5.地 球 環境 計 測 ・情 報 ネ ッ トワ ー ク に関 す る研 究 開発

6.

7.

8.
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資料番号 資 料51(2/6)

年度 昭和63年 度 ～平 成14年 度

主 管省 庁 ・部 署 郵政省通信総合研究所地球環境計測部

プ ロジ ェ ク ト名 地球環境計測技術 の研 究開発等

～宇宙 か らの降雨観測 のための周波 トップラ レー ダの研 究

概 要 ・目標 降雨は地球規模の気候 を左右 する極めて重要な要素であるが、まだその地

球規模での観測は実現 していない。これを行 うには、人工衛 星等の宇宙機搭

載降雨 レーダがほぼ唯一の手段 であり、これ を実現するための熱帯降雨観測

衛星(TRMM)計 画が平成9年 度の打 ち上げをめざして進行中であ る。本研究

では、宇宙からの降雨 レーダ観測に必要となる基礎技術開発 やデータ処理解

析手法 を開発す るために航空機搭載降雨レー ダの開発ならびに観測実験 を行

う。 また、次世代TRMMで 求められている観測の高度化、多様化に対処 し、

地球温暖化 との関連から、地球規模での測定が求められてい る雲の3次 元分

布を測定するための ミリ波測雲 レーダについて、衛星搭載 を念頭において基

礎技術 開発や観測手法の研究 を行 う。

予算額 130(百 万 円)(平 成8年 度)

予算構成 ①観 測機 器開発費98(百 万円)

②実験 費用31(百 万円)

③ システム運用費

④ 旅費1(百 万 円)

メ ンバ ー構 成 ① 参加機関:通 信 総合研究所 、宇宙 開発事業団

② 実質的 な中核機 関 ・部署:郵 政省通信 総合研 究所

実施環境 ① ハ ー ドウ ェ ア(メ ー カ ー名 、製 品 名 、処 理 機 能等)

航 空機 搭載 降雨 レー ダ(東 芝 、 多偏 波 ドップ ラ観 測 機 能)

② ソ フ トウェ ア(メ ー カ ー名 、 製 品 名 、機 能 等)

TRMMデ ー タ解 析 シス テ ム(東 芝 、TRMMデ ー タの 定 常 処 理)

③ ネ ッ トワー ク(伝 送 速度 、構 成等)

1.5MBPSISDN、 宇 宙 開発 事 業 団 との非 公 開 系

④ 開 発 従 事 者 数

6名

情報技術 との 関連 ①利用 される情 報技術(ス ーパ ー コンピュー タ、ネ ッ トワー ク、デ ータベ ー

ス等)

ネ ッ トワーク技術、デー タベ ース技術

②利用 される場面 ・目的

衛星 データの オンライ ン伝送 、処理 デー タカタログシス テムの運用

③ 達成 されてい る水準(処 理速 度 、伝送速度 、デー タ量 、精 度、解像度等 の

水 準 を表す指標 、 目標 に値 に対 しての達成度)

デー タの配布 をオ ンライ ンで配布す るには デー タ伝送速度 が不足 であ り、

カ タログのオ ンライ ン提 供 に留 まってい る。
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資料番号 資 料51(3/6)

年度 平 成4年 度 ～平 成14年 度

主 管省 庁 ・部 署 郵政省通信総合研究所地球環境計測部

プ ロ ジ ェ ク ト名 地球環境計測技術 の開発

地球環境 のための高度電磁波利用技術 に関する国際共 同研究

概 要 ・目標 地球環境問題 は、人類や他の生物の生存 を脅かす ものであ り、早急 にその

対策が求められている世界的な重要課題である。特に、フロ ンガス等 による

オゾン層 の破壊は、人間の生命 活動への深刻 な影響や、農作物 の収穫の低

下、生態系の破壊等の重大な影響が指摘されてお り、緊急 にその対策が求め

られている。

このため、米国との共同実験 を通 じ、中層大気の総合的な観測 ・計測技術

を開発 し、大気 と電磁波との相互作用の研究 を行い、地球環境変動機構の解

明に貢献するとともに、我が国における高出力電波利用技術等の高度電磁波

利用技術による地球環境保全に係わる技術の開発に資する。

予算額 207(百 万 円)(平 成8年 度)

予算構成 ① 観 測機 器 開発 費190(百 万 円)

② 実験 費用0(百 万 円)

③ シス テ ム運 用 費14.5(百 万 円)

④ 旅 費2.7(百 万 円)

メ ンバ ー構 成 ① 参 加 機 関:ア ラスカ大 、ETL/NOAA、 名 古 屋 大 、 京 大 、 東 北 大 、 極 地研

等

② 実 質 的 な 中核 機 関 ・部 署:郵 政 省 通 信 総 合 研 究 所

実施環境 ① ハ ー ドウ ェ ア(メ ー カ ー 名 、 製 品 名 、 処 理 機 能 等)

ファブ リへ.ロー干 渉 系 、 分 反 射 レータ、 レーリード ッフ.ラーライダ ー等

② ソ フ ト ウ ェ ア(メ ー カ ー 名 、 製 品 名 、 機 能 等)

上 記 ハ ー ドウ ェ ア を動 作 さ せ る た め の ソ フ トウ ェ ア

③ ネ ッ トワ ー ク(伝 送 速 度 、 構 成 等)

な し

④ 開 発 従 事 者 数

15名

情報技術 との関連 ① 利用 され る情 報技 術(ス ーパ ー コンピュー タ、 ネ ッ トワー ク、デー タベ ー

ス等)

ワー クステー シ ョンを主 とす るデー タ処理 系 、デー タ伝送 には インター ネ

ッ ト、商用 回線利用 を検討 中

②利用 される場面 ・目的

デー タ取得 ・蓄積 、デー タ処理解析 、データ共 同利用

③ 達成 されてい る水 準(処 理速 度 、伝送速度 、 データ量、精 度 、解像度等 の

水準 を表す指標 、 目標 に値 に対 しての達成度)

ほ とん どの計測 機器 は現 在 開発 中の段 階であ り、テ㌧ タ伝送 、処理系 の整 備

は今後 に予定 されて いる。
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資料番号 資 料51(4/6)

年度 平成5年 度 ～平成15年 度

主管 省 庁 ・部 署 郵政省通信総合研究所地球環境計測部

プロ ジ ェ ク ト名 地球 環境計測技術 の研究 開発

高分 解能3次 元マイクロ波映像 レーダによる地球環境計測 ・予測技術の研 究

概 要 ・目標 最近、森林破壊 、砂漠化 などの環境問題と、火山噴火、地震、洪水な どの自然災

害が因果的に発生 するなど、地球環境問題が新たな局面を迎えている。 このような

新たな展開を見せ 多様化す る地球環境の諸問題、お よび深刻化す る自然 災害への迅

速且つ機動的な対 処を行 うとともに、その影響の大 きさや広が り、それによる環境

の変化を効果的に予測する為に、航 空機搭載の高分解能3次 元 マイクロ波映像 レー

ダの開発 ・実験 ・データ処理解析技術の開発等を平成5年 度 よ り11ヵ 年計画で 開

始する。本システムは、合成開口レーダの手法を利用 して高分解能映像 を得 るが、

平面的な映像 しか得られない従来の合成開口 レーダとは異な り、2つ の アンテナ を

用いて3次 元立体映像が得 られるようにする。また、対象の細 かな識別 を行 うた め

に、複数 の偏波で散乱の絶対値 と位相変化を測定するポラリメータ機能 を有する。

本研究では、これ らの先端機能を複合化 したシステム を開発 し、多様化 する地球環

境問題の計測手法の確立と地球環境の変化の予測に資 することを目指す。さらに、

深刻化す る東南アジアなどの開発途上国の環境 ・災害調査などを通 じて、日本の 国

際的貢献に寄与する。

予算額 121(百 万 円)(平 成8年 度)

予算構成 ①観測機器開発費

②実験費用

③システム運用費

④旅費

メ ンバ ー構 成 ①参加機 関:宇 宙 開発事業団

②実 質的な中核機関 ・部署:郵 政省通信総 合研 究所

実施環境 ① ハ ー ドウ ェア(メ ー カ ー名 、 製 品名 、 処理 機 能 等)

DEL.AlphaSever8200

② ソ フ トウ ェア(メ ー カ ー名 、 製 品名 、機 能 等)

NEC.レ ー ダデ ー タ処 理 ソフ ト(開 発 品)

③ ネ ッ トワー ク(伝 送速 度 、構 成 等)

N/A

④ 開発 従 事 者 数

4名

情報技術 との関連 ①利 用 され る情報技術(ス ーパ ー コンピュー タ、 ネ ッ トワーク、 デー タベ ース等)

高速CPU、 大容 量メモ リ、大容量 デ ィス ク

②利 用 され る場面 ・目的

合成 開口 レー ダの映像処理

③ 達成 されてい る水準(処 理速度 、伝送速度 、デ ー タ量、精度 、解像度 等 の水準 を

表す指標、 目標 に値 に対 しての達 成度)

現在の 構成で所 期 の要求 は満た されてい るが、 よ り高速 に大 きな画像 サ イズ を処

理す るため には、CPUの 高速 化、 メモ リの拡張が必要。
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資料番号 資料51(5/6)

年度 平成2年 度 ～平 成13年 度

主管省庁 ・部署 郵政省通信総合研究所地球環境計測部

プ ロ ジ ェ ク ト名 地球環境計測技術 の研究 開発

短波長 ミリ波帯電磁波 に よる地球環境 の計測技術の研 究

概 要 ・目標 オゾン層破壊および地球温暖化の問題 は成層圏か ら中間層 にかけての上層大気の

組成、化学反応、熱力学的性質と密接に結びついている。特に、成層圏 オゾンの生

成 ・消滅過程および上層大気の熱力学的安定条件に果たすCOx、Nox、Hox等 の微量

ガス成分の重要性が指摘されている。これら微量ガス成分に関する理解 を得ること

がオゾン層破壊お よび地球温暖化 問題 の対策 を立てる上での鍵 を握 っている。現

在、昼夜、雲などに左右されずに、 これら上層の微量 ガスを測定するこ とは、地上

あるいは人工衛星観測にお いてもきわめて困難な状況である。一方上層大気微量 ガ

ス成分の観測において、 ミリ波 ・サブミリ波分光受信技術が有用であることは以前

から指摘 されていたが、技術的困難 さのため実用に至 らなかった。本研 究では、近

年の電波電子技術 ・素子素材技術の進歩を積極的に活用 し、特 に、短波長 ミリ波帯

ラジオメータ/ス ペク トロメータに よる上層大気微量 ガス成分の リモー トセンシン

グ技術(ハ ー ド及びソフ ト)に 注目 して開発 を行う。 さらに、上層大気の気温 ・気

圧分布の同時観測 を含め、本技術を用いた人工衛星による3次 元グローバルモニ タ

リング技術を開発 する。これにより、オゾン層破壊お よび地球温暖化の対策に資す

ることを図る。

予算額 56(百 万 円)(平 成8年 度)

予算構成 ①観測機器 開発費45(百 万 円)

②実験費用10(百 万 円)

③ シス テム運用費

④ 旅費1(百 万 円)

メ ンバ ー構 成 ① 参加機関

② 実質的 な中核機 関 ・部 署:郵 政省通信総合研究所

実施環境 ① ハ ー ドウ ェ ア(メ ー カー 名 、 製 品名 、 処 理 機 能等)

短 波 長 ミリ波帯 ラ ジオ メ ー タ/ス ペ ク トロ メ ー タ(当 所 で 開発)

② ソ フ トウ ェア(メ ー カ ー 名 、 製 品名 、 機 能 等)

当 所 内 で の 開発 ソ フ ト(主 にC言 語)

③ ネ ッ トワー ク(伝 送速 度 、構 成 等)

数kB/s程 度 、(海 外 に設 置 した機 器 の 制 御 、観 測 デ ー タ転 送 は しな い)

④ 開発 従 事 者 数

3名

情報技術 との関連 ①利用 され る情報技術(ス ーパ ーコン ピュータ、 ネッ トワー ク、デー タベ ース等)

ネー ッ トワーク、デー タベ ース

②利用 される場面 ・目的

他機 関 との間での観 測デー タの交換

③ 達成 されている水準(処 理 速度、 伝送速度 、デ ータ量 、精度 、解像 度 等の水準 を

表す指標 、 目標 に値 に対 しての達成度)

本研 究 で扱 う現 在 のデー タ量で は、現状の 環境 で間 に合 う。 人工衛星 に よる観 測

を始 めた場合 については、 まだ十分試算 していない。
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資料番号 資 料51(6/6)

年度 平成9年 度

主管省庁 ・部 署 郵政省通信総合研究所 通信科学部 情報処理研究室

プ ロジ ェ ク ト名 地球 環境 計 測 ・情 報 ネ ッ トワー ク に関 す る研 究 開発

概 要 ・目標 ①実現 したい事項 ②抱 えている課題 ③ 目標を表す具体的 な数値(処 理速

度、伝送速度、データ量、精度、解像度等)

①内外の研究機 関 ・行政機関で取得されてい る各種の地球環境情報を相互 に

利用可能とし、データ交換 ・流通が容易に行 える情報ネットワークを実現

するための要素技術 に関する研究開発を行 う。

②地球環境情報 の形態は多種多様であ り、全ての情報形態を研究対象 とす る

ことは困難であるため、現状では典型的な情報形態のみについて研究を進

めている。

③数値 目標は設定 していない。

予算額 21.5(百 万 円)

予算構成 ① ハ ー ドウ ェア購 入 費20(百 万 円)

② ソ フ トウェ ア 開発 費0

③ シ ス テ ム運 用 費0

④ 人 件 費0(研 究職 員 の 人件 費 は含 まな い)

⑤ そ の他1.5(百 万 円)(消 耗 品 、文 献 購 入等)

メ ンバ ー構 成 ①参加機 関:通 信総合研究所のみ

②実質 的な中核機関 ・部署:通 信総合研究所

実施環境 ① ハ ー ドウェ ア(メ ー カ ー名 、 製 品名 、処 理 機 能等)

SGI社 、Sun社 製 ワ ー クス テ ー シ ョン等

② ソ フ トウ ェ ア(メ ー カ ー名 、 製 品名 、機 能 等)

実 験 用 ソ フ トウ ェ ア は研 究 者 が作 成

③ ネ ッ トワ ー ク(伝 送 速 度 、構 成 等)

内 部10～100MBPS,外 部接 続6MBPS

④ 開発 従事 者 数

2人(2人 と も他 の研 究 プ ロジ ェ ク トと兼 任)

情報技術 との関連 ①利用 され る情 報技術(ス ーパ ー コン ピュー タ、 ネ ッ トワー ク、 デー タベ ー

ス等)

画像等 のデー タ圧縮 、画像等 の階層化 、情報検索

②利用 される場面 ・目的

地球環境情報の デー タ交換 ・流通 を行 う情報 ネ ッ トワー ク

③達成 されてい る水準(処 理速 度、伝 送速度 、デー タ量、精 度 、解像度等 の

水準 を表す指標、 目標 に値 に対 しての達成度)

画像情報 ・3次 元形状情報の圧縮技術 の開発 、柔軟 な画像検索

システムの基礎技 術の 開発等(数 値 目標 は設定 していない)
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資料番号 資 料52(1/12)

年度 平成9年 度

主管省庁 郵政省

施策名 情報通信基盤技術の研究促進

概要 基盤技術促進 セ ンター(民 間 において行 われ る電気通信及 び鉱工業分

野 の基 盤技術 に関す る試験研究 を促 進す るための機 関)の 電気通信 関連

の出資事業 である。

現在継続 中の平成7年 度 までの出資採択案件 を次ペ ージ以 降 に示す。

予算総額 26、000(百 万 円)

プ ロ ジ ェ ク ト構 成 1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.
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資料番号 資 料52(2/12)

年度 平成6年 度

主管省庁 (株)エ イ ・テ イ ・アール知能映像通信研究所

(郵政省基盤技術研究促 進セ ン ター出資採択案件)

施策名 知能映像情報通信の基礎研究

概要 マ ルチメデ ィア時代 にふ さわ しい新 しい コ ミュニケーシ ョンの手法 を確 立

す るこ とが求 め られ てい る。 このため、映像 、音 な どのメデ ィアを活用 し、

現実 に限 りな く近 いコ ミュニケ ーシ ョンを可 能 にする技術 と、思想 ・イメ ー

ジな どをよ りよ く相互(人 対 人 、人対機械)に 伝 えるため に、現 実 の コミュ

ニケー シ ョンの 限界 を超 えた新 たなコ ミュニ ケーシ ョンの環 境 ・方法 を創 り

出す技術 を確立 す るための基礎 的 な研 究 を行 う。これに よ り、距離 ・時 間 ・

言語 ・文化 をこえて相互 理解 を促 進す る通信 の実 現 をめ ざす(平 成7年 度

～平 成14年 度)

予算総額 総 額12,300(百 万 円)

プ ロ ジ ェ ク ト構 成 1.コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ンシ ー ン生 成 の研 究(百 万 円)

2.コ ミュ ニ ケ ー シ ョン支援 の研 究(百 万 円)

3.イ メ ー ジ を表 現 し、伝 達 す る技 術 の研 究(百 万 円)

4.人 間 の コ ミュ ニ ケ ー シ ョンの研 究(百 万 円)

5.コ ミュ ニ ケ ー シ ョン環境 生成 技 術 の研 究(百 万 円)

6.

7.

8.
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資料番号 資 料52(3/12)

年度 平成6年 度

主管省庁 ・部署 郵政省基盤技術研究促進セ ンター出資採択案件

プ ロ ジ ェ ク ト名 知 能映像 情報通信 の基礎研 究

～ コミュニケーシ ョンシー ン生成 の研究

概 要 ・目標 ① 実 現 した い事 項 ② 抱 え て い る課 題 ③ 目標 を表 す 具 体 的 な数 値(処

理 速 度 、伝 送 速 度 、 デ ー タ量 、精 度 、解 像 度 等)

① 互 いに異 なる場所 にい る人々が、仮想 的 なシー ンを介 して様 々な形 の コ ミ

ュニケー シ ョン を行 える環境 の 実現 を目指 し、 この ような コ ミュニケーシ ョ

ン環境 を実現 す るための要素技 術 と して、 コ ミュニケー シ ョンのための仮 想

的 な3次 元空間 を生成す る技術 、お よび人物 像 を仮想 空間の 中 に合成す る技

術 を研 究 している。

予算額 (百万円)

予算構成 ① ハ ー ドウェア購 入費

② ソフ トウェア開発費

③ システム運用費

④ 人件費

⑤ その他

メ ンバ ー構 成 ①参加機 関(株)エ イ ・テイ ・アール知能映像通信研究所

② 実質的な中核機 関 ・部署 第1研 究室

実施環境 ① ハ ー ドウ ェア(メ ー カー 名 、 製 品 名 、 処 理機 能等)

② ソ フ トウ ェ ア(メ ー カー 名 、 製 品 名 、 機 能 等)

③ ネ ッ トワー ク(伝 送 速 度 、 構 成 等)

④ 開発 従 事 者 数

12名

情報技術 との関連 ① 利 用 され る情 報 技 術(ス ーパ ー コ ン ピュ ー タ、 ネ ッ トワー ク 、 デ ー タ

ベ ー ス等)

CG技 術

② 利 用 され る場 面 ・目的

コ ミニ ュ ケ ー シ ョン シス テ ム 、 バ ーチ ャル シス テ ム

③ 達 成 され て い る水 準(処 理 速 度 、 伝 送 速 度 、 デ ー タ量 、 精度 、 解 像度

等 の水 準 を表 す指 標 、 目標 に値 に対 しての 達 成 度)
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資料番号 資 料52(4/12)

年度 平成6年 度

主 管 省 庁 ・部 署 郵政省基盤技術研究促進センター出資採択案件

プ ロ ジ ェ ク ト名 知能 映像情報通信 の基礎研究

～ コミュニケーシ ョン支援 の研究

概 要 ・目標 ① 実 現 した い事 項 ② 抱 え て い る課 題 ③ 目標 を表 す 具 体 的 な数 値(処

理 速 度 、伝 送 速 度 、 デ ー タ量 、 精 度 、解 像 度 等)

① エー ジェン ト介在 型の コ ミュニケーシ ョン形態の模索

・コンピュー タ ・グラフイクス ーアニメーシ ョン、感情 表現

・CSCW－ 創造 活動 におけ る協調作業

・コンピュー タ ・ビジ ョン ー一状 況理解、環境生成

・オー グメンテ ッ ド ・リアリテ ィ ー現実世界 と仮想 世界の融合

・デ ー タベ ース ーデ一 夕ベースか らの知識 の発見

・人工知能 一機械 学習

予算額 (百万円)

予算構成 ① ハー ドウェア購 入費

② ソフ トウェア開発費

③ シス テム運用 費

④ 人件 費

⑤ その他

メ ンバ ー 構 成 ① 参 加 機 関(株)エ イ ・テ イ ・アール知能映像通信研 究所

② 実 質 的 な 中核機 関 ・部 署 第2研 究 室

実施環境 ① ハ ー ドウ ェ ア(メ ー カ ー名 、製 品名 、処 理 機 能 等)

② ソ フ トウ ェ ア(メ ー カ ー名 、 製 品名 、機 能 等)

③ ネ ッ トワ ー ク(伝 送 速 度 、 構成 等)

④ 開 発 従 事 者 数

11名

情 報技術 との関連 ① 利 用 され る情 報 技術(ス ー パ ー コ ン ピュ ー タ、 ネ ッ トワー ク、 デ ー タ

ベ ー ス等)

② 利 用 され る場 面 ・目的

③ 達 成 され てい る水 準(処 理 速度 、伝 送 速 度 、 デ ー タ量 、 精 度 、 解 像 度

等 の 水 準 を表 す 指 標 、 目標 に値 に対 して の達 成 度)

119



資料番号 資 料52(5/12)

年度 平成6年 度

主管省庁 ・部署 郵政省基盤技術研究促進センター出資採択案件

プ ロ ジ ェ ク ト名 知能映像情報通信の基礎研究

～イメージを表現 し、伝達する技術の研究

概 要 ・目標 ① 実現 した い事 項 ② 抱 え て い る課 題 ③ 目標 を表 す具 体 的 な数 値(処

理 速 度 、伝 送 速 度 、 デ ー タ量 、精 度 、解 像度 等)

① メデ ィア統合 、舞 台演劇映像 の カメ ラワー ク、 インデ キ シング、動 き認 識

のための 自律分散 アーキテクチ ャ、感性情 報処理

予算額 (百万円)

予算構成 ①ハ ー ドウェア購 入費

② ソフ トウェア開発 費

③ システム運用費

④ 人件費

⑤ その他

メ ンバ ー 構 成 ①参加機 関(株)エ イ ・テイ ・アール知能映像通信研究所

②実質 的な中核機 関 ・部署 第3研 究室

実施環境 ① ハ ー ドウェ ア(メ ー カー名 、 製 品 名 、 処 理 機 能等)

② ソ フ トウェ ア(メ ー カー名 、 製 品 名 、 機 能 等)

③ ネ ッ トワー ク(伝 送速 度 、構 成等)

④ 開発 従 事 者 数

8名

情報技術 との関連 ① 利 用 され る情 報 技 術(ス ー パ ー コ ン ピュ ー タ、 ネ ッ トワー ク、 デ ー タ

ベ ー ス等)

② 利 用 され る場 面 ・目的

③ 達 成 され て い る水 準(処 理 速 度 、 伝 送 速 度 、 デ ー タ量 、 精度 、 解 像 度

等 の水 準 を表 す 指 標 、 目標 に値 に対 して の達 成 度)
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資料番号 資 料52(6/12)

年度 平成6年 度

主管省庁 ・部署 郵政省基盤技術研究促進センター出資採択案件

プロ ジ ェ ク ト名 知能映像情報通信 の基礎研 究

～人 間の コミュニケーシ ョンの研 究

概 要 ・目標 ① 実現 したい事項 ②抱 えてい る課題 ③ 目標 を表す具体 的な数値(処

理速度 、伝送速度 、データ量 、精度 、解像度等)

① メタ通信分析、 通信エージェン トのための生態学的建築学、人間 とコンピ

ュータ相互作用における社会心理学の要因に関する研究

予算額 (百万円)

予算構成 ①ハ ー ドウェア購 入費

② ソフ トウェア開発費

③ システ ム運用費

④ 人件 費

⑤ その他

メ ンバ ー構 成 ①参加 機関(株)エ イ ・テイ ・アール知能映像通信研究所

②実 質的 な中核機関 ・部署 第4研 究室

実施環境 ① ハ ー ドウ ェ ア(メ ー カー名 、 製 品 名 、 処 理 機 能 等)

② ソ フ トウェ ア(メ ー カー名 、 製 品 名 、 機 能 等)

③ ネ ッ トワ ー ク(伝 送 速度 、 構 成 等)

④ 開発 従 事 者 数

10名

情報技術 との関連 ① 利 用 され る情 報技 術(ス ーパ ー コ ン ピュ ー タ、 ネ ッ トワ ー ク、 デ ー タ

ベ ー ス等)

② 利 用 され る場 面 ・目的

③ 達 成 され てい る水 準(処 理 速 度 、 伝 送 速 度 、 デ ー タ量 、 精 度 、 解 像 度

等 の 水 準 を表 す 指 標 、 目標 に値 に対 して の達 成 度)
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資料番号 資 料52(7/12)

年度 平成6年 度

主 管 省 庁 ・部 署 郵政省基盤技術研究促進センター出資採択案件

プ ロ ジ ェ ク ト名 知能映像情報通信の基礎研究

～コミュニケーシ ョン環境生成技術の研究

概 要 ・目標 ① 実 現 した い事 項 ② 抱 えて い る課 題 ③ 目標 を表 す 具 体 的 な数 値(処

理 速 度 、 伝 送 速 度 、 デ ー タ量 、精 度 、 解 像 度 等)

① コ ミュニケーシ ョンに適 した環境 を生成す るため のバ ーチ ャル リア リテ ィ

技術 の積極的利 用 お よびその開発 の研究 を行 ってい る。 また、人 間同士の コ

ミュニケーシ ョ ンには、感情 や感性等 の伝達 が重要 な役割 を してお り、そ れ

ら人 間の感覚 ・感性 を十分 に考 慮 した コミュニ ケーシ ョンシス テムの開発 の

ため に、 アーテ ィス トと工学 者 が共同で新 しい コ ミュニケー シ ョン環境 を作

り出す こ とをめ ざ した研究 も行 っている。

予算額 (百万 円)

予算構成 ①ハ ー ドウエア購 入費

② ソフ トウェア開発 費

③ システム運用費

④人件費

⑤ その他

メ ンバ ー構 成 ①参加機 関(株)エ イ ・ティ ・アール知能映像通信研究所

②実 質的な中核機 関 ・部署 第5研 究室

実施環境 ① ハ ー ドウ ェ ア(メ ー カー 名 、 製 品名 、処 理 機 能等)

② ソ フ トウ ェ ア(メ ー カー 名 、 製 品名 、機 能 等)

③ ネ ッ トワ ー ク(伝 送 速 度 、構 成等)

④ 開発 従 事 者 数

12名

情 報技術 との関連 ① 利 用 され る情 報 技 術(ス ー パ ー コ ン ピュ ー タ、 ネ ッ トワー ク、 デ ー タ

ベ ー ス等)

② 利 用 され る場 面 ・目的

③ 達 成 され て い る水 準(処 理 速 度 、伝 送速 度 、 デ ー タ量 、 精 度 、解 像 度

等 の水 準 を表 す 指 標 、 目標 に値 に対 して の達 成 度)
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資料番号 資 料52(8/12)

年度 平成7年 度

主管省庁 (株)エ イ ・テ イ ・アール環境適応通信研究所

(郵政省基盤技術研究促進 セ ンター出資採択案件)

施策名 環境適応通信の基礎研究

概要 将来の情報通信システムでは、環境の変化 に対 してシステ ム自体の機能 ・

構造 を自律的に再構成 して適応する機能が大変重要になるため、不確定な通

信環境の変化 に柔軟 に対応出来 る情報通信 システムの構成方法 と制御方法、

複雑 な伝搬環境 に適応出来る高 品位無線通信技術、およびこれ らを支えるデ

バイス技術の研 究を行 なう。これにより、システム全体の設備を有効利用 し

ながら、多様 な通信環境 を意識せずに快適な通信が出来 る情報通信の実現 を

めざす。

予算総額 (百万 円)

プ ロ ジ ェ ク ト構 成 1.環 境 の 変化 に適 応 す る情 報 通 信 シス テ ム の構 成 ・評価 技 術 の研 究

2.環 境 の 変 化 に適 応 す る情 報 通 信 シス テ ム の制 御 技 術 の研 究

3.複 雑 な伝 搬 環 境 に適 応 す る高 品 質 無 線通 信 技 術 の研 究

4.量 子 ナ ノ構 造 を中心 と した通 信 デ バ イス技 術 の研 究

5.

6.

7.

8.
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資料番号 資 料52(9/12)

年度 平成7年 度

主管 省 庁 ・部署 郵政省基盤技術研究促進センター出資採択案件

プ ロジ ェ ク ト名 環境適応通信の基礎研究

～環境 の変化 に適応す る情報通信 システムの構成 ・評価技術 の研究

概 要 ・目標 ① 実 現 した い事 項 ② 抱 え て い る課 題 ③ 目標 を表 す 具 体 的 な数 値(処

理 速 度 、伝 送 速 度 、 デ ー タ量 、精 度 、解 像 度 等)

① 生物学 的な観点 も取 り入れ て、 シス テムが 自律 的に状 況 に合 った振 る舞 い

をした り、 さらには 自らの構成 ・機能 をも変 え ることに より、環境 に適応 す

る柔 らかい情報通信 システムの構成技術 を研究 する。

・環境 に適応す る通信ネットワーク(自 律 的 に トラヒックの疎通 を確保す るロバ ストネ

ットワーク)

・環境 に適応す る通信方式(情 報通信環境 の複雑 さを隠すエ ージェ ン ト群)

・環境適応 システムの構成原理(生 物 の環境適応 メカニズムな どに学ぶ)

予算額 (百万 円)

予算構成 ① ハ ー ドウエア購入費

② ソフ トウェア開発費

③ システム運用費

④人件費

⑤ その他

メ ンバ ー構成 ①参加機 関(株)エ イ ・テイ ・アール環境適応通信研究所

②実 質的 な中核機 関 ・部署 第1研 究室

実施環境 ① ハ ー ドウ ェア(メ ー カ ー名 、製 品 名 、処 理 機 能等)

② ソ フ トウェ ア(メ ー カ ー名 、製 品 名 、機 能等)

③ ネ ッ トワー ク(伝 送 速 度 、構 成 等)

④ 開発 従 事 者 数9名

情報技術 との関連 ① 利 用 され る情 報 技 術(ス ーパ ー コ ン ピ ュー タ、 ネ ッ トワー ク、 デ ー タ

ベ ー ス等)

イ ンターネ ッ トをベ ース としたデー タ通信 、 ワイヤ レス通 信 、マルチエ ー

ジェ ン ト通信 ネ ッ トワーク

② 利 用 され る場 面 ・目的

適応通信 品質制御 ネ ッ トワー ク、 プラグイ ンネ ッ トワーク 、ユ ーザサー ビ

サ ビリテ ィネ ッ トワークの実現

③ 達 成 され て い る水 準(処 理 速 度 、伝 送 速 度 、 デー タ量 、精 度 、解 像 度

等 の水 準 を表 す 指 標 、 目標 に値 に対 して の 達 成 度)
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資料番号 資 料52(10/12)

年度 平成7年 度

主管省庁 ・部署 郵政省基盤技術研究促進センター出資採択案件

プ ロ ジ ェ ク ト名 環境適応通信の基礎研究

～環境 の変化 に適応す る情報通信 システムの制御 技術 の研究

概 要 ・目標 ① 実現 したい事 項 ②抱 えている課 題 ③ 目標 を表す具体的 な数値(処

理速度 、伝 送速度、デー タ量、精度 、解像 度等)

①将来の環境適応情 報通信 システムの実現 に向け、複雑システム、人間適

合、社会科学的 をキーワー ドとして、システム設計 ・制御 ・評価の研究を行

う。

〈研究テーマ〉

高次元通信制御設計技術、新通信処理アル ゴリズム、人間適合情報処理技

術、社会科学的マクロ評価技術

予算額 (百 万円)

予算構成 ①ハ ー ドウェア購 入費

② ソフ トウェア開発費

③ システム運用費

④人件費

⑤ その他

メ ンバ ー構 成 ①参加機 関(株)エ イ ・テイ ・アール環境適応通信研究所

②実質 的な中核機 関 ・部署 第2研 究室

実施環境 ① ハ ー ドウェ ア(メ ー カ ー名 、 製 品名 、 処 理 機 能等)

② ソ フ トウ ェ ア(メ ー カ ー名 、 製 品名 、 機 能 等)

③ ネ ッ トワ ー ク(伝 送 速 度 、構 成 等)

④ 開発 従 事 者 数8名

情 報技術 との関連 ① 利 用 され る情 報 技 術(ス ー パ ー コ ン ピ ュ ー タ、 ネ ッ トワー ク 、 デ ー タ

ベ ー ス等)

② 利 用 され る場 面 ・目的

③ 達 成 され て い る水 準(処 理 速 度 、伝 送 速度 、 デ ー タ量 、 精 度 、 解 像 度

等 の 水 準 を表 す指 標 、 目標 に値 に対 して の 達 成 度)
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資料番号 資 料52(ll/12)

年度 平成7年 度

主 管 省 庁 ・部 署 郵政省基盤技術研究促進センター出資採択案件

プ ロ ジ ェ ク ト名 環境適応通信の基礎研究
～複雑 な伝搬環境 に適応す る高 品質無線通信技術 の研 究

概 要 ・目標 ① 実 現 した い事 項 ② 抱 え て い る課 題 ③ 目標 を表 す 具 体 的 な数値(処

理 速 度 、伝 送 速 度 、 デ ー タ量 、精 度 、 解 像 度 等)

① ギガ ビッ ト情報 を乗せ た電波 や光が 縦横 に飛 び交 うワ イヤ レスマルチ メデ

ィア時代 を創 り出す ため、空 間 のネ ッ トワー クや高度 な信号 処理 アル ゴリズ

ム、 ア ンテナな どの研究 を行 な う。

〈環境適応空 間接続構成技術 〉

環境 の変 化 に追従 してア ンテナ シス テムが ソフ ト(アル ゴリズム)・ ハー ド

(論理 回路 構成)の 両面で ダ イナ ミックに 自己変 化 を遂 げ る ソフ トウェアア ン

テナ、 その知 能 となる時間 ・空 間 ・周波 数 とい った多次元領 域 を融合 した デ

ィジ タル信号処理 の研 究 を行 う。

〈電波 と光の融合技 術 〉

電波単独 の技 術 で は引 き出す ことが難 しい 高度 な機 能 を光 の並列信号処 理

能力 を利用 して 実現す る光信号 処理 ア ンテナ や、光 の ビーム を自由に制御 で

きる光 フェーズ ドア レー アンテナ、それ らの構成 に必 要な電波 と光 の融合 回

路技術 について研 究す る。

予算額 (百 万 円)

予算構成 ①ハ ー ドウェア購 入費

② ソフ トウェア開発費

③ システ ム運用費

④ 人件 費

⑤ その他

メ ンバ ー構 成 ① 参加機関(株)エ イ ・テイ ・アール環境適応通信研究所

② 実質的 な中核機 関 ・部署 第3研 究室

実施環境 ① ハ ー ドウ ェ ア(メ ー カ ー名 、 製 品 名 、 処 理 機 能 等)

② ソ フ トウ ェ ア(メ ー カ ー名 、 製 品名 、 機 能 等)

③ ネ ッ トワー ク(伝 送 速 度 、構 成 等)

④ 開発 従 事 者 数11名

情報技術 との関連 ① 利 用 され る情 報 技 術(ス ーパ ー コ ン ピュ ー タ、 ネ ッ トワ ー ク、 デ ー タ

ベ ー ス等)

② 利 用 され る場 面 ・目的

③ 達 成 され て い る水 準(処 理 速 度 、伝 送 速 度 、 デ ー タ量 、精 度 、解 像 度

等 の水 準 を表 す 指標 、 目標 に値 に対 して の 達 成度)
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資料番号 資 料52(12/12)

年度 平成7年 度

主管省 庁 ・部署 郵政省基盤技術研究促進センター出資採択案件

プ ロ ジ ェ ク ト名 環境適応通信の基礎研究

～量子 ナノ構造 を中心 とした通信 デバ イス技術 の研究

概 要 ・目標 ①実現 したい事項 ②抱 えてい る課題 ③ 目標 を表 す具体 的な数値(処

理速度、伝送速度 、デー タ量、精度 、解像度等)

①飛躍的に増大する=通信量の処理、制御 を可能とし、光 と電波などが高度 に

融合 した通信 システムを実現するために、量子効果を利用 した高機能半導体

デバイスの研究 を行 う。また、生物を模倣 した自律適応機能 をデバイスレベ

ルで実現するための新 しい概念 を提案 し、その要素技術の確立を進める。

〈研究内容 〉

・微細構造作技術(化 合物半導体 を用いたナノメータ構造の作製評価技術)

・システムデバイス技術(光 や電波の自由な空間接続 を可能 とするデバ イ

ス)

・ダイナミック機能デバイス技術(光 や電子の非線形現象 を利用 した自律適

応デバイス)

予算額 (百万 円)

予算構成 ①ハ ー ドウェア購入費

② ソ フ トウェア開発費

③ システム運用費

④ 人件費

⑤ その他

メ ンバ ー構 成 ①参加機 関(株)エ イ ・テイ ・アール環境適応通信研究所

② 実質的 な中核機 関 ・部署 第4研 究室

実施環境 ① ハ ー ドウ ェ ア(メ ー カー 名 、製 品 名 、処 理 機 能 等)

② ソ フ トウ ェ ア(メ ー カー 名 、製 品名 、機 能 等)

③ ネ ッ トワー ク(伝 送 速 度 、構 成 等)

④ 開発 従事 者 数12名

情報技術 との関連 ① 利 用 され る情 報 技 術(ス ーパ ー コ ンピ ュ ー タ、 ネ ッ トワー ク、 デ ー タ

ベ ー ス等)

② 利 用 され る場 面 ・目的

③ 達 成 され て い る水 準(処 理 速度 、伝 送 速 度 、 デ ー タ量 、 精度 、解 像 度

等 の 水 準 を表 す 指 標 、 目標 に値 に対 して の達 成 度)
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資料番号 資 料53(1/2)

年度 平成9年 度

主管省庁 警察庁 、通 産省 、運輸省 、郵政省 、建設省

施策名 ITS(高 度 道路交通 システム)整 備 ・研 究開発 の推進

概要 高 度 道 路 交 通 シ ス テ ム(IntelligentTranspoπSystems:以 下ITSと 呼 ぶ)

は、最先端の情報通信技術等 を用いて人と道路 と車両とを一体のシステムと

して構築 す るこ とによ り、ナ ビゲー シ ョンシス テムの高度化 、有料道路等 の

自動料金収受 システムの確立、安全運転の支援、交通管理の最適化、道路管

理の効率化等 を図る もので あ る。ITSは 安全 、快 適で効 率的な移動 に必要 な

情報 を迅速 、正確 かつわか りやす く利用 者 に提供 す る とともに、情報、制御

技術の活用 による運転操作の自動化等 を可能とするシステムである。これに

より1㎎ は、高度な道路利用、運転や歩行等 道路利用 における負荷の軽減を

可能 とし、道路交通の安全性、輸送効率、快 適性の飛躍的向上、渋滞の軽減

等の交通の円滑化、環境保全 に大 きく寄与す る。同時に、自動車 ・情報通信

関連産業の市場 の拡大と新たな創出を担 うものである。これ を、5省 庁の連

携 に よ り、推 進す る。

予算総額 研究 開発 平成8年 度7,446、 平成9年 度8,658(百 万 円)

プ ロ ジ ェ ク ト構 成 1.先 進安全 自動車(ASV)の 開発推進(運 輸省)23(百 万 円)

2.自 動車用電子機器等の電磁波 に対す る

安全性向上のための研究(運 輸省)21(百 万円)

3.自 動運転道路 システム(AHS)の 開発(建 設省)7,770(百 万 円)

4.交 通管理の最適化 に関する調査研究(警 察庁)66(百 万円)

5.道 路運送事業 におけるITSの 活用方策に関る調査研究(運 輸省)

14(百 万円)

6.ITSに 対応 した新運行管理 システムの検討 ・調査(運 輸省)

18(百 万円)

7.ITSモ デル地 区実験構想(通 産省)37(百 万 円)

8.ITSモ デル地 区実験構想(郵 政省)36(百 万 円)

9.ITSの 規格化事業(通 産省)337(百 万 円)
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資料番号 資料53(2/2)

年度 平成9年 度

主管省庁 警察庁

施策名 交 通 管 理 シス テ ムの 充 実 ・高度 化

概要 道路交通 にお ける安全性の向上 、快適性の 向上 を達成 し、環境保全 に

資す るため、交通管制の高度化、信号機の地域制御化 、車両感知器 ・交

通監視用テ レビ等交通情報提供装置 の整備、等 を行 な う。

予算総額 13,746(百 万 円)[補 助 金 ベ ー ス]

プ ロ ジ ェ ク ト構 成 1.高 度 交通管制 システム(百 万 円)

2.交 通 情報提供 システム(百 万 円)

3.動 的 経 路 誘 導 シ ス テ ム(百 万 円)

4.交 通 公害低減 システム(百 万 円)

5.

6.

7.

8.
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資料番号 資料54

年度 平成7年 度

主管省庁 建設省

施策名 水辺情報 のデー タベース化 お よび提供体 制の整備

概要 全 国の1級 水系 と主要な2級 水系 、お よび建設省所管 ダムを対象 とし

て、河 川 に生息す る生物の調査 、河川空間の利 用実態の調査等 を行 な う

「河 川水 辺の国勢調査」 を実施 し、その結果 を 「河川水辺 の国勢調査年

鑑CD-ROM」 と して発行す る。

予算総額 1,234,031(百 万 円)[含 、 事 業 費]

プ ロ ジ ェ ク ト構 成 1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.
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本書の全部 あ るいは一部 を断 りな く転載 または複写(コ ピー)す る ことは、
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